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前回号から、水コン協会員の皆様から寄せられた「水の写真」を
掲載しています。
今後もたくさんの応募をお待ちしています。（事）
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草皆次夫（株式会社 三木設計事務所）

『天滝（てんだき、日本の滝100選、兵庫県養父市）』
實岡浩司（株式会社昭和設計）

『隅田川と東京スカイツリー』鈴木美保（水コン協本部）
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GE１．はじめに

　まずは、新型コロナウイルスに罹患された皆様に心
よりお見舞い申し上げますとともに、医療従事者をは
じめ、感染防止にご尽力されている皆様に深く感謝申
し上げます。
　緊急事態宣言が解除され、新型コロナウイルスと向
き合いながら生活する日常となりますが、これからも
気を緩めることなく、皆様と共に感染収束に向けて取
り組んでまいります。
　また近年、全国各地で地震や豪雨等による自然災害
が発生しており、今年も令和２年７月豪雨により、西
日本を中心とした広範囲で河川の氾濫や土砂災害によ
る甚大な被害が発生したところであり、被災された皆
様方に対しまして心からお見舞い申し上げますととも
に、一日も早い復旧をお祈りいたします。
　本市におきましても、昨年の台風第19号では、観測
史上最大の日降水量を記録し、JR宇都宮駅付近の中心
市街地を流れる一級河川田川や、本市西部の観光拠点
大谷地区を流れる一級河川姿川等が氾濫し、住家や商
店、農業施設、下水道施設をはじめとした公共土木施
設等で甚大な浸水被害が発生するなど、市民生活や経
済活動に大きな影響をもたらしました。
　ライフラインを預かるものとして、自然災害や感染
症等のあらゆる危機に備え、危機管理や事業継続の体
制強化、強靭な施設構築など、身を引き締めて対応し
ていく必要があると痛感しております。

２．宇都宮市の地勢と特徴

　栃木県の県庁所在地である宇都宮市は、栃木県のほ

ぼ中央、東京から北に約100kmの距離に位置し、面積
は416.5k㎡で、県土の約6.5％を占め、県人口のおおよ
そ４分の１に当たる約52万人を擁する都市であります。
　本市は、JR宇都宮線（東北本線）、東北新幹線、東
北自動車道、北関東自動車道のほか、鉄道各線が通る
交通の要衝として、また、北西部の山並みや鬼怒川の
清流など、美しく豊かな自然環境と、中心部に集積し
た高度な都市機能、商工農の各産業がバランスよく調
和し、広域的なまちづくりをリードする北関東の中核
都市として発展を続けてまいりました。
　また、消費量日本一を誇る餃子をはじめ、ジャズ・
カクテルのまち、平成30年に日本遺産に認定された

「大谷石文化」が息づくまち、サッカー・バスケットボ
ール・自転車ロードレースの３つのプロスポーツチー
ムがホームタウンとして活動するスポーツのまちとし
て、世界大会である「Japan Cup Cycle Road Race」や

「FIBA 3x3 World Tour」など、本市でしか味わえな
い魅力や体験、心のこもったおもてなしを提供する観
光のまちづくりにも力を入れております。

３．宇都宮市のまちづくりの推進

　本市では、今後進行する人口減少や人口構造の変化
に対応するため、全国に先駆けて平成19年度に「第５
次宇都宮市総合計画」に「ネットワーク型コンパクトシ
ティ」の都市構造の形成を掲げ、将来にわたる発展の
礎となる骨格の強いまちづくりを進めてまいりました。
　現在は、それらをさらに推進するため、平成30年度
に策定した「第６次宇都宮市総合計画」に掲げた「子
育て・教育」「健康・福祉」「安全・安心」などの「６
つの未来都市」の実現に向け、幅広い関連分野が緊密
に連携した総合的なまちづくりを着実に推進している
ところであります。
　そのような中、昨年５月に「宇都宮スマートシティ
モデル推進計画」が、国の先行モデルプロジェクトに
選定され、全国初の全線新設で整備しているLRT（次
世代型路面電車システム）沿線や観光拠点の大谷を中
心に、交通利便性の更なる向上につなげる「スマート・
モビリティ」など、全国に誇れる取組を進めておりま
す。
　さらに７月には、持続可能なまちづくりを実現する
ポテンシャルの高い都市として、国から「SDGs（エス
ディージーズ）未来都市」に選定され、全庁をあげて
SDGsの推進に取り組んでいるところであります。
　このように、今後の人口減少、少子・超高齢化社会

宇都宮市長　佐藤栄一

100年先を見据えた宇都宮市
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の進行や地球規模での環境問題、情報通信技術の進展
など、時代の潮流を的確に捉え、本市が持続的に発展
し、100年先まで輝き続けられる都市として、今を生
きる市民の皆様と未来を生きる市民の皆様が幸せに暮
らせるまちの実現に向けて、日々邁進しております。

４．気候変動を踏まえた取り組みについて

　本市では、昨年10月の台風第19号により市中心部等
で甚大な浸水被害が発生したことは冒頭でもふれまし
たが、近年、気候変動の影響で気象状況が変化し、全
国各地で治水計画等を上回る降雨が発生し、河川氾濫
や土砂災害など大きな被害をもたらしております。
　そのようなことから、本市でも昨年の台風第19号の
被害を教訓として、豪雨災害対策を充実強化するため、
本年２月に「総合治水・雨水対策基本方針」を策定し
たところであり、河川・下水道整備等の治水対策であ
る「流す対策」を軸としながら、民有地や公共施設に
おける貯留浸透や田んぼダムによる保水・遊水など、
雨水の流出抑制・保水機能を高める「貯める対策」、被
害軽減につながる災害情報提供や避難誘導体制の充実
強化を図る「防ぐ・備える対策」の３つの柱に基づき、
行政と市民が協働して、水害に強いまちづくりを進め
るとしたところであります。
　本年度は、「基本方針」に位置付けた主要施策のうち
出水期までに即効性のある対策を先行的に実施すると
ともに、「基本方針」に定めた中長期目標を達成するた
めの具体的な取組内容等を取りまとめた「総合治水・
雨水対策推進計画」を策定してまいります。
　今後も引き続き、市民や事業者、国・県等の関係者
が連携して総合的な治水・雨水対策を推進することで、

「第６次総合計画」に掲げた「安全・安心の未来都市」
の実現に向けて取り組んでまいります。

５．上下水道の現状

　本市の上下水道は、平成27年に下水処理開始50年、
翌28年に水道給水開始100年を迎え、大きな時代の変
化や幾多の困難を乗り越え、途絶えることなく良質な
サービスを提供し続けております。
　上下水道局は、平成16年に水道局と下水道部を一元
化したことを機に、市民の皆様の高い信頼と期待に応
えるため、事業運営の羅針盤となる「上下水道局経営
理念」を定め、このなかで「組織の使命（ミッション）」
と各事業分野の方向性となる「将来像（ビジョン）」を

示し、それに基づく各種計画を策定し、事業を推進し
てまいりました。
　そのようななか、人口減少など事業を取り巻く環境
の変化を踏まえ、平成30年３月に「第２次上下水道基
本計画」を策定し、「水道水の安心給水の推進」「下水
の適正処理の推進」「危機管理の強化」などの６つの施
策体系を位置づけ、各種事業を展開しているところで
あり、なかでも、今後到来する施設の老朽化に対応し
た「施設の適正化」や、昨今の自然災害を踏まえた「危
機管理の強化」、アセットマネジメントによる「中長期
的な資産管理」など、将来にわたり安定的な事業運営
が可能となる取組に重点を置いて事業を展開している
ところであります。

６．今後の方向性と基盤強化に向けた取り組み

　本市の上下水道は、市民生活や社会活動を支える重
要な都市インフラとして、「建設・拡張の時代」から

「適正管理の時代」へ移行しており、これから迎える
100年間（第２世紀）は、人口減少社会の進展に伴い
都市構造や産業構造など、社会経済情勢が大きく変化
することが見込まれますが、先人が努力し築いてきた、
この素晴らしい資産を引き継ぎ、適正に維持、修繕、
更新し、次の世代に受け継いでいくことが私たちの使
命であります。
　今後、本市の都市構造は、ネットワーク型コンパク
トシティに向けて大きく変容することが見込まれ、上
下水道施設は集約型都市構造に向けたまちづくりの進
展や人口動向、都市活動の変化を的確に捉えつつ、都
市政策と連動して上下水道システムの再構築を進める
ことが重要であります。
　そのためには、何よりも持続可能な健全経営が不可
欠であり、来るべき施設の維持更新需要への対応や強
靭化に取り組むとともに、より効率的な経営を目指し、
窓口業務や施設の維持管理業務等の日常業務におい
て、日々、進化する情報通信技術を十分に活用した、
業務の更なる効率化や顧客サービスの向上、技術継承
や人材育成などの経営基盤強化に資する、さまざまな
取組を積極的に進めてまいります。
　100年先を見据え、本市の上下水道事業をどう維持
していくのかという視点に立ち、将来への責務をしっ
かりと自覚し、新たな技術や時代の潮流にも的確に対
応しながら、今後も「第６次宇都宮市総合計画」や「第
２次上下水道基本計画」に掲げた目標の実現に向けて、
各種施策・事業を推進してまいります。　

上下水道事業の取り組みについて
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の課題とは別に、対面が重視される業務への対応です。
特に水コン特有の、土木・建築、機械・電気と多くの職
種間や、発注者や関係機関との調整、さらに、社員のOJT
教育訓練は、対面でこそより効率性が発揮されます。ま
た、数多くの基礎資料や、基準書類、過去の実績資料等
の電子化はまだほど遠い段階にあります。多くの対外的
な関係者の非常時体制、テレワーク状況も一様では無く、
その調整への配慮も必要でした。
　とはいえ、これらが着実に効率よく行われるようなテ
レワーク環境整備を進め、これからの世代の技術者に向
けて魅力ある職場の創出に努力したいと思っています。
働き方改革は、当初は業務の効率化、残業時間の削減で
新たな時間の捻出が主目的な面もみられましたが、これ
からは安全・快適なライフスタイルに応じた働き方への
改革が求められています。

３．PPP業務と水コンサルタントの役割

　現在各方面で、PPP、PFI、DBO、コンセッション、包
括委託事業等の表現が眼につきます。水コン業界におい
ても、アドバイザー、モニタリング、民間事業者側の設
計業務等新たな業務機会が増えてきました。業務の中で
もデューデリ調査、VFM試算等「新たな用語」もでてき
ていますが、これらは従来業務の中で経験してきたもの
を発展させたもので、多くは、海外や国内他分野で先駆
的にPFI事業等に用いられた表現が水コン業界へ持ち込
まれたものです。
　PPPは、Public Private Partnershipの略で、官民連携
もしくは公民連携と訳されます。我々水コンの創業時は、
官が実施してきた作業の一部を受託することから始まり
ました。調査設計の専門的な作業に始まり、設計全体、
工事監理、計画業務の一部から全体計画、そして経営計
画、料金改定計画、維持管理計画等へと発展してきまし
た。このように水コンは、もともと官のパートナーとし
てスタートした歴史があります。
　それが昨今は、第三者委託、指定管理者制度、PFI法
による資金調達、運営権付与のコンセッション等新たな
官民連携の「制度」により責任区分、資産管理区分等が
位置づけられた事業となってきています。

１．はじめに

　2020年６月より副会長、倫理委員長に就任いたしまし
た㈱東京設計事務所の片石謹也です。
　水コン協は、2018年４月に公益法人となり、2019年か
らは10の主要行動を基本に第二期中期行動計画を策定し
ました。このような重要な時期に協会活動へ参画できる
ことを大変光栄に思っております。水コンサルタントの
社会的地位の向上、会員各社の一層の発展に尽力したい
と思っています。どうぞよろしくお願いいたします。以
下に最近の働き方改革と官民連携についての思いを綴っ
てみます。

２．コロナ禍と働き方改革

　大学の恩師が、『20世紀以降爆発的な増加をみた人類
は、今後は「環境」の時代を迎えるが、我々にとっては、
温暖化とエネルギー問題、種々の自然災害への対応そし
てウイルスとの闘いが大きな課題となる』と言っていた
ことを思い出しました。私たちは有史以来、地震や豪雨
などの自然災害に対しては、その規模に驚きつつも、都
度復旧し、さらに安全性を高めるべく工学的対応に取り
組んできました。
　また、ペスト、コレラ、結核など数えきれないほど多
くの感染症、伝染病にも対処し、時には世界観、人生観
にも影響を与え、社会の仕組みも変化させてきました。
このたびの2020年４月新型コロナウイルス感染症緊急事
態宣言以降、我々コンサルタントもテレワーク等でその
働き方が急速に変化しました。コンサルタントは「人が
資本」であり、社員の命を守るために感染症対応の重要
性を実感しています。
　そう遠くない将来には、テレワークが基本となり、事
務所環境整備、各種電子化、新たな情報連絡手段等、DX

（デジタル・トランスフォーメーション）が進められるだ
ろうと予測されます。そのスピードは今回のコロナ禍で
５～10年は短縮されたともいわれています。
　これまでもコンサルタントにおけるテレワークについ
ては様々に検討しておりました。しかし、いざとなると
数々の課題が明確になってきました。電子機器の性能上

（株式会社 東京設計事務所／代表取締役副社長）

副会長挨拶

公益社団法人 全国上下水道コンサルタント協会 副会長　片石謹也

働き方改革と官民連携
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　そして、DB、DBOのように設計、工事、運転管理等
複数の業務をまとめた新たな発注形態や、設備の維持管
理や事務作業、料金徴収業務等の複数のアウトソーシン
グをまとめて委託する形態等々、複数業務を「包括的」
にまとめた業務形態をPPPと位置付けています。さらに、
維持管理を主体とした業務に、設備修繕、改築更新工事、
計画面での各種業務やその上に人材育成、教育訓練まで
も付加される、まさに官民連携そのものというべき包括
的な事業形態もみられています。
　このように、PPPには多様な形態がありますが、我々
はここでもう一度原点に帰って、各言葉の定義とその目
的を明確にし、事業実施の種々の手法について、水コン
業界での適用性を十分検討する必要があると思います。
曖昧なままで、新たな用語を駆使して事業提案をするこ
とは、最終的には、社会の理解を得られないおそれがあ
ります。
　近年、PPP事業を採用する例が多く見られます。要因
のひとつは、政府の方針で、「PPP/PFI優先的検討」を
求め、事業を実施する際には、まずPPP事業を検討する、
ということになったからと考えます。さらに、導入可能
性調査でVFMの試算がなされますが、ほぼどの調査で
も相応のVFMは出るという結果となっているようです。
すでに上下水道界でも相当の事例が積み重なっています
が、各事業のVFMの検証も必要であるものと思ってい
ます。また、PPP関連の各種ガイドライン、マニュアル
はありますが、いずれも他分野の先駆的事業例が基礎に
なっており、上下水道事業の特殊性、地域性にそのまま
適用するには難があります。ガイドラインはあくまで基
礎で、その上で一工夫した検討と提案を盛り込むことが、
我々水コンの重要な役割です。
　また、現在のDB事業は、有効な手法となりえるもの
ですが、仕様発注に近い要求水準、発注予定事業費の精
度、事業実施段階での詳細仕様の要求等、事業費に関わ
る課題等が顕著となっています。さらに、事業が始まっ
てからの設計・施工段階において、民間事業者側のコン
サルタントが発注者と事業者との主たる調整役を担わさ
れることもあります。このようにDB事業は、まだ課題
山積と考えており、水コンはその解決に向けて努力する
必要があると考えています。
　水コン協では、上記のような「PPP」とは別に、新た
な官民協働の促進策に事業運営支援業務を提案していま
す。従来の調査、計画、設計、工事監理の個別形態とは
別に、事業体補完形態として、各種の業務管理や経営計

画等立案支援を行うものです。まずは、個別業務の発注
支援や履行確認等が想定されます。中小事業体等には特
に地域の実情に応じた支援が求められます。公益事業と
して、協会が取り組むことについての検討も必要と思っ
ています。
　さらに、今後のPPP業務の提案にあたっては、水コン
の資質も高める必要があります。PPP事業には、社会全
般にわたる見識が必要です。ガイドラインやマニュアル
のコピーではなく、他分野や類似事例等多くの事例を理
解し、そして、その地域、事業に見合う適切な課題解決
を提案できるようにならなければなりません。

４．おわりに

　内部的な「働き方改革」や、業務としての「PPP事業」
への取り組みは、新たな挑戦となるものです。それには、

「水コン」業界に留まらず、多くのステークホルダーとの
人事交流や情報交換等を積極的に進めることも重要で
す。水コン協もその行動を支援し、「水コン」の社会的地
位を高めていきたいと思います。
　

水コン協第二期中期行動計画　10の主要行動
１水システムを通して地域・都市を豊かに
２ 業務領域を拡大し変化する事業体の課題に適時的確に

対応
３災害等緊急時に前面で素早く対応
４官民連携への適切な支援
５デジタル化への先導的対応
６ 水コンサルタントの社会的地位・知名度確立と経営基

盤の確立、SDGｓ達成に向けての貢献
７働き方改革等による魅力ある職場の創出
８多様な業界関係との連携強化
９ 上下水道分野で技術面・技術開発面でもリーダーシッ

プを発揮
10国際展開への貢献　
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（２）令和元年東日本台風（台風19号）
　10月12日に伊豆半島に上陸した台風19号は、関東甲
信、東北地方を中心に広い範囲で記録的な大雨をもたら
しました。下水道の雨水計画で対象とする１時間降水量
については９地点で観測史上１位を更新するとともに、
18都市で計画規模を超える降雨が発生しました。
　内水氾濫による浸水被害は、東日本を中心に約３万戸
で発生するとともに、長野県、福島県を中心に下水処理
場16か所、ポンプ場28か所が浸水により機能停止しまし
た。なかでも被害の大きかった３処理場については、現
在でも簡易な生物処理により運転を行っています。
　また、樋門から河川水が逆流することによる浸水が発
生するなど、樋門等の操作に関する論点が明らかになり
ました。

（３）令和元年10月の低気圧の接近に伴う大雨
　台風19号への対応が続く最中、10月24日から26日に
かけて西日本から北日本の太平洋側沿岸に沿って進んだ
低気圧により再び大雨に見舞われました。特に千葉県や
福島県では200ミリを超える記録的な大雨となり、下水
処理場１か所、ポンプ場３か所が浸水により機能停止し
ました。

３．国土交通省の取り組み

（１）下水道BCP策定マニュアルの改訂
　下水道BCP策定マニュアルは、平成21年に地震編第１

１．はじめに

　まずは、新型コロナウイルスの影響が続く中、下水道
サービスの継続に尽力いただいているすべての下水道関
係者に改めて感謝申し上げます。
　いうまでもなく、公衆衛生の確保は下水道の最も重要
かつ基本的な役割の１つです。我々下水道関係者は、市
民の命を守るインフラに携わっているということを改め
て認識し、知恵を出しあって難しい局面を乗り越えてい
きましょう。
　さて近年では、気候変動等の影響により大雨が頻発化、
激甚化し、毎年のように大きな被害が発生しています。
国土交通省では、都市の浸水被害を防止・軽減するため、
雨水管渠やポンプ場の整備をはじめとした浸水対策を推
進してきましたが、最近の風水害の状況から、下水道施
設自体の浸水・停電への備え、出水時の施設管理方法等、
浸水対策の前提となる下水道側の課題が明らかになって
きました。
　そこで本稿では、昨年の風水害の状況について概括し
た上で、これらの課題に対する新たな取組について説明
したいと思います。

２．令和元年の風水害の状況

（１）令和元年房総半島台風（台風15号）
　９月９日に千葉市付近に上陸した台風15号は、千葉市
で最大瞬間風速57.5メートルを観測するなど、多くの地
点で観測史上１位の最大風速や最大瞬間風速を観測する
記録的な暴風となり、電柱の倒壊等による大規模停電が
発生しました。 
　特に千葉県内では下水処理場11か所、ポンプ場44か所
で停電が発生したため、非常用発電設備の稼動をはじめ
として、可搬式ポンプの設置、バキューム車による汚水
の運搬、電力会社による電源車の配備等を行い、下水道
機能を確保しました。一方で、長時間の運転により非常
用発電設備が故障するなど、新たな課題も明らかとなり
ました。

下水道の防災対策

～最近の風水害を踏まえて～

特集

国土交通省／水管理・国土保全局／
下水道部／下水道事業課／課長　　　松原　誠

写真－１　令和元年東日本台風における被災状況

千曲川流域下流処理区終末処理場

千曲川
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版が取りまとめられて以降、主要な地震災害のたびに改
訂が重ねられてきました。こうした中、平成30年に発生
した災害において、７月豪雨では施設浸水被害が、北海
道胆振東部地震では大規模停電が課題となり、地震だけ
でなく、施設浸水や停電への事前対応の重要性が改めて
明らかとなったところです。このため国土交通省では、
令和元年８月に下水道BCP策定マニュアル改訂検討委員
会を設置し、従前のマニュアルにこれらの視点を盛り込
むべく議論を進めてきました。
　とりまとめの過程で発生した令和元年の災害の教訓も
含め、改訂版のマニュアルを「地震・津波、水害編」と
して令和２年４月にとりまとめました。その主な改訂内
容は表－１の通りです。国土交通省では各下水道管理者
に対し、これらの点を踏まえて令和２年度中に施設浸水
対策及び停電対策を含む下水道BCPを作成するよう要請
しています。

（２）施設浸水対策
　国土交通省では、気候変動を踏まえた下水道による浸
水対策等について議論を深めることを目的として、令和
元年12月に気候変動を踏まえた都市浸水対策に関する検
討会（以下、都市浸水対策検討会という。）を設置しまし
た。その中で、下水道施設の浸水対策の推進について議
論がなされ、
　① 想定される最大規模の浸水深に対しハード・ソフト

による下水道施設の浸水対策について検討を行う。
　② ハード対策（耐水化）において目標とする浸水深（対

策浸水深）は、施設の供用期間等を踏まえ、中高頻
度の確率（1/30～1/80程度）で発生する河川氾濫等
を想定して設定することを基本とする。

　③ 対策浸水深より大きな浸水深に対しては、ソフト対
策（BCP）により下水道機能の迅速な回復を目指す。

　とされました。
　　これを受けて、下水道管理者に対し「下水道の施設

浸水対策の推進について」を通知し、すべての雨水ポン
プ場など被災時のリスクの高い下水道施設については、
対策浸水深や対策箇所の優先順位等を明らかにした耐水
化計画を令和３年度までに策定し、その内容に沿って順
次耐水化を進めるよう要請しています。

（３）樋門等の操作
　都市浸水対策検討会では、樋門等の操作性の向上につ
いても議論がなされ、
　① 遠隔操作化や多重化、自動化など樋門等の操作性の

向上のための施設整備を推進する。
　② 出水時における樋門等の操作ルールについては、水

位・流向等の情報も活用し、河川からの逆流を防止
することなどを基本とすべき。

とされました。
　これを受けて、下水道管理者に対し「出水時における
下水道施設の樋門等操作の基本的な考え方について」を
通知し、既に操作要領等を定めている施設については、
地域の実情等に応じ「基本的な考え方」を参考に操作要
領等の点検・見直しを行うこと、また操作要領等を定め
ていない施設については、これを作成することについて
要請しています。
　

図－１　耐水化の対象外力の設定

表－１　下水道BCP策定マニュアル 主な改訂・追加項目
改訂・追加項目 改訂・追加のポイント

○水害における被害想定
○浸水想定図等をもとに、水害時に機能停止の恐れのある施設を把握
・�土砂災害警戒区域等から管路施設についても被害の恐れがある区域を把握
・�補機類も含めて影響を確認（燃料備蓄施設、現場操作盤等）

〇注意報等の発表から水害発生までの対応

○注意報等の発表から水害発生までの対応について、優先実施業務に追加
・�雨水排水施設等の運転状況、停電に備えた下水道施設の燃料状況等の施設に関
する情報の確認

・�排水ポンプ車の要請準備、設備業者との連絡体制の確保

○大規模停電に対する事前対策

○災害時の燃料供給体制等の確保
・�施設の立地特性や停電時の影響の程度を踏まえ、発災後 72 時間の業務継続が可
能となるよう検討

・�燃料供給業者との協定締結、燃料供給要請と円滑な情報共有体制の確保

○必要なデータ、資機材の保管
○水害や停電に備えた各種データや資機材の保管を位置づけ
・�保管場所における想定浸水深の把握と保管場所・保管方法の見直し
・�管路台帳、施設台帳等の電子化、外部のデータ保管サービス等の活用
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設浸水対策を推進すること。
　③ 樋門等の操作ルールの策定を促進するための制度化

を検討するとともに、リスク発生時の影響を勘案し
た維持修繕基準の強化を検討すること。

　④ 浸水による広域災害に対応した相互支援や防災拠点
の整備等の仕組みについて検討すること。

と整理されています。
　国土交通省では、これらの提言内容を踏まえ、具体的
な制度化に向けて検討を進めていくこととしています。

４．おわりに

　令和２年度は、防災・減災、国土強靭化のための３か
年緊急対策の最終年度にあたり、臨時・特別の措置とし
て防災・安全交付金が増額計上されるとともに、新たな
個別補助金として「大規模雨水処理施設整備事業」を創
設するなど、予算面から浸水対策を強化しています。
　しかし、都市の浸水安全度を高めていくためには、こ
れらの予算を活用した雨水管渠、ポンプ場などのハード
施設の整備だけではなく、本稿でとりあげたような下水
道施設の防災対策を着実に進め、豪雨時においても下水
道機能を確保することが必要です。今年も既に「令和２
年７月豪雨」により、熊本県人吉市において下水処理場
１か所、ポンプ場６か所が、福岡県大牟田市においてポ
ンプ場１か所が、浸水により機能停止する被害が発生し
ています。
　国土交通省では、このような状況を踏まえ、関係の皆
様のご理解・ご協力をいただきながら、安全・安心な地
域づくりに向けて、下水道施設の耐水化をはじめとする
下水道の防災対策を着実かつ強力に推進してまいる所存
です。

（４）出水期前点検
　例年、出水期における下水道関係の災害防止のための
措置については、「出水期における都市浸水被害の軽減対
策等に関する下水道施設の管理について」を通知し、対
応の徹底を要請しています。
　令和２年度の通知については、前述の内容、すなわち
施設浸水対策や停電時における72時間の業務継続を含む
下水道BCPの見直し、樋門等の操作要領の点検・見直し
等について追記するとともに、内水ハザードマップの作
成・見直しの推進、災害時におけるTEC-FORCEの活用
についても新たに記述しています。
　また、樋門のゲートが老朽化により脱落した事例や非
常用発電設備が適切に動作しなかった事例があったこと
を踏まえ、雨水排除に係る施設の保守点検、修繕を適切
に実施するよう、改めて注意喚起しています。

（５）被災時の早急な機能確保
　河川氾濫等により施設が浸水被害を受けた場合は、速
やかに施設機能を復旧させ、下水道サービスの中断期間
を極力短くすることが求められます。このようなことか
ら令和２年度の下水道革新的技術実証事業（B-DASH）
の実規模実証の１つとして「災害時に応急復旧対応可能
な汚水処理技術の実用化に関する実証事業」を採択し、
災害時に必要とされる下水の処理機能を段階的な応急復
旧として確立させるため、設置・施工から水処理の立ち
上げ・運転方法、撤去方法までを実証することとしてい
ます。

（６）制度面での検討
　国土交通省では、「新下水道ビジョン」の実現に向けた
各施策の推進にあたり、法令等の制度に関する課題及び
対応策について検討し、同ビジョンの更なる加速を図る
ため、令和元年12月に下水道政策研究委員会制度小委員
会を設置し、検討を進めてきました。
　同委員会の検討事項の１つに「気候変動を踏まえた浸
水対策の強化」が含まれており、その制度化の方向性に
ついては、
　① 河川氾濫等に伴う浸水によって下水の排除及び処理

に支障が生じないよう、下水道施設の耐水化を促進
する制度化を検討すること。

　② 計画的かつ着実に耐水化を推進するため、施設、設
備の優先順位を踏まえた施設整備及びBCP見直しの
ロードマップを提示し、ハード、ソフト両面から施

図－２　災害時に移設可能な水処理技術のイメージ

可搬式タンクの例
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下水の溢水が発生して衛生や環境面で重大な問題となる
ため、速やかな対策が必要となる。下水処理場の被災後
の緊急措置として未処理下水の消毒放流を実施している
が、流入下水の性状や消毒方法によっては、消毒効果が
不十分となる可能性があり、下水性状等に応じた具体的
な対策手法は確立されていません。また、応急復旧時にお
ける沈殿や簡易な生物処理についても、下水性状等に応
じた効果的な対策手法を明らかにする必要があります。
　そこで、令和２年度は、下水性状の変化を再現可能な
変動槽等を備えた実験施設を整備し、緊急措置段階及び
応急復旧段階の下水の処理・消毒の対策手法を明らかに
する調査研究を実施する予定です。

３．都市浸水対策

　近年の降雨の局所化、激甚化等により、内水氾濫リス
クが増大していることを踏まえ、既存ストックの機能を
最大限に活用し、さらに、観測情報等を活用したきめ細
やかな対策を実施する手法の確立を目標として研究を行
っています。平成30年度までには、モデル地区を対象に、
雨水ポンプの効率的な運転のための水位観測地点の選定
手法について検討を行いました。令和元年度は、「効率的
な浸水対策のためのストック活用に関する調査」として、
水位観測地点設定の手順の一般化や雨水ポンプ運転以外
の目的に対する手法の検討を行う予定です。

１．はじめに

　梅雨時といえば梅雨前線が上空に居座り弱い雨が降り
続く、或いは降ってはいないのだけれども今にも降り出
しそうな雨雲に空が覆われ青空が全く見えない、という
天気が長く続き、強い雨が降り出すようになると夏が近
づいてきていてそろそろ梅雨明けが近いという風に思っ
ていましたが、最近では梅雨時でも本格的な大雨が降る
ことも当たり前になってきています。また、以前と比べ
ると下水道施設自体の被害も顕在化してきており、今年
も「令和２年７月豪雨」により、終末処理場も含めて多
くの被害が発生しています。下水道施設自身も、地震・
津波だけでなく内外水氾濫に対しても被害を防ぐことや
復旧を迅速化することなどが求められてきています。
　国土技術政策総合研究所下水道研究部では、防災・減
災に関わる調査・研究を進めてきておりますが、令和２
年度に行う概要を紹介いたします。

２．�浸水被害発生後の速やかな下水処理機能の応急
復旧手法に関する調査

　近年、豪雨による外水氾濫により想定外の大規模浸水
が発生し、下水処理場が水没して処理機能を喪失する事
象が起こっています。下水処理場への下水の受入ができ
なくなると市街地のマンホールや下水処理場内の未処理

豪雨災害と下水道技術

特集

国土交通省／国土技術政策総合研究所／下水道研究部／
下水道エネルギー・機能復旧研究官　　　　　　　　　

　横田敏宏

図－１　災害発生直後の段階的な復旧のための簡易処理のイメージ
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４．�下水道管路の防災・減災技術の開発に関する実
態調査など

　近年、施設能力を超える雨水の流入に伴う下水道管路、
ポンプ場の被害が顕在化しており、住民生活、水環境へ
の影響や交通障害などのリスク低減のため、大雨時の下
水道管路、ポンプ場の被災リスク低減及び管内調査機器
の開発・導入による復旧活動の迅速化が求められる。
　このため、被災施設の要因分析を行い、施設対策メニ
ューを検討するとともに、調査機器の要求性能を検討す
る。

５．最後に

　トリビア的になりますが、最初の設計指針は日本水道
協会から1959（昭和34）年12月に「下水道施設基準」と
して発行されたことはご存じでしょうか。日本下水道協
会は1964年に全国下水道促進会議と日本水道協会の下水
道部門を統合して設立されており、下水道協会設立以前
は設計指針の他、例えば「下水道統計」も水道協会から
発行されています。この「下水道施設基準」は全体では
100ページほどの図書ですが、雨水関係では計画雨水量
として降雨強度、流出係数、合理式方法、実験式方法の
記述が1.5ページ程あるのみです。先ほど設計指針が改定
され「下水道施設計画・設計指針と解説-2019年版-」（約
1500ページ！）として発行されましたが、雨水関係では
雨水管理計画として参考部分も含めて100ページほどの
ボリュームとなっており、内容も計画を上回る照査降雨
に対して減災目標を達成するための対策手法を検討する
ことや、下水道施設自身に対しても耐水化、防水化など
のリスク対策を検討することが求められるなど、質・量
とも充実してきています。
　技術基準関係ではその他、「下水道施設の耐震対策指針
と解説」や各種ガイドライン、手引きがありますが、国
土技術政策総合研究所下水道研究部では改訂委員会への
参加や課題に対する調査・研究を通じて技術基準などの
充実に貢献していく所存です。

写真－１　大雨による管路施設の被害状況（マンホール破損）
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昭和53年に、10年に一度程度の確率で降る雨（35mm/
h）への対応を目標とした「アクアレインボー計画」を
策定しました。
　この計画は、当初５年確率降雨を対象として整備した
地区において、排水能力の増強を目的とした雨水拡充管
や雨水ポンプ場などの整備を位置付けた計画で、これま
でに、雨水ポンプ場は計画に位置付けた全７箇所、雨水
拡充管については計画延長305kmのうち203kmの整備が
完了しています。整備効果の高い中大口径の幹線から整
備を進めていることから、面的な整備効果を示す都市浸
水対策達成率は約９割に達しています。その結果、昔の
ような大規模な浸水はなくなり、浸水に対する安全度は、
着実に高まっています。

４．近年の気象状況

　昨年10月に発生した「令和元年東日本台風」をはじめ、
今年７月に九州南部を中心に甚大な被害をもたらした

「令和２年７月豪雨」など、近年は全国各地で大雨による
被害が多発しています。
　北海道においても、平成28年８月には、統計史上初め
て３度の台風が上陸し、主に十勝地方において年間降水
量に匹敵する豪雨が発生したほか、札幌市でも、平成26
年９月11日に、南区で１時間最大雨量71mmとなる大雨
を記録し、北海道で初となる大雨特別警報が発表される
など、近年の気象状況は変わりつつあります。
　こういった状況を踏まえ、札幌市では、アクアレイン

１．はじめに

　札幌市は、南西部では手稲山や藻岩山などの山地が市
域の過半を形成しており、東南部では火山灰で形成され
た月寒台地や野幌丘陵が、北東部では古石狩湾が隆起し
てできた石狩低地帯が広がり、豊平川によって形成され
た扇状地を中心として市街地が発達している、北海道の
政治・経済の中心的都市になります。
　気象は、日本海型気候で夏季はさわやかで冬季は積雪
寒冷を特徴としており、鮮明な四季の移り変わりが見ら
れます。年間降雨量は、降雪も含めて約1,150mmであり、
８、９月でも１ヵ月の降雨量が130～150mmと、全国の
都市と比べて少ないのが特徴になります。
　札幌市の下水道事業は、市街地の雨水排除を目的に大
正15年に開始されました。その後、昭和47年の札幌冬季
オリンピック開催を契機として集中的に下水道の整備が
進められ、令和元年度末時点で管路延長は8,300km、処
理面積は約25,000ha、処理人口普及率も99.8％に達して
おり、全国屈指の高普及を達成しています。

２．過去の浸水被害

　全国的にみると降雨量が少ない札幌市ですが、過去に
は大きな浸水被害を経験しています。
　札幌市は昭和40年代以降、急激な都市化に伴い、アス
ファルトやコンクリート等で覆われた不浸透面積が著し
く増加した結果、都市型の浸水被害が多発するようにな
りました。
　特に、昭和56年８月には、台風の影響による二度の豪
雨（８月３日～４日：総降雨量293.5mm、８月21日～23
日：総降雨量229.0mm）により河川堤防が決壊し、橋の
流出、市内各所での床上・床下浸水、道路冠水による通
行止めなどの被害が発生しました。

３．札幌市の雨水対策の歴史

　札幌市では、当初、５年に一度程度の確率で降る雨を
排除することを目的に下水道整備を進めていましたが、
昭和40年代以降、浸水被害が多発したことを踏まえて、

札幌市下水道事業の取り組み

事例報告　気候変動を踏まえた上下水道事業

札幌市／下水道河川局／事業推進部／下水道計画課　柳川尚吾

図－１　アクアレインボー計画のイメージ
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ボー計画に基づく雨水拡充管の整備を着実に進めると共
に、地区の重点化や減災の観点も持ちながら、ハードと
ソフトの両面から積極的に浸水対策を進めることとして
います。
　以下に、札幌市における現在の取組みを紹介します。

５．ハード対策

（１）雨水拡充管の整備
　札幌市では、アクアレインボー計画に基づき、全市的
に10年確率降雨35㎜/hに対応できるよう雨水拡充管の
整備を進めています。
　しかし、雨水拡充管の整備には、多額の費用を要する
ことから、国の交付金事業を活用し、地下鉄駅周辺など
被害が重大化しやすい箇所を中心に、優先度を定めなが
ら計画的に整備を進めているところです。
　ここでは、現在整備を進めている平岸地区の雨水拡充
管整備事業についてご紹介いたします。
　平岸地区は、市の中心部から南東へ約４kmに位置し、
地下鉄平岸駅や国道453号などの主要幹線道路を有する
交通機能が集積した地区で、その利便性から地下鉄駅を
中心に商業施設が多く、災害時基幹病院も立地するなど、
高度な土地利用が進んでいます。
　その一方、当地区は10年確率降雨35mm/hに対する整
備が完了しておらず、平成26年に１時間最大44mmの大
雨が降った際には、道路が冠水するなどの被害が発生し
たほか、その後も度々、浸水被害が発生していました。
　このような状況から、当地区では、令和元年度より、
国の交付金事業である「下水道浸水被害軽減総合事業」
を活用して、管径300mm～1500mm、総延長3.2kmの雨
水拡充管整備に着手しています。
　令和元年度は0.4kmを整備し、２年目となる今年度は
0.8kmの整備を予定しています。総事業費は約34億円、
事業の完了は令和５年度の見込みです。
　今後も、国の交付金事業を活用しながら、雨水拡充管
の整備を着実に進めていきます。

（２）雨水が集まりやすい場所への対応
　10年確率降雨35mm/hへの対応を目標に、これまで雨
水拡充管や雨水ポンプ場の整備を着実に進めてきたこと
で、広範囲にわたる大きな浸水被害は激減しました。
　しかし、近年は全国的に大雨が増加傾向にあり、札幌
市でも局地的に下水道の整備水準を超える集中豪雨が
度々発生しています。このため、雨水拡充管などの整備
が完了した地区においても道路冠水などの浸水被害が発
生しており、特に、周辺に比べて土地が低い窪地のよう
な場所では、周辺に降った雨水が集まりやすく、また下
水道管から雨水が溢れやすいため、被害が大きくなって
います。
　そこで、平成25年度より、道路の維持管理部局などと
情報共有を図りながら、雨水が集まりやすく浸水被害が
度々発生している地区を把握し、河川事業や道路事業と
連携しながら、大雨時の浸水被害を少しでも軽減すると
いう観点で、個別的な対応も進めています。
　具体的には、被害箇所の近傍に大雨時でも能力に余裕
のある河川がある場合は、道路に溢れた雨水を河川へ排
水するためのバイパス管の整備を行い、また下水道管の
能力に余裕があるにも関わらず道路に雨水が溜まってし
まう場合は、下水道管へ速やかに雨水が流れるように道
路雨水桝を増設するなど、周囲の地形状況などに応じた
対策を実施しています。写真－１　平岸地区での被害状況

図－２　平岸地区の浸水対策事業概要
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　現在、このような雨水が集まりやすい場所を約50箇所
把握しており、これまでに約30ヵ所で対策を完了してい
ます。
　今後も、下水道管の水位観測などを行いながら、被害
の実情に応じた対策を検討し、残りの約20ヵ所について
も順次、被害の軽減に向けた対策を進めていきたいと考
えています。

６．ソフト対策

（１）協働による雨水流出抑制
　札幌市では、平成23年度に「札幌市雨水流出抑制に関
する指導要綱」を策定し、市民・企業・行政との協働に
よる雨水流出抑制の取組を進めています。
　要綱に基づくこの取組は、下水道への雨水流出を抑制
するために、雨水の流出量が多い敷地面積3,000m2 以上
の大規模な施設を新設・改築する事業者に対して、浸透
施設や貯留施設の設置をお願いするものです。
　令和元年度末までに340箇所もの施設にご協力をいた
だいたおかげで、水量にして約25,000m3の流出抑制策を
実施したことになり、浸水被害軽減に対して、一定の効
果を果たしていると考えています。

　今後も引き続き、雨水流出抑制を促進するために、浸
透施設などの設置に関する広報を進めていきます。

（２）内水ハザードマップの作成、公表
　札幌市では、「札幌市洪水ハザードマップ」を作成して
おり、想定し得る最大規模の降雨によって洪水が起きた
場合に想定される浸水区域や避難に関する情報を掲載し
ています。
　内水氾濫に関しては、この洪水ハザードマップにおい
て過去の浸水実績を掲載しておりますが、大雨時に地表
に溢れる雨水により想定される浸水規模や市民が取るべ
き行動など、市民に提供する情報をさらに充実させるた
め、現在、内水ハザードマップの作成を進めているとこ
ろです。
　今年度、市内全域の浸水規模を把握する浸水シミュレ
ーションを実施し、結果を取りまとめたうえで、令和３
年度に公表することを予定しています。

（３）災害に備えた訓練
　札幌市では、災害発生時における組織としての対応能
力の向上を図るため、年に１回、北海道開発局、陸上自
衛隊といった防災関係機関などと連携し、大雨などの災
害発生を想定した災害対応訓練を実施しています。
　また、下水道部局内においても、維持管理を行う関係
課や下水道に係る民間団体を含めて、具体的な災害対応
のイメージを持つことなどを目的とした訓練も行ってお
ります。

写真－３　下水道部局内の災害対応訓練状況

７．おわりに

　近年、全国各地で大雨による被害が多発しており、札
幌市でもいつ大規模な被害が発生するかわからない状況
です。引き続き、スピード感をもって、これらの取組を
進め、下水道河川局一丸となり、災害に強いまちづくり
にしっかりと貢献していきます。

写真－２　窪地での被害状況

図－３　窪地対策イメージ
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２．登米市の状況（水道事業）

（１）水道事業の沿革と概要
　登米市水道事業は平成17年４月１日、登米地方の９町
の合併に伴い創設されました。
　合併以前の水道事業は、迫町、登米町、中田町、豊里
町、米山町、南方町、津山町による一部事務組合「登米
地方広域水道企業団」による広域水道事業と東和町水道
事業、石越町水道事業、そして津山町横山簡易水道事業
がありました。合併にあたっては水道事業を統合し「登
米市水道事業」とし、平成19年４月には横山簡易水道を
統合し１市１水道を実現しました。
　さらに、平成27年３月末に２つの小規模水道を譲り受
けて、水道事業に統合しました。
　登米地方広域水道企業団は昭和49年５月に用水供給事
業として設立され、昭和54年９月に受水団体である登米
水道企業団（迫町、登米町）と中田町、豊里町、米山町、
南方町、津山町の水道事業と垂直・水平統合し、水道事
業を行うことになりました。東和町水道事業は昭和54年
に米川簡易水道事業、米谷簡易水道事業を統合創設し、
その後楼台簡易水道を平成15年に統合しました。石越町
水道事業は平成３年に芦倉簡易水道、小谷地簡易水道、
渋川簡易水道を統合創設しました。津山町横山簡易水道
事業は平成16年に横山地域の団体営の簡易水道事業や小
規模水道事業を統合しました。

（２）浄水場と処理方式
　市内には、大小合わせて９つの浄水場があります。
　水源の種類は表流水、伏流水、地下水と多岐にわたり、
浄水処理方法も薬品沈殿＋急速ろ過方式が３施設、緩速
ろ過方式が１施設、膜ろ過方式が３施設、紫外線処理＋
消毒のみ方式が２施設と多様な処理方式の浄水場となっ
ています。
　また、登米市の抱えている浄水場のうち、全給水量の
約85％を担っているのが、計画一日最大給水量30,700㎥
／日の保

ほ

呂
ろ

羽
わ

浄水場で、登米地方広域水道企業団の用水
供給事業創設時に建設され、他の浄水場が建設後20年以
内であるのに対して、既に42年が経過している状況です。

１．はじめに

　登米市は、宮城県の北東部に位置し、北部は岩手県、
西部は栗原市及び大崎市、南部は石巻市及び涌谷町、東
部は気仙沼市及び南三陸町に接し、総面積は536.12㎢で、
県全体の7.36％を占める県内５位の規模となります。圏
域の中心にある迫町と周辺主要都市までの直線距離は、
仙台市まで70㎞、大崎市まで25㎞、石巻市まで30㎞、一
関市まで30㎞となっています。
　地勢は、西部が丘陵地帯、東北部が山間地帯で、その
間は広大で平坦肥沃な登米耕土を形成し、県内有数の穀
倉地帯となっており、宮城米「ひとめぼれ」などの主産
地として有名な地域です。
　河川は、迫川、夏川が圏域のほぼ中央を北西から南東
に貫流し、圏域東側を北から南に流れる北上川と旧北上
川を介して合流しており、農業用水や上水道の水源にな
っています。また、圏域北西部には白鳥、ガンなどが飛
来するラムサール条約湿地の伊豆沼・内沼、長沼、さら
に南部には平筒沼があり、水の里としての様相を呈して
います。
　気候は、内陸性気候で、おおむね冬季の降雪量が少な
く、降雪期間も比較的短いことから、寒冷な東北地方に
おいては、比較的温暖な環境にあります。

登
と

米
め

市における水道事業の取り組み

事例報告　気候変動を踏まえた上下水道事業

宮城県／登米市／上下水道部／次長　千葉智浩

図－１　登米市の位置
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３．施設更新計画と施設の再構築・再配置

（１）施設更新計画策定の目的
　登米市では、近年の人口減少と節水型社会を背景とし
た水需要の低迷による給水収益の減少や、老朽施設の更
新など水道事業を取り巻く社会情勢がますます厳しさを
増してきていること、東日本大震災を経験して、抜本的
な危機管理対策を講じなければならないことから、未来
に向けた「登米市地域水道ビジョン」を平成26年10月に
改定しました。さらに、今後の水道施設は、ダウンサイ
ジング（人口や給水量の減少）の中で効率的な再構築・
再配置が必要となることから、現状の把握と水道施設更
新に係る必要事項を検討することを目的として、平成27
年に「登米市水道事業施設更新計画策定委員会」を設置
しました。
　委員会での調査・検討は、需要予測や保呂羽浄水場の
更新計画を含めた５つの項目についての市長からの諮問
を受けて行われました。

（２）需要予測の検討
　人口推計については、平成27年度の国勢調査結果をも
とに「コーホート要因法」により算出しました。
　その結果、今後も人口減少が進み、給水人口は令和９
年度では69,230人（平成27年度対比15.3％減）、令和19
年度では59,181人（同27.6％減）との、予測となりまし
た。
　水量推計については、過去10年間の用途別有収水量を

基にトレンド分析により算出した結果、一日平均給水量
は令和９年度では22,369㎥/日（平成27年度対比14.0％
減）、令和19年度では20,231㎥/日（同22.2％減）となり、
水量についても人口減少の影響により減少傾向が続くと
予測されました。

（３）保呂羽浄水場再構築の検討
　市内９カ所の浄水場のうち、市内への給水量の85％以
上を占める基幹となる保呂羽浄水場については、昭和52
年の供用開始から42年が経過し、更新の検討をする時期
にきていました。
　また、建設当時は浄水濁度２度を基準として設計され
たろ過システムも、現在ではクリプトスポリジウム等の
対策のため、ろ過濁度を0.1度以下に保つ必要があること
から、設計当時には考慮していなかった高い浄水能力が
求められ、厳しい対応を迫られています。
　さらに、北上川の原水水質については、保呂羽浄水場
の供用開始からの約30年間は、大きく変動することはな
かったものの、近年はゲリラ豪雨に伴う急激な濁度上昇
やｐＨの上昇、更にかび臭などの水質異常が頻発するよ
うになったことから、浄水場従事者の知識や経験による
浄水処理と、現在の保呂羽浄水場の浄水システムだけで
は、対応することが困難になってきました。
　このことから、今後の原水水質の変動に対応するため
には、浄水場従事者の経験や工夫だけでは限界にきてお
り、浄水システムそのものの変更が必要であることから
施設更新計画策定委員会において、水質や今後の水処理
等の検討を行った結果「膜ろ過」を現在の浄水システム
に追加して変更することについての答申を受けました。
　保呂羽浄水場の施設規模は高度経済成長時の需要見込
みで建設されましたが、その後は計画ほどの需要の伸び
はなく、施設能力の拡張は必要ありませんでした。
　今後の需要予測により、現在の保呂羽浄水場の施設能
力で将来の市内全域の給水量を賄える結果となっていま
す。
　しかし、保呂羽浄水場が基幹の浄水場であることに加
え、連絡管により他の５浄水場への水の融通を行える能

図－２　登米市の浄水場

表－１　需要予測の推計結果
項　　目 実績値 推計値

年　　度
2015 2027 2037
H27 R09 R19

行政区域内人口（人） 82,487 69,462 59,394
給水区域内人口（人） 82,200 69,230 59,181
現在給水人口（人） 81,719 69,230 59,181
給水普及率（％） 99.4 100 100
一日平均給水量（ｍ３/ 日） 25,985 22,369 20,231
一日最大給水量（ｍ３/ 日） 30,150 28,279 25,576
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式導入可能性調査については、平成30年度からの２年間
で行いました。
　基本設計においては、膜ろ過を採用するものの、有機・
無機の材質や浸漬・ケーシングの設置形態については、
一長一短があることなどから、両方の設置形態での設計
及び総事業費の算定を行いました。
　また、詳細設計を始めてから約８年間の事業スケジュ
ールも取りまとめました。
　さらに、官民連携方式の導入可能性調査については、
様々な方式について検討を行いました。官民連携導入可
能性の簡易判定、ＶＦＭの試算と民間事業者の参入可能
性調査による総合評価により、最も評価点の高い官民連
携方式により事業を進めていく予定です。
　今後は、保呂羽浄水場再構築事業に係る財源確保を図
りながら、事業者選定に向けた業務を進めていくことと
しています。

４．おわりに

　令和２年７月豪雨により被害を受けられた皆様方に、
心からお見舞い申し上げます。
　また、令和元年東日本台風では、本市でも浄水場をは
じめとして管路等の水道施設が被害を受け、現在、災害
復旧事業を進めているところです。
　近年は、台風や豪雨をはじめとした災害が、日本全国
で、いつ、どこで起きても不思議ではない状況にありま
す。
　しかし、社会生活に欠かすことのできない、このライ
フラインが豪雨や地震などの災害時にも安定して水道水
を供給できるよう、浄水場での浄水処理をはじめ、管路
等についても災害に強いシステム作りが求められていま
す。
　登米市においても、人口減少などによる経営の課題も
山積していますが、強靭な水道施設の構築への取り組み
を加速させていきたいと考えています。

力を有していることから、小規模な浄水場の今後の統廃
合も考慮すると、現在の施設能力を維持することが望ま
しいと考えています。

（４）保呂羽浄水場以外の施設の統廃合計画
　既存施設を現状のまま維持することは、資産を抱え、
管理コストにも影響することから、浄水場ごとの施設能
力や浄水コスト等も考慮して、統廃合の検討を行いまし
た。
　その結果、需要予測による市内全域で必要となる給水
量は、保呂羽浄水場のみで給水可能となりますが、東日
本大震災の教訓による地域的な給水量の確保や浄水事故
に係るリスク分散に対応するため、一部の施設について
は更新を進めながら、統廃合を進めていくことが必要で
あると考えています。
　保呂羽浄水場の再構築事業については、浄水作業を行
いながら建築物も併せて更新することから、事業期間を
10年間程度と考えています。リスク管理の上からも、基
幹となる保呂羽浄水場の再構築事業の完了後に、速やか
に、他の施設の統廃合を行うことが望ましいことから、
各施設の具体的な統廃合計画については、今後、策定す
ることとしています。

（５）保呂羽浄水場再構築事業のスケジュール
　保呂羽浄水場再構築事業の基本設計業務と官民連携方

写真－１　保呂羽浄水場

表－２　これまでに発生した水質異常
年 月 発生事象 原因 対　応
2012 10 原水濁度 1,600 度 豪雨 取水停止 4.5h
2013 ８ 原水濁度 1,545 度 豪雨 取水停止 6.0h

2014

１ ｐＨ 8.0 不明 炭酸ガス注入

７
かび臭 不明 活性炭処理
ｐＨ 8.0 不明 炭酸ガス注入

９ かび臭 上流ダム 活性炭処理

図－３　変更する浄水処理フロー
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　横浜では昨年、既往最大降雨76mmを更新する、１時
間100mmという、これまで経験したことがない降雨を記
録した。
　この豪雨は、高台の住宅地でも道路冠水が発生するな
ど、現在の整備水準では、とても対応できない気象現象
であった。
　下水道管路内への急激な雨水の流入により、多くのマ
ンホール蓋や舗装が損傷した。また台風による高潮が発
生し海水による、下水処理場の浸水被害も発生した。

２．現在の雨水整備

　本市の雨水整備は、都市計画審議会答申に基づき、５
年確率降雨50mmを基本とし、地盤の低いポンプ排水区
域については10年確率60mmに対応した整備を進めてい
る。
　人口やインフラ資産が集中し都市化が進んだ大部分の
地域は、地盤の低い地域であり、雨水整備を進めるには、
幹線・ポンプ場と、巨大な施設が必要となる。
　以前は、浸水リスクがあっても被害が発生してない地
区での下水道整備には、市民の理解が得られないことも
あったため、一時的に整備スピードが遅れた時期もあっ
たが、現在は気候変動による豪雨災害が国内で多く発生
しているため、浸水対策について理解は進み、抜本的対
策としての幹線整備を進めている。これまで汚水・雨水
あわせてではあるが、資産額で３兆円を超える膨大な投
資を行っており、整備途上である。
　整備指標は実際に浸水被害を受けた地区のうち重点整
備が完了した地区数としており、現在の進捗はポンプ排
水区域90％、自然排水区83％となっている。ただ、近年
は局地的豪雨が多発し、整備を進めても、分母が増加す
るため達成できない状況にある。

３．鶴見川流域の浸水対策

　本市では、市域全域を対象に下水道認可区域とし、雨
水幹線計画を策定している。
　代表的な浸水対策として、鶴見川流域の大部分のポン

１．はじめに

　横浜市の本格的な下水道事業は、毎年のように発生す
る鶴見川流域での浸水対策が大きな課題で、1950年に鶴
見区潮田地区の下水道管整備とポンプ場の設置から始ま
った。その後公衆衛生確保・水洗化普及を第一に整備を
進め、1962年に中部下水処理場で水処理を開始してから
昨年度ようやく水洗化普及率100パーセント概成にこぎ
つけた。工事着手から60年以上かかった。その一方で浸
水対策事業は着手以来留まることなく進めている。
　大規模な浸水被害が全国的に毎年発生している。記憶
に新しいところでは鬼怒川豪雨、九州北部豪雨、西日本
豪雨、そして昨年の台風19号、今年の球磨川氾濫をはじ
めとした令和２年７月豪雨など、毎年発生している。

横浜市における下水道事業の

取り組みについて　　　

事例報告　気候変動を踏まえた上下水道事業のあり方

横浜市／環境創造局／下水道計画調整部／部長　竹内徹也　

写真―２　高潮による海水流入

写真－１　マンホール蓋の損傷



18

プ場をネットワークする新羽末広幹線と小机千若雨水幹
線を整備してきた。
　鶴見川は、高度経済成長期に流域の大部分を宅地開発
したため、毎年のように水害が発生する典型的な都市河
川となった。国、自治体（河川管理者、下水道管理者）
が一体となって、総合的な治水対策を全国に先駆けて行 
い特定都市河川指定第一号である。
　毎年のように発生する浸水被害の解決が急がれてい
た。
　本市では鶴見川流域にポンプ場を17か所（水再生セン
ター併設を含）設置しているが、下水道の整備は放流先
河川の能力に大きく制限されており、ポンプ排水能力は
すべて50mm対応である。本市の10年確率降雨である
60mm対応とするには、超過降雨を貯留するか直接海に
放流するしかなかった。そこで、鶴見川下流域と中流域
のポンプ場をつなぐ新羽末広雨水幹線と小机千若雨水幹
線を計画した。新羽末広幹線は流域に降った雨の42万m3

を貯留、最大径8.5m、延長20km。
　もう一方、小机千若雨水幹線は、貯留量25万m3、最大
径8.5m、延長20kmで放流先は東京湾で、平成23年に完
成し大幅に浸水被害を軽減させた。

４．横浜駅周辺の浸水対策

　横浜駅周辺は本市最大の商業地区で地下街が発達し高
度に地下空間が利用されており、既に60mm整備は完了
しているが、ひとたび浸水が発生すると甚大な被害が予
測される。平成16年10月の台風22号では、市内で74mm
の雨を経験しており、それとほぼ同等の30年確率降雨に
対応するため、新たな雨水幹線およびポンプ場の整備を
進めている。事業内容は、雨水幹線（φ3,750mm、約
4.8km）、雨水ポンプ場排水能力：約6.0m3/sで今年度幹
線着手の予定である。

図－１　新羽末広幹線

図－２　横浜駅周辺浸水対策
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定中である。

７．おわりに

　ICTの活用とグリーンインフラの取り組みについて記
述する。
　浸水対策の新たな取り組みとして、水防法改正を受け、
横浜駅周辺でICTを活用した地下街管理者等への水位情
報の提供に向け、現在測定・検証を進めている。　
　横浜市環境創造局は、下水道部門と公園部門が同一の
局で、双方の連携を行った浸水対策事業としてグリーン
インフラの活用を進めている。事例として、公園の再整
備の際テラス空間等の舗装下部に雨水貯留機能を持つ砕
石層を設置し、植栽への水の供給ができる仕組みの導入
や、農地の傾斜改善工事による流出抑制などのモデル施
工を行い、浸透効果の検証を進める。
　まだ、色々な施策があるが、気候変動に合わせた浸水
対策は雨水の排除だけでは、もはや対応が難しい。今後
は、街づくりの視点をもって、多くの施策と連携するな
ど、多面的に進めていく必要がある。

５．下水道法改正に伴う取組

　下水道法改正に伴う取り組みとして、横浜駅周辺では
地下街を含む中心部を公民連携で浸水対策を推進する区
域に指定し、市による浸水対策と併せて、民間事業者に
よる雨水貯留施設等の整備により、50年確率降雨（１時
間当たり約82㎜の降雨）への対応を目指している。

６．郊外区における浸水対策

　気候変動により1000年に一回レベルの雨が、国内のど
こかで発生しており、方策を考えるべき時が来たと実感
している。
　本市の整備水準は地盤の低いポンプ排水区域について
は時間降雨量60mmとお話ししたが、ポンプ排水区でも、
郊外区の河川沿いの地下街がある駅周辺では、まだ
50mm整備地区のままであり、このような地区について
は、早急に60mm相当に引き上げるだけでなく、地下街
部分については横浜駅周辺同様に、整備水準を30年確率
降雨対応にレベルアップすることとし、現在、計画を策

図－３　下水道法改正に伴う取り組み

図－４　ICTを活用した下水水位情報の提供
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により出来た複合段丘が、高低差のある起伏にとんだ地
形となり、美しい自然景観を形成しています。
　本市の水道事業は、旧市地区を事業区域とする飯田市
上水道事業と平成17年度の合併地区である上村・南信濃
村を事業区域とする遠山簡易水道で構成され、市全体で
26水系になります。
　飯田市上水道事業は、昭和３年に旧市街地（図の青色）
から給水を開始し、以降20箇所を超える周辺の簡易水道
を徐々に統合し、平成22年度に現在の給水エリアになり
ました。上水道事業の給水区域は、７箇所の浄水場系に
区分され、その中で、妙琴系の市内最大の妙琴浄水場（浄
水能力27,000m3/日）が、市内の配水量の概ね６割を占
めています。
　遠山簡易水道は、合併を機に、旧上村・南信濃村内に
点在した公営の簡易水道、飲料水供給施設、簡易水道施
設等合計23施設の統合により、平成19年度に発足しまし
た。複雑に起伏するV字谷地形の中に、浄水量（５～
540m3）の小規模な13箇所の浄水場系と６箇所の井戸水
系が点在しています。　

１．はじめに

　近年の気候変動は、世界規模で自然環境及び人間活動
に影響を与えてきています。飯田市でも、昨今顕在化し
てきた極端な気温上昇や、局所的な強い降雨の増加によ
り、水供給の重要なインフラ事業である水道事業を停止
させるリスクが高まっています。
　持続可能な水道事業であるために、水道事業者は、気
候変動がもたらす水道事業への影響である、渇水による
水源水量の減少、集中豪雨に伴う急激な濁度上昇による
取水停止、水源であるダム湖などの水温上昇による富栄
養化等、様々な課題について適切に対応していく必要が
あります。　

図－１　年間猛暑日（35℃以上）発生日数　飯田市

図－２　 アメダス20㎜/hを超える年間発生回数　飯田市（南
信濃）

２．飯田市の状況（飯田市水道事業）

（１）事業の概要
　飯田市は、日本のほぼ中央に位置し、人口は約10万人、
面積は658.66km2を有する、古くから東西文化の交流結
節点として栄えてきた長野県南部伊那谷における中核都
市です。
　市の東には赤石山脈、西には木曽山脈がそびえ、山脈
の隆起による断層と天竜川やその支流による浸食の働き

～長野県飯田市の

上水道事業事例報告～

事例報告　気候変動を踏まえた上下水道事業のあり方

長野県・飯田市／上下水道局／水道課／課長　佐々木　力

飯田市上水道事業 

遠山簡易水道事業 

飯田市 

長野県 

妙琴浄水場全景 

図－３　飯田市の水道事業
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（２）多様な水源水質
　市民の皆様へ安全なおいしい水道水を供給するため、
浄水場系と井戸水系を合わせた市内26水系では、表流水、
伏流水、湧水、地下水といった水源特性に応じた、濁度
成分の除去、急速ろ過、緩速ろ過、膜ろ過といった、様々
な凝集沈殿、ろ過方式による浄水を行っています。それ
ぞれの水源では、降水、流況、地質構造（中央構造線の
内帯、外帯）、地層への接触時間が異なることから水道原
水の水質に大きな差があります。
　水質を表す図としては、通常、ヘキサダイアグラムが
用いられますが、飯田市の水道水質をいくつか抜粋した
ものが以下の図になります。飯田市は、水系によって水
道水の水質が大きく異なることを示しています。また、
原水と給水とのヘキサダイアグラムに変化がないことか
ら、どのようなろ過方式であっても原水と給水の水質に
差異がないこと、すなわち、水道水は、原水の水質をそ
のまま引き継いでいることがわかります。

（３）ダム湖等の水源への具体的影響
　市内最大の妙琴浄水場は、取水口から1.3ｋｍ上流にあ
る松川ダムを原水としています。松川ダムでは、長野県
により、毎月、湖心（ダム堤体から150ｍ）において、水
質に関する調査（気温、風向、濁度、DO、pH、BOD、
COD、SS、大腸菌群数、全窒素、全リン、クロロフィル
a等）を実施しています。
　現在、ダム湖の富栄養化の指標となるクロロフィルa
濃度の相対的な上昇は見られないものの、pH の上昇、
DOの低下、CODの上昇といった原水水質傾向が確認さ
れます。　

図－４　水道水のヘキサダイアグラム　(2015年度測定結果）
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図－５－１　松川ダム（クロロフィルa  全窒素）

図－５－３　松川ダム（BOD　COD）

図－５－２　松川ダム（DO  PH）
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（３）ダム湖水源の浄水場異臭味対策
　ダム湖等を水源とする浄水場では、大雨の時のダム放
流時に2-MIB、ジェオスミン等の異臭味が発生する可能
性があります。妙琴浄水場でも、ダム放流時に水道水の
臭いの発生について市民の皆様から問い合わせをいただ
くことがありました。そこで、平成30年度に、粉末活性
炭注入実験装置を設置し、ダム放流の高濁度発生時の異
臭味発生に備えた対応をしています。

図－８　粉末活性炭注入実験装置

４．おわりに

　人口減少により使用水量が今後ますます減少し、水道
事業の経営がさらに厳しくなってきている昨今にあっ
て、気候変動による水道事業へのリスクが増大し、今ま
で通りの水道水を維持するために、未然防止を含めた新
たな投資が必要となってきています。
　飯田市では、市民の皆様が「水道を快適に利用されて
いるか」、毎年調査をさせていただいておりますが、令和
元年度では90.5％の方が快適に利用しているとのご回答
をいただきました。（H30年度　87.3％、H29年度88.5％）
また、具体的に、「水道水がおいしい。」「他県で生活した
らわかります。」等のご意見をいただきました。
　今後とも、飯田市上下水道局は、いつまでも、市民の
皆様が誇りを持てる水道水でいられるように、水道ビジ
ョンに定める基本目標「安全でおいしい水道水を安定し
て供給する」を、最小限の経費で実現できるよう取り組
んで参ります。

３．飯田市における気候変動に対する対策

（１）気候変動に強い施設への見直し
　気候変動により局所的な強い雨が増加する状況の中
で、表流水を水源とし降雨等による高濁度の対応を有す
る小規模の水系については、降雨時でも安定した水質が
確保できる深井戸水源への切替え、膜ろ過施設の導入を
進めてきました。

図－６　浄水方式の見直し

（２）遠方監視制御装置の導入
　飯田市上水道事業については平成14年度から、遠山簡
易水道事業については平成24年度から、浄配水施設に監
視システムの整備を行い、浄水濁度、配水池水位、配水
量、ポンプ運転状況等の情報について、中央監視室（妙
琴浄水場）及び水道課庁舎内で、監視制御を行っていま
す。委託業者による中央監視室での市内を一括した24時
間の監視制御と、水道課庁舎内での職員による監視とを
併用し、施設異常時の早期対応に努めています。
　2016（平成28）年度に着手した妙琴浄水場更新整備事
業のひとつとして、昨年度から、より災害時の不具合リ
スクを軽減した、遠方監視制御装置の更新を進めていま
す。このシステムは、オンプレミス方式（監視室内にデ
ーターサーバーを置く）とクラウド方式を併用したハイ
ブリット型で、データをオンプレミス側とクラウド側の
両方で取り扱うため、どちらかのシステムが異常により
利用できない場合でも、片方のシステムで監視の継続が
出来るシステムとなっています。

図－７　　更新中の遠方監視制御装置
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２．池田市の下水道事業

　本市の下水道事業は昭和28年度に密集市街地の浸水対
策から始まり、昭和37年度には都市環境の改善を目的と
した「下水道整備計画」を策定し、汚水整備に着手しま
した。その後も整備を進め、普及率は昭和52年度末には
90％を超え、平成26年度末に100％になりました。また、
昭和51年度に細河地区が大阪府下で初めて特定環境保全
公共下水道認可を取得しました。
　終末処理場である池田市下水処理場は、昭和43年度に
処理能力14,000m3/日の供用を開始し、昭和47年度に当
初全体計画の35,000m3/日の施設が完成しました。その
後、昭和51年度に、都市の急速な発展による生活水準の
向上に伴う流入量の増加により、計画処理能力を
78,000m3/日に変更、平成９年度末には63,600m3/日の施
設が完成しました。また、平成12年度に大阪湾流域別下
水道整備総合計画が策定されたことを受け、これに整合
した水質基準を達成するため平成16年度に下水道事業計
画の変更を行い、平成24年度末に74,400m3/日の施設が
完成、高度処理化率は53％となっています。
　平成21年４月より、健全経営と事業運営の効率化をめ
ざし、地方公営企業法の全部を適用するとともに、水道
事業部局と組織統合を行い上下水道部が創設されまし
た。平成23年度には池田市上下水道ビジョンを策定し、

「A・Q・U・A Rise －美しい水を未来へ－」を基本理念
として、水循環全体を見据えた事業を推進しています。

１．はじめに

　池田市は、大阪府の北西部に位置し、人口約10万人、
面積22.14km2の都市で、五月山の緑と猪名川の清流をは
じめとした自然豊かな、歴史・伝統・文化の香りが漂う
まちです（図－１）。加えて交通網が整備され利便性がよ
く住みやすいまちです。また、二人の織り姫が織物や染
色の技術を伝えたという「織り姫伝説」や20世紀最大の
発明の一つと称される世界初のインスタントラーメン

「チキンラーメン」が生まれ、日本で最初に「建売分譲」
「長期割賦」方式による住宅販売が行われた、衣・食・住
における「事始めのまち」でもあります。
　令和元年10月に、下水道広報プラットホーム共催・猪
名川流域下水道関連自治体ご協力のもと、「第９回マンホ
ールサミットin池田」を開催し、約4,500人という大勢の
方々が来場され、マンホールに関する様々な催しを楽し
んでいただきました。また、昨今ブームにもなっている
マンホールカードを５種類発行しております（写真－
１）。本市は、「カップヌードルミュージアム 大阪池田」、
梅の花や花菖蒲が楽しめる「水月公園」、大阪府指定無形
民俗文化財「がんがら火※」、夏の夜空を彩る「猪名川花
火大会※」など見どころ満載のまちです。お越しいただ
いた際は、マンホールカード片手に観光を楽しんでいた
だければ幸いです（※令和２年度は新型コロナウイルス
感染症の関係で中止）。

池田市における下水道事業の

取り組みについて

事例報告　気候変動を踏まえた上下水道事業のあり方

大阪府／池田市／上下水道部／経営企画課／主任技師　上枝　聡

図－１　池田市位置図

写真－１　池田市のマンホールカード
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３．災害が頻発する中での下水道の役割

　下水道普及率が全国的に向上している中で、使用者に
とって下水道は「あって当たり前」の存在になっていま
す。しかし、近年気候変動等の影響による災害が頻発し
ている中で、「浸水防除」の役割も果たす下水道の価値が
改めて見直されていると考えています。
　本市では、過去より頻繁に豪雨に見舞われ、その都度、
浸水被害が起きた経緯があります。過去最大の豪雨は平
成６年９月６日で時間最大雨量130ミリ、家屋のみなら
ず大阪国際空港も冠水し、大きな被害を受けました。そ
の後事業計画を見直し、浸水対策の整備を重点的に進め
てきましたが、平成26年度に時間最大雨量89ミリ、115
ミリと２度の豪雨に見舞われ、再び多くの家屋で浸水被
害が起こりました（写真－２）。
　本市では、安心して下水道を使用していただけるよう
事業を進めていますが、「あって当たり前である公衆衛生
の確保」のみならず、「浸水防除」という役割を担った下
水道の価値を今後いかに持続・発展させていくかが大き
な課題です。

写真－２　平成26年度の豪雨の様子

４．自然災害に備えて

（１）浸水対策
　平成26年度の浸水被害を受けて、平成27年度に浸水シ
ミュレーションを実施し、床上浸水及び緊急輸送路の冠
水の解消を目的に「浸水被害軽減総合計画」を策定、平
成30年度より整備を進めています。浸水の主な要因は、
既存雨水渠からの溢水などであることから、バイパス管
や貯留施設の構築を行っています。二本の雨水開渠が合
流する地点において取水施設を構築し、下流雨水開渠下
にバイパス管の埋設を行い、下流側の既存貯水池の貯留
量を増やしています。これにより浸水常襲地区での床上
浸水が解消されるとともに、緊急輸送路の確保が可能と
なります。また、当初は「下水道浸水被害軽減総合計画」
の制度において事業を展開しておりましたが、令和元年
度に新たに「下水道床上浸水対策事業」が創設され、要

件も合致していたこと、また個別補助制度を活用するこ
とで、施策の重要性、緊急性をPRでき、浸水に対する
安全性を早急に高められることから、計画を移行し整備
に着手しているところです（写真－３）。　

（２）地震対策
　耐震事業は、平成26年度に国の支援事業を活用し「池
田市下水道総合地震対策計画」を策定しました。災害時
に災害医療センターとして機能する市立池田病院と池田
市下水処理場を結ぶ路線を防災拠点からの排水を受ける
重要な幹線と位置づけ、対象管路にしました。また、対
象管路のほとんどが昭和40年代に整備されていたことも
あり、耐震化を含めた改築・更新を管更生工法により実
施しました。
　下水処理場においても、段階的な防災を実施すべき対
象施設を整理し、災害時でも最低限の処理機能が確保で
きるよう、順次対策を行っています。
　令和元年度には、第１期の地震対策計画を完了させ、
第２期池田市下水道総合地震対策計画を策定、また「池
田市下水道ストックマネジメント計画」も策定し、老朽
化も含めた対策を実施していきます。

（３）ソフト対策
　本市は、平成７年に阪神・淡路大震災を経験し、その
際は大きな被害は出なかったものの、今後南海トラフに
おける海溝型地震、有馬高槻断層帯における直下型地震
に備えた対策が必要になってくることを踏まえ、平成26
年度に「池田市上下水道BCP（地震編）」を策定しまし
た。このBCPでは想定震度を６強と設定し、下水道施設
の被害想定をおこなっています。また、BCPは池田市内
で震度５弱以上を観測した際に自動発動するものとして
います。そのため、職員には迅速に対応するためのポケ
ットマニュアルを配布しています。このマニュアルには
過去の災害の教訓を踏まえ、まずは自分と家族の命を守

写真－３　下水道床上浸水対策事業の現場
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り、安全を確保し、その上で10万市民の上下水道インフ
ラを確保するために迅速に行動する対応手順が記されて
います。また、災害後の行動フローの確実な実行、職員
への周知徹底のため全体訓練を毎年実施し、訓練で判明
した課題をフィードバックして、BCPの改定を行ってい
ます。今後は、風水害やその他のリスクについてもBCP
を策定し、危機管理体制の強化を図っていきたいと考え
ています。
　また、必要な事業を推進していくためには市民の方々
のご理解とご協力が不可欠になってきます。そこで本市
では、市民の方々と相互理解にある関係を築いていくた
めに、平成27年度に「池田市上下水道部広報戦略～水恋

（みずこい）プロジェクト～」を策定しました。サブタイ
トルである「水恋」は、市民の方々と本市が相互理解に
ある関係を「恋をしている関係」になぞらえたものです。
広報活動による成果を「水恋指数」として指数化し、今
後の事業に活用できるよう努めています。さらに市民公
募による「上下水道サポーター会議」において、老朽化
や災害などについてディスカッション形式で議論するな
ど、市民のご意見をいただきながら、事業を進めている
ところです。

５．新技術の導入

　「事始めのまち」として、新しい技術の導入に取り組ん
でいます。
　まず、池田市下水処理場（写真－４）では、国土交通
省による下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェ
クト）に、平成25年度と平成30年度の２度にわたり参画
させていただきました。平成25年度は「脱水・燃焼・発
電を全体最適化した革新的下水汚泥エネルギー転換シス
テム」をテーマとして、100t規模の試算において従来技
術に比べ、ライフサイクルコスト31%・エネルギー消費
量77%・温室効果ガス排出量65%低減の効果が得られる
ことが実証研究の成果として確認でき、導入ガイドライ
ン（案）が策定されました。平成30年度は「クラウドを
活用し維持管理を起点とした継続的なストックマネジメ
ント実現システム」をテーマとして、ICTを活用した効
率的な下水道の施設管理について実証研究を行い、今後
導入ガイドライン（案）として取りまとめる予定です。
　また、令和元年度耐震事業の管更生工法おいて、関西
地方初として次世代型SPR工法「SPR-NX工法」を施工
しました（写真－５）。新規開発の小型製管機などの導入
により、施工中の流入阻害の最小化のみならず、支保工
レスによる大幅な工期短縮を実現するなど、省力化や安

全対策の観点で従来技術と一線を画す工法となってい
ます。

６．おわりに

　今後も、激甚化する災害への備えを推進しなくてはな
りません。平成21年４月の上下水道部創設以降、上下水
道ビジョンや上下水道部BCP（地震編）、アセットマネ
ジメント導入戦略、広報戦略、経営戦略を、「上水道」と

「下水道」の垣根を越えた職員が「自ら」議論を重ね作成
してきました。それらは、上下水道部職員のバイブルに
なっています。
　今年で創部12年目になりますが、「自助・共助・公助」
のもと、職員そして市民の方々で災害対応力を高め、「自
分たちのまちは自分たちでまもる」取組みを推進してい
くことが重要だと考えています。

写真－４　 平成25・30年度B-DASHのフィールドとなった
池田市下水処理場

写真－５　SPR-NX工法の現場
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　しかしながら、当市の水道施設は、高度経済成長期に
急速に整備され、今後は更新のピークを迎えることから、
以下のような課題を抱えています。

（1） 社会の要請として、エネルギーの効率化と事業活動
に伴う環境負荷を低減する取組が必要となったこ
と。

（2） 老朽化が進行した水道施設の更新と今後に発生が予
想される異常気象による洪水への備えが必要である
こと。

（3） 団塊の世代の退職により職員数が減少して、事業運
営に必要な技術を継続した継承が必要であること。

（4） 少子高齢化による人口減少社会の到来と節水意識の
高まりにより、水需要が低迷していることから、給
水収益の減少に伴い運営基盤の強化が必要であるこ
と。

　これらの課題から、次のような取り組みを実施してき
ました。

３．備前市の気候変動を踏まえた対策

（1）温室効果ガスの削減について
　坂根浄水場は、吉井川の下流域に位置しており、標高
の低い位置で取水して、標高の高い地域へ送配水するた
め数多くのポンプを使用しています。当市の水道事業で
使用する電力量は、全体の87％が送配水の過程で使用し
ていることから、エネルギーの効率化が重要となってき
ました。
　省エネ法では、異なるエネルギーを比べる物差しとし
て原油換算エネルギー使用量があり、発熱量と原油換算
係数（0.0258kL/GJ）を乗じることで原油換算エネルギー
使用量（kL）を求めることが規定されています。そして、
省エネ法施行規則第４条関連として、原油は38.2GJ/kL、
A重油は39.1GJ/kLなど種類ごとの発熱量と、昼間電力
は9,970kJ/kWh、夜間電力は9,280kJ/kWhと規定されて
います。つまり、1kWhの電力量を昼間から夜間に置き
換えることで約７％の原油換算エネルギー使用量を削減
したことになります。
　また、夜間の電力料金は、電力会社の料金メニューに
よって昼間より電力料金が安く設定されていることか

１．はじめに

　備前市は、岡山県南東部に位置し、総面積の80％が山
林で、平野部は極めて少なく、集落が各地に分散して形
成されている面積258.14㎢、人口34,003人（令和２年３
月31日）のまちです。南部に瀬戸内海国立公園の中央に
位置する日生諸島を擁し、西端に岡山県三大河川の一つ
吉井川が流れ、東部は兵庫県赤穂市、上郡町、西部は岡
山市、和気町、瀬戸内市、北部は美作市に接しています。
　平成17年３月22日に備前市、日生町、吉永町が合併し
て新しい備前市が誕生したことで、備前市水道事業は平
成17年３月の市町村合併と同時に、東備水道企業団と吉
永町水道事業が統合し誕生しました。

図－１　備前市位置図

２．備前市の水道事業の概要

　水源は、岡山県三大河川のひとつとされる吉井川とそ
の支流に依存しており、吉井川の地下水及び伏流水、支
流である金剛川の地下水や八塔寺川の表流水を取水して
います。
　浄水場は３か所あり、全体の９割の水量を受け持つ坂
根浄水場では、８本の浅井戸から取水して19,400㎥／日
の浄水処理を行い、市民へ水道水を供給しています。

備前市水道事業の取り組み

事例報告　気候変動を踏まえた上下水道事業のあり方

岡山県／備前市／建設部／水道課長　杉本成彦
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ら、動力費などのランニングコストを抑制することで温
室効果ガスの削減にも貢献できます。
　最も使用電力の多いピーク時の使用電力を削減し、電
力の使用量そのものを低減させる取り組みで電力の需要
を平準化するためピークカットを行いました。この方法
は、最大需要電力の低減によって、電気の基本料金が安
価になり、ランニングコストを低減できるという大きな
メリットがあります。
　これを実行するため、取水量から配水量までを調査分
析することで、ポンプの能力と費用対効果の検証を進め、
高効率のポンプを活用することでダウンサイジングし、
電力使用量の改善を行いました。
　また、電力の使用量そのものを低減させるピークカッ
トや配水量の多い時間帯から、電力の使用量が少ない夜
間の時間帯にシフトさせるなど、使用電力を平準化させ
る方法も採用しました。
　具体的には、揚水発電のように夜間の需要の少ない時
間帯に有効容量の大きな配水池へ水をくみ上げておき、
一般的に最も電力を使用する昼間の時間帯に、送水ポン
プの運転を抑制することで、最大需要電力を低く抑えな
がら夜間の時間帯を活用するように送水ポンプを台数制
御することでピークシフトにつなげる方法です。
　この運転実績から、坂根浄水場では平成25年度は使用
電力量2,916,900kWhのうち夜間電力量1,617,936kWhで、
夜間率55.5％でしたが、平成30年度には使用電力量
2,888,688kWhのうち夜間電力量が1,885,320kWhで、夜間
率64.3％とピークシフトが進みました。

（２）水道施設における再生可能エネルギー導入について
　再生可能エネルギーの導入拡大や未利用エネルギーの
活用による環境負荷の低減のため、小水力発電としてマ
イクロ水力発電の導入を考え、調査、計画、設計、工事
監督、運用方法、効果検証までを実施しました。
　市域の約８割が山林で平坦地が少なく点在しており、
水道水の安定供給のため、加圧ポンプ施設から高台の配

水池に送水して、自然流下により配水を行っています。
そのため、配水管に水車を設置するとエネルギー回収の
ため給水圧力が低下します。また、配水量の変化は発電
量に比例するため、安定給水とエネルギー効率の確保が
課題となりました。
　管路システムと中央監視の配水量データを基に、多く
の流量が確保できる配水本管を調査対象として絞り込み
ました。次に、発電に適した流量と落差を把握するため
の動水圧の調査結果から、受水槽の流入管で発生する圧
力損失を活用することに着目しました。受水槽では発電
によって流入水圧が低下しても、流入水をポンプの送水
量に合わせることで、ポンプの運転と配水池の運用で配
水調整が可能であることから、運用上の問題は発生しな
いと判断しました。次に、候補地の検討では、①210㎥/
hの流量と50ｍの落差から出力が18kW、②300㎥/hの流
量と40ｍの落差から出力が20kW、この２か所の諸元と
発電時間を考慮したうえで、２台のインライン水車を直
列に配置することで、小さな設置スペースでも多くの発
電量が期待できる①案を採用することとしました。
　これにより、得られたエネルギーは当初計画を上回る
12万kWhの電力量であり、約68ｔの温室効果ガス削減
に貢献しました。また、導入検討に収集したデータは、
更なる未利用エネルギーを活用するための大きな資産と
なりました。

４．�DBO方式の導入による浄水場及び加圧ポンプ場
整備事業

　老朽化が進む坂根浄水場と三石第一加圧ポンプ場の更
新整備に加えて、クリプトスポリジウム等への対策強化
のため、坂根浄水場に紫外線処理施設を導入するととも
に、運営する水道施設等（小規模水道）の運転管理を一
つの事業として発注しました。本事業はPFI法（Private 
Finance Initiative：民間資金等の活用による公共施設等
の整備等の促進に関する法律）の趣旨に準じたDBO

（Design Build Operate：設計、建設、運転管理一括発注）
方式を採用した事業です。
　事業名は、坂根浄水場及び三石第一加圧ポンプ場整備
事業で、内容は坂根浄水場及び三石第一加圧ポンプ場の
設計・建設及び、両機場を加えた市内の全水道施設等の
運転管理行うものです。
　事業期間は令和２年３月～令和８年３月（【設計・建設
期間】令和２年３月～令和５年６月、【運転管理期間】令
和２年４月～令和８年３月）であり、施設能力は計画浄
水量：19,400㎥/日（坂根浄水場）、計画最大送水量：7,400
㎥/日（三石第一加圧ポンプ場）であり、契約金額は約
30億円（税込）となっています。
　特に、以下の洪水への備えの提案が高く評価されまし
た。写真－１　小水力発電の施工状況
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５．おわりに

　DBO手法の導入については、水道事業の先進事例を参
考にして市場調査を行いました。また、今回の事業で、
学識経験者２名、他の水道事業体職員１名、市職員２名
あわせて５名で事業者選定審議会を設置し、５回の審議
を行っています。
　事業の概要から、事業手法、発注方式の検討、要求水
準、評価基準の検討、実施方針、募集要項などを作成し
ました。
　参加表明及びプロポーザル参加資格書の提出期間に４
グループから参加表明がありました。最後の審議会で、
２グループから最終的な提案を受け、最優秀提案者を選
定しました。
　最優秀提案者として決定したグループの優れた点を紹
介すると、施設整備については、施設配置と機械・電気
設備の配置計画が適切で、かつ随所に災害への対策とし
て具体的な提案がありました。さらに、その他の事項に
ついても、地域経済及び地域活動への貢献が期待できる
提案と、さらに事業継承をサポートすることになってい
た点です。
　そして、距離の離れた２つの工事を１つの事業にまと
め、さらには市全域の小規模水道も含めた水道施設等の
運転管理まで組み合わせたDBO事業は、これまで国内に
前例がないものであると思われます。しかしながら、現
在活用可能な方法を用いて、我々のニーズを形にしたも
のがこの事業方式であり、市の事業の効率化に大きく寄
与するものと考えています。
　最後に、今後の持続と成長が可能な次世代の水道を構
築していく中で、SDGsの「エネルギーをみんなに、そ
してクリーンに」の達成を目指して事業を推進していき
たいと考えています。

①自家発電設備
　坂根浄水場の自家発電設備は、停電時に計画給水量の
施設運転が可能な設備容量とし、燃料タンクは48時間分
を確保します。最重要施設の坂根浄水場では十分な設備
容量の自家発電設備と燃料を準備することにより、停電
が長期化した場合でも、浄水処理の継続が可能となりま
す。
②施設整備の視点からの浸水対策
　坂根浄水場の管理等は計画降雨時の浸水を想定して１
階に防水区画を設け、送水ポンプ室と次亜室を配置し、
受電設備、自家発電設備、監視室、紫外線室などの電気
設備関連諸室は２階に配置します。１階に防水区画の設
置、２階に電気設備を配置することにより、浸水時にも
浄水・送水機能を維持することが可能となります。
③洪水時の給水能力
　計画降雨による浸水発生時において、浄水施設機能を
確保するために、管理等の防水区画のほか取水井（３号
井、４号井）と浄水池を耐水化します。計画降雨の浸水深
を想定して対策を実施することで段階ごとの被害を最小
限に留め、浸水発生時においても計画給水量の約５割を
確保することができ、浄水場の早期復旧が期待できます。

写真－２　坂根浄水場の状況
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より、各浄化センターとも揚水機能・水処理機能が停止
するまでには至りませんでした。
　そこで熊本市上下水道局（以下、「当局」という。）で
は、平成29年６月、上下水道事業の復旧復興への考え方
を示すとともに、取り組むべき主要施策や具体的な取り
組みを体系的にまとめた「熊本市上下水道事業震災復旧
復興計画」を策定し、４年間で震災復旧復興事業を着実
に推進しました。
　下水道全体の被害額は約78億円に上りましたが、令和
元年度中に全て災害復旧工事を終えたところでありま
す。
　今回、熊本地震での経験と教訓を活かし、どのように
熊本市下水道業務継続計画（以下、「下水道BCP」とい
う。）を見直したのか、また、気候変動を踏まえ、どのよ
うに取り組んでいくのかをご紹介いたします。

１．はじめに

　熊本市は、まちの中心部にそびえる勇壮な熊本城、清
らかな地下水と豊かな緑、良質な農水産物など歴史文化
と自然の恵みにあふれたまちです。
　特に、阿蘇西麓で育まれた地下水で上水道の全てを賄
っており、この良質な地下水を保存するための取り組み
は、国際的にも高い評価を得ている「日本一の地下水都
市」であります。
　そのような本市に平成28年４月、わが国観測史上初め
ての２度にわたる震度７クラスの大地震や4,300回を超
える余震が発生、避難者数は熊本市内だけで最大11万人
にも達し、熊本市のシンボルである熊本城も壊滅的な被
害（写真－１）を受けました。

写真－１　熊本城の被災状況（天守閣）
　

　上水道においては、本震後、市内全約32万６千戸が断
水するなど上水道施設も甚大な被害を受けました。
　一方、下水道においては、管路全延長2,566km（平成
27年度末時点）のうち47.4kmにおいて、管路破損や管の
たわみによる滞水等の被害が確認されました。また、マ
ンホール隆起や道路陥没といった被害も多数生じまし
た。特に、震源地に近い東部処理区沼山津地区や活断層
に沿った城南処理区・富合処理区において被害が集中し
て発生しました。（図－１）
　下水道施設では５つの浄化センター全てにおいて被害
が生じましたが、速やかな応急復旧に取り組んだことに

事例報告　気候変動を踏まえた上下水道事業のあり方

熊本市下水道事業の取り組み
～ 熊本地震での経験と教訓を活かしつつ、

さらに「実践的で実効的な下水道 BCP」へ ～

熊本県／熊本市／上下水道局／　
維持管理部／管路維持課／課長　藤本　仁

図－１　下水道管路の被害状況

■下水道管路の被害状況 

 

単位 被害状況

被災延長 ㎞

マンホール隆起 箇所

道路陥没 箇所

区分

管路

北部エリア

南部エリア

№27-12 №28-14

№34-13
№35-10

北部－南部の
エリア境界線

北部－南部の
エリア境界線

東部処理区沼山津地区

城南処理区・富合処理区管渠被害率：高い

管渠被害率：低い

活断層

：特に下水道管路の被害の多い区域
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２．熊本市下水道BCP【地震編】─初版─の策定　

　当局が下水道BCPを策定するきっかけとなったのは、
平成23年３月11日に発生した東日本大震災です。
　平成24年当時、私は担当主査として下水道総合地震対
策計画の立案と併せて下水道BCPを検討する立場でし
た。また、災害時支援大都市連絡会議の熊本市幹事でも
ありました。
　策定にあたっては、平成24年３月に策定された「下水
道BCP策定マニュアル～第２版～（地震・津波編）（以
下、「国マニュアル第２版」という。）」を参照しながら、
また、下水道災害時における大都市間の連絡・連携に関
するルール（以下、「大都市ルール」という。）を踏まえ
て担当と一緒に取り纏めていきました。
　国マニュアル第２版に沿って、業務範囲、対応拠点、
対応体制及び指揮命令系統を定め、非常時対応計画、事
前対策計画及び訓練・維持改善計画を立てていきました。
　工夫した点は、災害時支援大都市連絡会議での大都市
間情報連絡訓練をヒントに、あらかじめ市域を20に分け、
支援の際、各都市にどこを受け持っていただくかを担当
割したこと、また、台帳システムがダウンしても管路調
査が円滑にできるよう、各エリアにA1サイズ製本を２
冊づつ準備したことでした。
　時間を要してしまいましたが、平成26年12月、下水道
BCP【地震編】─初版─を策定することができました。
　策定当時を振り返ってみると、下水道BCPに携わって
いた私でさえ、「熊本に大地震が起こることはまずないだ
ろう」と思っていましたし、ほとんどの下水道業務に従
事する職員も同じ気持ちだったと思います。

３．熊本地震で浮き彫りとなった課題

　熊本地震が発生した平成28年４月、私は総務部門へ異
動したばかりでした。私自身、上下水道局連絡調整（議
会・広報）担当という立場上、直接、下水道BCPに基づ
いて行動していませんでした。
　当局の水道部門では水道BCPを策定しておらず、局災
害対策マニュアルの中で災害発生直後における応急対策
や職員の具体的な行動を定め、速やかな災害復旧に取り
組むこととしていましたが、うまく機能しませんでした。
　水道、下水道とも想定以上の被害規模であったことも
あり、全国からの支援都市等を受け入れる体制が確立で
きていなかったことが一番の課題でした。
　当時、受援体制が構築されていなかったことから、そ
れぞれの部門の職員が市民からの電話応対に追われたこ
とで、支援都市を受け入れる受援体制の整備に手が回ら
なかったこと、また、応急給水、漏水調査、漏水修理、
下水道管路調査といった支援都市の受入れをそれぞれの
部署で行ったことがその最たる例でした。支援都市の人

数は、ピーク時に１日700～800人に及び、宿泊先や滞在
拠点、会議スペース、駐車場等の調整が難航しました。
　２つ目の課題は、下水道における受援の拠点施設と位
置づけていた東部浄化センターが、本市の災害対策本部
において東区の物資拠点となるなど下水道BCPで当初想
定していなかったことが次々と起こったことでした。
　また、水道の管路復旧を優先したため、管路応急復旧
班の指揮命令系統がうまく機能せず、班対策部すらない
状態であったため、情報収集・集約に苦労し、市民の苦
情等への対応が遅くなったことが３つ目の課題でした。

４．�熊本市下水道BCP【地震・津波編】─第２版─
の策定

　当局では、災害発生時のリソースの制約状況下におい
て下水道機能の早期回復を目指し、前提となる被害想定、
非常時対応計画の発動と運用、非常時優先業務の選定と
実施体制、事前対策計画、中長期的な取り組み等の必要
な措置を取りまとめ、平成31年１月、熊本市下水道BCP

【地震・津波編】─第２版─（以下、「下水道BCP第２版」
という。） を策定しました。
　前回、含めていなかった津波を位置付けるとともに、
熊本地震の経験と教訓を活かした内容へ変更しました。
　主な変更点は３つであります。

（1）対応体制・指揮命令系統を明確に
　熊本地震では、下水道BCPに基づいた体制が早期に整
わず、適切に機能しなかったことを受けて、前回より詳
しく下水道部門の誰がどのような役割を果たすのか、図

（図－２）や表で明確に示しました。

（2）下水道対策本部と各班などの対応拠点を明確に
　熊本地震では、水道復旧を優先にしたことや下水道の
受援拠点が急遽変更になったことなどを受けて、災害直
後における下水道対策本部などの対応拠点を上下水道局
施設のどこで行うのか、図で明確にしました。

（3）下水道関係団体からの協力や支援を明確に
　熊本地震では、下水道管路調査や災害査定資料作成支
援業務などについて、下水道関係団体と協定を締結し、
協力や支援を頂いたことを受けて、どの団体へ依頼し必
要な人員を確保するのか、表で明確にしました。
　
　当局では、下水道BCP第２版の策定を契機に、下水道
が代替の利かないライフラインであることを改めて認識
し、災害時に継続的な市民への下水道サービスを実現さ
せるための手順書として定着化を図るとともに、平時に
おける災害への危機意識を持続させ、災害時対応力の向
上を目ざすこととしました。
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おける燃料供給体制として、発災後72時間の業務継続が
可能となるように努めることや速やかな応急復旧対応を
図るための資機材の配備などの必要な措置を講じるとと
もに、令和２年１月、本市と公益財団法人日本下水道新
技術機構が行った「熊本市下水道BCP訓練に関する共同
研究」でのロールプレイング形式訓練（写真－２）を通
じて得られた課題を踏まえ、当局職員がより理解しやす
く、行動しやすい内容に修正することとしています。
　当局は、市民の生活に欠かすことのできないライフラ
イン事業者として、令和２年３月に策定した当局水道
BCPと連携しながら、令和２年度の改訂後も訓練を踏ま
えたPDCAサイクルによる継続的な下水道BCPの見直し
を行い、さらに「実践的で実効的な下水道BCP」へとブ
ラッシュアップし続けてまいります。

５．下水道BCP策定マニュアル2019年版へ改訂

　近年の猛烈な豪雨や台風による大規模水害が多発し、
平成30年７月豪雨では下水処理場などの下水道施設も被
災するなど市民生活に多大な影響を及ぼしています。
　また、平成30年北海道胆振東部地震や令和元年台風19
号では、ブラックアウトや広域長期停電が発生し、直接
的な被害がなかった地域や施設においても、下水道施設
の浸水被害に対する対応や、電力、燃料等の長期的、広
域的な供給停止に対する対応など新たな課題が露呈しま
した。
　国では、令和２年４月、「下水道BCP策定マニュアル
2019年版（地震・津波、水害編）へ改訂し、従来の視点
から地方公共団体全体で取り組む自治体BCP策定と連携
し、さらに実行性の高い下水道BCPへの改善を求めてい
ます。また、「気候変動を踏まえた都市浸水対策に関する
検討会」の議論を踏まえて通知された、「下水道の施設浸
水対策の推進について」（令和2年5月21日付け国水下事
第13号）などにあるとおり、令和２年度中に施設浸水対
策を含むBCPの見直しを行うよう求めています。

６．さらに「実践的で実効的な下水道BCP」へ

　そこで当局では、令和２年度中に見直しを行い、熊本
市下水道BCP【地震・津波、水害編】─第３版─（以下、

「下水道BCP第３版」という。） を策定する予定です。
　下水道BCP第３版では、浸水時や広域・長期停電時に

図－２　熊本市下水道BCPの指揮系統図

§２ 非常時対応の基礎的事項の整理 
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図 下水道ＢＣＰの指揮系統図
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市災害対策部 部長

上下水道事業管理者
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写真－２　ロールプレイング形式訓練風景
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した。
　長年にわたるこのような取り組みは、姉妹都市協定を
締結するという信頼関係にまで及んでいます。【写真－１】
　また、本市は「海外からの受入研修」にも、積極的に
取り組んでおり、下水道分野において、ベトナムやカン
ボジアをはじめ、これまで139カ国、延べ4,771人（令和
２年３月末現在）の研修員を受け入れ、下水道事業の立
案や施設の維持管理など、政策、技術の両面から包括的
な支援を行ってきました。【写真－２】

３．水ビジネスの国際戦略拠点

　また、本市では、海外へ水ビジネスを展開していくた
め、日

ひ

明
あがり

浄化センターに「ビジターセンター」を開設し
ています。この施設では、１階に「人材育成フロア」と
して、ガラス張りの水質試験室が設置されており、国際
研修の際には、実習として水質試験を体験する事ができ
ます。２階「学習フロア」には、プロジェクションマッ
ピングを活用したジオラマシアターや降雨体験コーナ
ー、下水管渠検査体験コーナーなど下水道事業をわかり
やすく学べる体験型学習が出来ます。
　３階「技術の情報発信フロア」には、企業による技術
製品の展示を行い、商談などに活用できる場として、海
外の水ビジネス関係者のために提供されています。【写
真－３】

１．環境問題への取り組み

　北九州市は、鉄鋼、機械、造船、化学などの工場が立
ち並び、四大工業地帯の一つに数えられる日本有数の工
業都市として発展を遂げてきましたが、その一方で、多
くの工場から排出される煙による大気汚染、工場排水や
生活排水による水質汚染が深刻化し、1960年代には「公
害都市」と呼ばれていました。
　このような環境問題に対して、市民活動を契機に、「市
民・企業・行政」が一体となって、公害を克服し、現在
では、かつての澄みきった空や生物が棲める海によみが
えらせたことは、本市の誇りでもあり、その偉業は世界
へ発信され、広く知られることとなりました。

２．「環境再生」の経験を海外へ

　本市の公害克服への取り組みは、平成２年に国連環境
計画（UNEP）から「グローバル500」の受賞、平成30
年にOECD（経済協力開発機構）から「SDGs 未来都市」
として認定されるなど本市の「環境再生」の実績は、国
内外で高い評価をいただいており、昨今では、アジア諸
国にも環境への取り組みを紹介し、国際貢献としてアジ
アの発展に寄与しています。
　特に、ベトナム国ハイフォン市、カンボジア国プノン
ペン都では、上下水道技術の指導など、20年以上にわた
って、市職員を派遣し国際貢献・国際協力を続けてきま

北九州市における下水道事業の
海外展開について
北九州市／上下水道局／海外事業部／海外事業課／課長　所　啓太

クローズアップ　 水坤 vol.41 掲載記事「北九州市における下水道事
業の海外展開について」の続報

写真－１　 カンボジア国プノンペン都との姉妹都市協定締結
（平成28年３月）

写真－２　海外からの受入研修
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　また、隣接する「ウォータープラザ北九州」では、デ
モプラントとテストベットを備えた施設があり、下水道
技術の研究開発を行うスペースが完備されています。海
水やMBR処理水など６種類の試料水をデモプラントか
ら供給する事ができ、様々な造水システムの研究に取り
組める施設となっています。昨年、南アフリカ共和国ダ
ーバン市において、海淡・下水再利用統合システムの実
用化に向けた実証事業が行われる事となり、「ウォータ
ープラザ北九州」で誕生した技術が海外に展開されてい
ます。【写真－４】このように、下水道の基礎から新技術
までを一同に集めた拠点を提供できることが強みといえ
ます。

４．カンボジア国での活躍

　本市のこれまでの技術協力の中でも、とりわけカンボ
ジア国での水道事業の取り組みは国内外からも高い評価
を受けています。
　首都プノンペンでは内戦終結後の間もない1999年、北
九州市は、厚生労働省（当時厚生省）及び国際協力機構

（JICA）の要請を受け、プノンペン水道公社に最初の専
門家を派遣。内戦終結直後1993年の水道普及率はわずか
25%だったのに対し、３年後には、水道普及率90％を達
成することができました。2005年にはカンボジア政府が

「飲用可能宣言」を出すなど、現在では「プノンペンの奇
跡」と呼ばれ、市内の蛇口から24時間いつでも安全な水
が飲める都市に変貌を遂げることとなりました。
　また、本市の技術協力はこれにとどまることなく、地
方の主要８都市においても水道技術が広がることとなり
ました。
　これら一連の技術協力は、2011年にカンボジア政府か
ら勲章が贈られたほか、先に述べた2016年のプノンペン
都と北九州市が姉妹都市協定を締結することに至ってい
ます。

５．プノンペン都の下水道整備

　カンボジア王国の首都プノンペンは人口約200万人を
擁し、国内総生産の約60％を生み出すといわれる最大の
商業都市です。最近では、目覚ましい経済発展を遂げ、
急激な都市開発や人口増加となっている一方、河川の汚
濁や生活排水の処理など水環境問題が顕在化していま
す。
　とくに、水路のごみだまりや水質汚濁が顕著となり、
市民の生活環境の悪化や浸水時の衛生リスクが増大して
いる状況です。【写真－５】

写真－３　技術製品の説明をうける海外視察団

写真－５　プノンペン都内の水路

写真－４　 海水淡水化・下水再利用統合システム（南アフリ
カ共和国ダーバン市）
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のオペレーションやアフターメンテナンスまでのすべて
を統合したシステムを提案することで、日本が諸外国に
対抗する海外ビジネスモデルを展開していく上で、大き
な強みとなるものと考えています。
　そのためには、これまで培った海外での信頼関係や人
脈を活用し、民間企業及び行政が共同でプロジェクトの
スキームを組み立てていくことから支援することを開始
し、海外へ水平展開することが重要であるといえます。

６．市民啓発が必要な下水道

　また、本市では、下水道の普及促進を住民へ広報して
いくため、海外においても市民啓発や環境教育の普及に
取り組んできました。【写真－８】
　プノンペン都の一般家庭では、トイレ排水は「腐敗槽

（セプティックタンク）」で処理され、水洗化された清潔
なトイレを利用しています。しかしながら、その他の生
活雑排水は、下水処理場が整備されておらず、未処理の
まま雨水と一緒に水路へ排水されています。
　この場合、トイレが水洗化されることが下水道接続の
動機付けとなった日本の状況とは異なり、現在のプノン
ペン都では、水路や湿地のような公共水域の水質を改善
するために、下水道を整備することが大きな目的となり
ます。
　下水道の普及は、現在トイレが使用できる状況では無
関係であるように思えても、将来必ず環境面や衛生面で
必要なインフラであることを住民一人ひとりに認識して
もらわなければなりません。環境について知ることと、
環境に対しての意識を変えていくことが、下水道の普及
や推進につながります。そのために、小学校の授業で環
境教育を実施するなど地道な市民啓発は欠かすことはで
きません。下水道整備と環境保全は密接な関係があるこ
とを知ってもらう活動を本市では続けていきたいと思い
ます。

　現在、プノンペン都では「汚水対策・雨水排水改善マ
スタープラン」が策定され、生活排水の改善対策として、
下水処理場の整備に着手しています。
　これを機に、本市ではプノンペン都公共事業運輸局と
2017年２月に「下水道分野における技術協力・交流に関
する覚書」を締結し、下水道分野の技術協力を本格的に
開始しました。これまで約20人の研修生を受け入れ、本
市からは延べ約50人を専門家として派遣しており、2017
年以降、技術セミナーを開催するなど、活発に技術交流
を行ってきました。
　さらに、下水道事業の法制度や組織体制を構築するた
め2019年４月から４年間の予定で、本市から職員１人を
専門家として派遣しています。今後本格化する下水道事
業の関係条例などの制度設計も含めて本市が支援するこ
とで、包括的に技術協力を進めています。【写真－６】
　2019年11月には、プノンペン都初となる下水処理場

（処理水量5,000m3/日）と下水道管きょ（約２km）の詳
細設計と施工監理業務が発注され、本市では、日系コン
サルタント会社と共に共同企業体として参加し、施工監
理の一部及び下水処理場の運転・維持管理に関する業務
を請け負っています。【写真－７】
　今後の海外展開に関しては、このような設計業務と施
工監理、維持管理の指導を一連としたパッケージ化とし
て発注されることが多くなると予測されます。単に安価
な建設費用だけを戦略とするのではなく、設計から施設

写真－６　現地でのプロジェクト会議

写真－７　下水処理場完成イメージ図

写真－８　環境教育のようす
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向けて準備中で、2020年10月に供用開始の予定です。
　ビンニエン下水処理場の水処理方式は標準活性汚泥法
が採用されており、運転管理にあたっては、経験とノウ
ハウが求められます。本市では、完成したばかりの処理
場でスムーズな立ち上げができるよう、運転管理のマニ
ュアル作成と現地での技術指導を進めています。

９．下水道マッピングシステムの導入

　また、本市が技術協力として手掛けたものに、「下水道
管渠の維持管理」があります。それまで旧来の紙ベース
で、記録がないものが多かったため、計画的に下水道管
渠を管理することは困難な状況でした。
　そこで本市は日系企業と連携して、ハイフォン市へ下
水道管渠のデータ化を行う「下水道マッピングシステム」
の導入を提案し、円借款事業の一部としてシステムを整
備することができました。現在では、ハイフォン市が管
路の台帳入力を行い、日々の維持管理に役立てています。
このことは、管渠の整備状況や状態を把握する上で、最
も重要な要素であり、日本においても、これらのデータ
を基に、次期の下水道のあり方を検討しているところで
す。【写真－11】

７．ベトナム国ハイフォン市の水環境

　ベトナム北東の沿岸部に位置するハイフォン市は、面
積約1500㎞2、人口約180万人を有する首都ハノイ、ホー
チーミンに次ぐ第３位の港湾都市です。ベトナム有数の
貿易港として発展してきた同市は、物流基地として、工
業を中心に日本を含む外国企業からの投資が増加してお
り、ベトナム北部の経済圏を支える重要な都市として発
展を続けています。
　しかし、集中豪雨の多い雨季には、地盤が低く自然排
水が困難な地域であることから、浸水被害がたびたび発
生し、さらに下水処理場が未整備であるため、生活雑排
水が未処理のまま河川や海に直接放流されるといった課
題を抱えています。【写真－９】

写真－９　ハイフォン市内冠水のようす

８．初の下水処理場の整備

　現在、ハイフォン市では2011年から「ハイフォン都市
環境整備事業（Ⅱ）」として市内初の下水処理場（ビンニ
エン下水処理場）の整備が進められています【写真－
10】。
　現在、処理場の建設工事はほぼ完成し、総合試運転に

写真－10　ハイフォン市初となるビンニエン下水処理場

写真－11　台帳入力のようす
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でのセミナーや商談会の開催、案件形成に向けた勉強会
の開催などの活発な取り組みを続けています。
　本市の国際技術協力を通じて培った諸都市との厚い信
頼関係をベースに、地元企業をはじめとする民間企業の
水ビジネス案件獲得を後押ししていきたいと日々努力を
続けています。
　最後に、海外における水ビジネスへの展開は、本市に
おけるシビックプライドの向上や、SDGs、その他環境貢
献が北九州市の都市ブランドの基礎となっているもの
で、今後とも海外に対し、このような技術貢献に取り組
んでいきたいと考えています。

　
参考文献

１） 国土交通省水管理国土保全局下水道部・公益社団法人日本下水

道協会：新下水道ビジョン～「循環のみち」の持続と進化～，

平成26年７月

２） 国土交通省水管理・国土保全局下水道部：新下水道ビジョン加

速戦略～実現加速へのスパイラルアップ～，平成29年８月

３） 経済産業省：平成29年度製造基盤技術実態等調査事業（水ビ

ジネス海外展開と動向把握の方策に関する調査），平成30年３月

　

10．海外水ビジネスの展望

　経済産業省の試算によると、世界の水ビジネス市場は、
2007年の36.2兆円から2025年には86.5兆円まで成長し、
このうち上水道が38.8兆円、下水道が35.5兆円になると
予測されています。１）２）

　また、2018年の実態調査によると、海外で活躍してい
る水ビジネス産業の売り上げは、2018年は約2200億円程
度となっており、今後も海外で活躍する日系企業が、優
れた技術やノウハウを最大限に活かしながら、海外ビジ
ネスの市場を拡大することになるのではないかと予測さ
れています。３）

11．官民連携による水ビジネスの展開

　本市でも、官民が連携した水ビジネスの体制を拡大し、
発展させていくため、2010年に官民連携組織として「北
九州市海外水ビジネス推進協議会」を設立しています。
構成員は、コンサルタントや建設会社、水・設備機器メ
ーカーなどの147の民間企業のほか、JICAや国土交通省
を始めとする行政機関、大学などの学識者などから構成
されています。官民での情報交換を図るとともに、海外
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降雨により、広範囲において浸水被害が発生したことか
ら、著しい浸水被害が集中した地域や都市機能が集積す
る地域を対象に原則１時間　60mmの降雨（当時の10年
確率降雨）に対応する施設整備を行う「緊急雨水整備事
業」を進めてきました。
　「緊急雨水整備事業」は、市域面積の約４分の１を対象
としており、雨水貯留施設やバイパス管の新設、ポンプ
増強等を行うことで、名古屋地方気象台における過去最
大の１時間97mmの降雨に対して床上浸水のおおむね解
消を目指しています。前回の掲載時（平成25年）は対象
44地域のうち17地域が整備中でしたが、令和元年度末時
点では、大規模な対策を要する名古屋駅周辺地区を含む
中川運河上流地域の１地域を除き、主な対策が完了して
います。（図－１）
　この事業の効果を、千種区の大和地域で行った対策を
例として検証しました。この地域では平成20年８月末豪
雨で１時間95.5mmの雨量を観測し、床上浸水17棟、床
下浸水39棟の浸水被害が発生しました。その対策として、
3,400㎥の貯留施設を建設し、平成24年度に供用開始しま
した。その後、平成25年９月に豪雨が発生し、平成20年
８月末豪雨とほぼ同様の雨量を観測しましたが、床上浸
水０棟、床下浸水４棟の被害が確認され、この地域の浸
水被害を大幅に軽減することができました。（表－１）

表－１　浸水被害の比較
千種区大和地域 床上浸水 床下浸水

平成 20 年 8 月末豪雨
（1時間 95.5mm） 17 棟 39 棟

平成 25 年 9 月の豪雨
（1時間 94.0mm） 0棟 4棟

　一方で、近年は雨の降り方が従来に比べ激甚化し、全
国で豪雨により甚大な被害が発生しています。
　本市においても、１時間50㎜を超える豪雨が増加傾向
にあり、１時間100㎜程度の集中豪雨もたびたび発生す
るなど、依然として市内各所で浸水被害が発生していま
す。
　このような状況及び、「緊急雨水整備事業」が概ね収束
してきたことから「総合排水計画」を令和元年度に約30
年ぶりに改定しました。

１．はじめに

　名古屋市では、平成25年の水坤vol.45（2013年新春号）
に「『雨に強いまち名古屋』を目指す本市の取り組み」と
いう題名で、本市における浸水対策について掲載してい
ただきました。今回は、その後の経過報告として、現在
の浸水対策と今後の下水道整備の方針についてご報告い
たします。

２．これまでの本市の浸水対策

　本市は、昭和54年に河川と下水道等の総合調整を行っ
た治水施設の整備計画として「名古屋市総合排水計画」

（以下、「総合排水計画」）を策定（昭和63年一部見直し）
し、河川と下水道等が連携して、１時間50mmの降雨（当
時の５年確率降雨）に対応する施設整備を進めてきまし
た。
　このような整備を進める中で、平成12年の「東海豪雨」
や「平成20年８月末豪雨」などの１時間に100mm近い

図－1　緊急雨水整備事業の対象地域 

 東海豪雨を受けての対策 
 平成 20 年 8 月末豪雨を受けての対策のうち主な対策が完了した地域 
 平成 20 年 8 月末豪雨を受けての対策のうち主な対策が未完了の地域  

 

「雨に強いまち名古屋」を目指す　
本市の取り組み（第2報）

クローズアップ　  水坤 vol.45 掲載記事『「雨に強いまち名古屋」を
目指す本市の取り組み』の続報

名古屋市／上下水道局／技術本部／計画部／
主査（雨水対策の総合調整担当）　　　　　　加藤孝一
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３．総合排水計画の内容

（１）計画目標
　本計画では、“総合的な治水対策の目標”と“治水施設
整備の目標”を定めています。総合的な治水対策の目標
としては、『様々な規模の降雨に対して「自助」「共助」

「公助」を組み合わせた総合的な治水対策を推進し、浸水
被害を軽減する』『想定し得る最大規模の降雨に対しても
市民の命を守る』ことを掲げています。
　治水施設整備の目標としては、これまで、一部地域を
対象に進めてきた「緊急雨水整備事業」と同様の安全性
を全市域で確保することを目標とし、『１時間63㎜の降
雨（現在の10年確率降雨）に対して浸水被害のおおむね
解消』及び『１時間約100㎜の降雨に対して床上浸水の
おおむね解消』を目指すこととしました。
　一方で、治水施設整備のみでの対応には限界があるた
め、施設整備に加え、「自助」「共助」の取組みとして、

「雨水流出抑制」の推進や、災害リスクを考慮した建物づ
くりなどの「土地利用・住まい方」、円滑な避難や水防活
動などのための「防災情報の普及・啓発等」を組み合わ
せた総合的な治水対策を推進することにより浸水被害の
軽減を図ることとしました。なお、計画期間については、
長期的に対策に取り組む必要があるため、令和元年度か
らおおむね30年間としています。（図－２）

図－２　総合的な治水対策推進による防災力向上のイメージ

（２）下水道の施設整備の方針
①下水道の施設整備の考え方
　施設整備においては、「緊急雨水整備事業」のような雨
水貯留施設やバイパス管を新設整備するのではなく、管
きょの改築に合わせた増径や、ポンプ更新に合わせた排
水量の増強など、改築・更新にあわせて機能向上を図る
ことを基本としています。これにより、ストック増加を
極力抑制しつつ、効率的かつ効果的に整備を進めていく
こととしています。また、丘陵地のように地形的特徴に
より十分な治水安全度を有している地域もあるなど、地
形条件やこれまでの整備状況等により、地域ごとに安全

度が異なっています。このため、今後の整備においては、
浸水シミュレーションを活用し、既存施設を最大限評
価・活用したうえで、地域ごとに目標達成のために必要
な施設規模を決定することとしています。
　これにより、メリハリをつけ、効率的に整備を進めて
いくことができるものと考えております。
　
②まちづくり計画と連携した施設整備
　本計画では、浸水リスクと浸水による都市機能への影
響度を主な指標として、雨水管理総合計画策定ガイドラ
インで示されている「重点地区」に該当する地区を選定
し、これらの地区を「面的整備地区（24地区）」として
示しています。（図－３）
　浸水実績は、過去の浸水被害の発生戸数、頻度等を考
慮し、浸水危険度は、ハザードマップ作成時の浸水シミ
ュレーション結果を活用し、豪雨時における浸水による
危険度を考慮しています。
　また、都市機能が集積している地域では、被害発生時
の影響度を考慮し、他の地域より重点地区への選定優先
度を高め、商業・業務、交通機能への影響を最小限に抑
えられるよう対策を進めていきます。
　当面はリニア中央新幹線開業を控え、関連のまちづく
り事業等が予定されている名古屋駅周辺地域において、
河川・下水道等が連携し、集中的に整備を推進します。
　具体的には、堀川の河川整備のほか、下水道事業とし
ては、大規模な貯留施設である名古屋中央雨水調整池（内
径：5.75ｍ、延長：約５km、深さ約45～55ｍ、貯留量：
約104,000㎥）や広川ポンプ所（深さ：約65ｍ、排水量：
約13㎥/秒）等の整備を行います。また、まちづくりと
も連携を図りながら、これらの施設に雨水を集めるため

図－３　施設整備を推進する主な地区
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れる区域については、まちづくりに関する届け出制度を
活用し、居住や土地利用にあたっての災害リスクの周
知・啓発や情報提供を行います。また、過去の浸水実績
などの水害リスク情報を提供することで、市民や事業者
による大雨に強い建物づくりや地下空間への浸水対策を
図ります。
　「防災情報の普及・啓発等」は、防災の基本となる「自
助」「共助」の考え方に基づき防災情報の周知を図るほ
か、水防訓練等を通して水害リスクに対する意識を高め
ることで、避難の促進を図ることとしています。当面は、
想定最大規模降雨を対象としたハザードマップの作成や
水位周知下水道の指定に向けた検討などを進めていく予
定です。

４．おわりに

　令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨など、近年は
降雨が集中化、激甚化し、全国各地で甚大な被害が発生
しています。国からは、このような気候変動による水害
リスクの増大に備えるためには、河川管理者や下水道に
よる治水に加え、あらゆる関係者により流域全体で対策
を行う「流域治水」への転換が必要であることが示され
ています。
　今後は、流域治水プロジェクトへの参画など、国や河
川管理者、防災部局、都市計画部局などと連携を図りな
がら治水対策を推進し、“ともにつくる　大雨に強いまち　
なごや”の実現を目指していきます。

の施設整備をあわせて進めることで、整備効果を早期に
最大限発揮させることを目指します。

（３）雨水流出抑制の推進
　本計画では、総合的な浸水対策の一つとして、「自助」

「共助」の取り組みを掲げており、その一つである「雨水
流出抑制」については、施設整備を補完する施策として
大変有効であるため、より一層雨水流出抑制の推進を図
っていくこととしています。雨水流出抑制については、
従来から全庁的な会議を組織しており、市の施設におけ
る雨水流出抑制施設の設置や、市民・事業者への普及・
啓発などの取り組みを行ってきました。特に、市民及び
事業者に対しては、まずは広く知っていただくことが大
切と考え、各種イベントなどで、普及・啓発を行ってい
ます。しかし、一般住宅における雨水流出抑制施設の設
置は依然として低い状況であり、より効率的で効果のあ
る普及・啓発が必要であることから、令和元年度より住
宅展示場での普及・啓発を行うこととしました。
　本市は引き続き、雨水流出抑制について広く知ってい
ただくために、市民の皆様をはじめ、建築関係団体や排
水設備業者など施設をつくる側に対しても普及・啓発に
努めるとともに、今後は市全体で市民や事業者が雨水流
出抑制に取り組むための仕組み作りや、取組に対するイ
ンセンティブの検討を進めていきます。

（４）土地利用・住まい方と防災情報の普及・啓発等
　「土地利用・住まい方」は、一定の災害リスクが想定さ
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でしたが、自らのこぎりを入れて、泣く泣く細かく切り
分け、１階地上へと何度も往復して運び出しました。
　９月５日の夕食では、家族みんなで、台風被害の甚大
さを話しました。近所で停電があり、停電への備えが必
要だよねと話して眠りにつきましたが、その日の深夜に
地震に襲われるとは、この時点では思いもよりませんで
した。

（２）北海道胆振東部地震の当日
　台風一過の未明、2018年９月６日木曜日３時７分に北
海道胆振東部地震が起こりました。日本発の大規模停電
“ブラックアウト”が発生し、この言葉は、瞬く間に全国
に広まりました。
　多くのインフラの中でも、電力がまず初めに復旧する
だろうと思っておりましたが、わたくしの家の周りは、
結局９月８日土曜日21時まで停電が続きました。
　災害の備えの中でも、大容量バッテリーや発電機まで
を準備されていた方は、ほとんどいなかったと思います。
このため、電力の確保に苦労しました。発災時には、ま
ず情報収集が重要です。情報収集のためにスマホを活用
していましたが、モバイルバッテリーにより使用を継続
しつつも、結局は携帯基地局の非常電源が数時間で失わ

１．はじめに

　わたくしは、株式会社ドーコン　都市・地域事業本部
都市環境部長　吉田卓史と申します。今回、“思い返して
みると”と題しまして、寄稿させていただきます。
　日本は、地震、台風、豪雨、豪雪など、さまざまな自
然災害に見舞られることが多い国です。
　2020年６月に世界ランク１位となったスーパーコンピ
ュータ富岳を活用した地球シミュレータにより、これら
の自然災害の予測精度はどんどん上がってゆくものと思
いますが、まだまだ予測できない事象も多く、そして、
これらは突然襲い掛かり、途方もない確率の中で、連続
して起こることもあるのです。
　わたくしが業務の拠点をおく北海道では、2018年９月
５日未明、暴風雨を伴う台風が上陸し、翌日2018年９月
６日未明、北海道胆振東部地震が発生と、自然災害が連
続で発生しました。
　また、自然災害だけでなく、最近のコロナ禍における
業務の継続性などを考察し、仕事、健康について、今に
なって思い返してみたことを、つらつらと思いのまま、
綴らせていただきます。

２．災害・コロナ禍・仕事・健康

（１）北海道胆振東部地震前夜の台風
　地震の前日である2018年９月５日水曜日３時頃に、台
風21号が北海道近くを通過し、凄まじい暴風が吹き荒れ
ました。
　わたくしの家の周りにある街路樹は倒木し、一部では
停電が発生しました。札幌市での最大瞬間風速は30ｍを
超えました。
　わたくし自身の被害は、自宅の車庫上にこしらえた
30m2のテラスが、柵ごと吹き飛ばされました。運よく自
分の敷地内に柵などの残骸が落下したため、隣接する住
宅地への被害は食い止めることができました。
　未明での出来事でしたので、その日は休暇をもらい、
テラスの残骸処理に時間を費やしました。無残な形にな
ったテラスの残骸を、車庫上から１階に運び出すため、
解体する必要がありました。とてもお気に入りのテラス

思い返してみると、

災害 コロナ禍 仕事 健康

株式会社ドーコン／都市・地域事業本部／都市環境部／部長　吉田卓史

会員寄稿

写真－１　近所の街路樹倒木
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れ、通じなくなりました。そのうち、モバイルバッテリ
ーも限界を迎えます。
　そこで活躍したのが、自家用車です。自動車からコン
セントに出力させる変換機は常備していましたので、こ
ちらを活用して、電池の充電、スマホの充電を行いまし
た。車には地デジを積んでいるため情報収集も可能でし
た。このことを思いつくのに半日費やしました。
　その後、車の活用が進むと、どうしてもガソリンの確
保が大きな課題となります。ガソリンスタンドでは、ガ
ソリンを買い求める車で長蛇の列が形成され、公平に行
き渡るよう１台あたりの販売量が限定されていました。
満タンにすべく、１日がかりでガソリンスタンドを転々
としたことが思い出されます。
　ブラックアウトの夜は、電池式ライトを照らし、家族
全員が居間に集合して、食事、雑魚寝をしました。
　振り返ると、ぞっとするのですが、これが冬だった場
合です。オール電化の暖房は当然機能しませんが、北海
道では、灯油やガスを使った集中暖房システムを採用し
ている場合もあり、これが厄介なのですが、電力がない
と起動せず、室内を温めることができません。
　このことを教訓に、2019年４月に、さっそく、木造17
畳（居間相当の広さ）を温めることができて、電池で点
火できる灯油暖房器具を購入しました。
　北海道では、灯油タンクが常設されている場合が多い
ので、この燃料の備蓄と、電池式・可搬式の暖房器具が
あれば、停電時でも安心して暖をとれますので、ひとつ
安心が増えました。
　さて、ブラックアウトの初夜のことです。とても大変
な夜でしたが、とっておきの贈り物がありました。９月
６日の夜は月の影響もなく、見上げた星空の、なんと綺
麗なことか。自宅で、あれほどの星を見ることができる
など、思いもよりませんでした。大変な災害でしたが、
素晴らしい体験をすることができました。

（３）仕事の継続性
　大規模災害が起こったとき、業務をどのように継続す
ることができるのでしょうか。まずは、業務を行う空間
が必要です。昨今のコロナ禍では、テレワークなどの活
用も増えて、在宅勤務という手もありますので、必ずし
も１拠点に集まって仕事をすることが条件でもなさそう
です。各企業の人的資源、ネットワーク機能を駆使して、
早期に業務再開を行い、業務の継続性を維持することが
重要です。需要なキーワード列記してみました。
　・�人的資源、仕事をする仲間（社員、出向、派遣）
　・ 仲間が集まり仕事ができる業務拠点
　・ 拠点における業務設備の回復（出力のためのプリン

タ等複合機など）
　・ 分散した業務場所を結ぶためのサーバ・ネットワー

ク構築、通信ルータ・携帯電話の調達、配布
　・ 仕事PCと業務ソフトウエアの調達、業務効率化の

ためのハイパワーなPC・大型ディスプレイの確保
　・ データの一元管理、定期的なバックアップ、セキュ

リティ確保のためのVPN環境、アンチウィルスソフ
ト導入、コミュニケーションツールmail、zoom、
teams等の導入

　最低限、これらの環境があって、不自由なく仕事がで
きると思います。もし、これらの環境が失われたら、こ
れらをいち早く用意することが早期の業務再開につなが
ります。しかし、業務場所は、急には見つからないもの
です。はじめは、とにかく、狭くても皆が集まれる場所
を確保し、そこに集まればまずは再会できる拠点を確保
することが重要ですね。

（４）健康
　現在、わたくし50歳でございます。健康面からスポー
ツなど、体を動かすことが必要と思い、かねてから長距
離ウオーキング（10㎞程度）を週１ぐらいで行っており
ます。しかし、少し飽きてきまして、新しいスポーツに
チャレンジしたいと思った時、ふと頭の中にゴルフとい
う３文字がなぜか浮かびました。2018年５月から突如始
めております。
　ゴルフ練習場は、年中無休で、朝早くから夜遅くまで
営業してるんですね。札幌周辺では、冬はラウンドでき
ませんが、ゴルフ練習場であれば北海道の冬でも平日の
夜や休日の気が向いた時間に練習ができます。２千円、
300球、３～４時間。結構な運動になります。
　スポーツとして真剣に取り組み、練習場では300ｙ飛
ばせるようになりました。当面100切り目指して頑張り
ます。50歳過ぎてワクワクしております。（おわり）
　

写真－２　ブラックアウトの夜
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３．仙台駅周辺

　大学進学が決まり、初めて東北の地に足を踏み入れた
場所が仙台駅ですが、久々に訪れ、駅内の景色は昔と変
わりませんでした。仙台駅のステンドグラスが出迎えて
くれます。
　学生時代は携帯もなく、待ち合わせといえば、ステン
ドグラス前でした。ショッピング、飲み会、あるいはデ
ートなど、様々な場面で使われていたと思います。
　仙台駅周辺は大きく変わりました。仙台の都市開発に詳
しくはないのですが、以前は、ビルの展望台といえばSS30
という施設でした。今は、仙台駅に隣接されるアエルとい
う商業施設に、立地的にも取って代わったようです。
　折角なので、展望台に行ってきました。自粛期間のた
めなのか、そもそも高いところに昇る人が少ないのか、
人気が無く、一人になりたい、あるいは二人きりになり
たい人にお勧めのような気もします。展望台にはＪアラ
ート発動時には屋内に避難するよう張り紙もありまし
た。高層ビルの屋内に避難することに、どれだけの効果
があるのか分かりませんが、気を付けたいものです。
　このアエルの地上広場には四ツ谷用水をイメージした
水路があります。四ツ谷用水はかつての、市内水路網の
ようなものですが、都市化が進み、ほとんど痕跡が無く
なりつつあります。仙台には、この四ツ谷用水を愛して
やまない人たちが多く、研究会もあります。
　市内に住むことになりましたので、散歩がてら痕跡を
探してみたいと思います。

１．はじめに

　今年の４月より、異動により東北支部会員の仲間入り
をいたしました。勤務地は仙台市になります。
　私は仙台にある大学に進学したため、故郷を離れ、仙
台で暮らし、学生時代を過ごしました。
　久しぶりに仙台で暮らすことになり、自分のいるべき
場所に戻ってきたという感じがしており、感慨深いもの
があります。
　ところで、寄稿と聞き、テーマは自由となれば、東北
支部会員として、東北の様々なところを、自ら赴き、自
分で撮影した写真を掲載しつつご紹介したいところです
が、このご時世、外出を自粛しており、ままなりません。
仙台市内、あるいは近辺を、独自の視点で、あまり役に
立たない私の思い出と合わせて、ご紹介したいと思いま
す。水坤といえば、硬派な機関紙、このような内容でい
いのか分かりませんが、箸休めにご覧ください。（ちなみ
に原稿は、５月頃の作成です）

２．第二の故郷

　テーマを「第二の故郷」とさせていただきました。
　考えてみれば、大学での生活は、人生の中でわずか４
年程度、それなのに、故郷と呼んでしまいます。
　大学時代は、10代から20代へ、人生の中で成人という
大きな節目を迎えます。同じような志を持つ学友との出
会い、あるいは、生涯の伴侶となる人との出会いなどあ
るかもしれません。
　でも、それだけで、故郷にはなりません。首都圏の都
市部の大学に進学して、そこを第二の故郷と呼ぶかとい
えば、それは無いと思います。首都圏に住めば、やはり、
その場所はそのまま仕事先となります。終の棲家となる
方も多いでしょうが、故郷、しかも第二の故郷とは言わ
ないかと思います。
　地方都市の良さは、そこが帰る場所になり得るところ
かと思います。適度な都市としての機能、街の大きさ、
自然との近さがあります。
　大学時代をそのような場所である仙台で過ごせ、そし
て、その場所でまた過ごせることに感謝しています。

第二の故郷

株式会社 NJS ／仙台事務所／副所長　青木栄嗣

会員寄稿

写真－１　仙台駅ステンドグラス前
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４．広瀬川・名取川

　水坤らしく、水に関わる話を書こうとすると、どうし
ても仙台では広瀬川を外すことができません。
　広瀬川の風景は、弊社のパンフレットにも使われてい
ます。恐らくこの写真－２の風景です。

写真－２　広瀬川の風景

　広瀬川は街中をくねくねと流れ、川面に近づける場所
も多く、散歩、ジョギングに適し、市民に愛させる川と
なっています。今はローインパクトの考え方もあるので
河原で焚火をすることがどうかと思うところはあります
が、秋には河原で芋煮会をすることも多いです。
　仙台は杜の都とよく言いますが、杜には水が必要です。
この広瀬川があり、先に述べた四ツ谷用水のようなもの
もあり、本当は水の都なのだと思います。
　仙台には、もう一つ大きな河川、名取川があります。
　この名取川、広瀬川ほど人気が無いように思われます。
単純に市境にあり、気軽に遊び行かないですし、下流の
ほうは川幅が大きく、川面に近づくのが容易でなく、親
しみが湧かないからでしょうか。また、某有名歌手が広
瀬川の歌は歌っていますが、名取川の歌は無いと思いま
す。あるかもしれませんが、少なくとも私は知りません。
　ところで、ここでクイズです。名取川にあって、広瀬
川に無い、海に関するものは何でしょう？
　仙台っ子ならすぐに答えられるでしょう。
　正解は河口です。
　広瀬川は名取川に注いでいて、名取川水系の支川です。
当然、河口はありません。名取川からしたら、あいつは
俺の支川なのに、人気ばっかり出やがって、って感じで
しょうか。
　なんというか、名取川が不憫になってきました。そこ
で、名取川をアピールすべく、上流の秋保大滝、下流の
閖上漁港についてご紹介したいと思います。

（１）秋保大滝
　秋保大滝は名取川の上流、地元の人が２８６と呼ぶ秋
保街道を、途中、秋保温泉を通過し、その先の山奥にあ
ります。日本三大名瀑に数えられると聞いたことがあり
ますが、残る二つの滝がなんなのか分かりません。もし
かしたら、自称三大なのかもしれません。

　秋保大滝には思い出があります。とある休日、秋保大
滝にでも行こうかという話になり、ドライブをしたので
すが、その日は秋保街道を真っ直ぐ行くルートでなく、
広瀬川沿いの作並街道から途中、山道に入って、秋保温
泉の辺りに出るルートとしました。
　山道から秋保街道に出て右折すると、道路は妙に空い
ていて、近くのガソリンスタンドの人たちが日本の国旗
を振っていました。秋保温泉街入口の交差点で信号待ち
をしていると、秋保温泉街のほうから日本で最も高貴な
方々が乗っていると思われる車が連なり出てきました。
きっと交通規制を掻い潜って対向車線に出て、すれ違っ
てしまったのかもしれません。先頭車両にいた方の驚き
の表情と目線が今も忘れられません。

（２）閖上漁港
　閖上漁港は名取川の河口近くにあります。
　読めますか？みなさん。「ゆりあげ」と読みます。
　この「閖」という字は地方漢字・方言漢字です。伊達
家に由来する文字と聞いたことがあります。恐らく仙
台・名取近郊でしか使われていないと思います。
　この閖上漁港ですが、昔の面影は無くなりました。原
因はもちろん大震災です。今はお洒落な施設ができたみ
たいですが、訪れることができていません。
　その昔、閖上漁港では、日曜日に朝市があり、大変活
気がありました。駐車場のようなスペースに水揚げされ
た魚介類が並び、買い求めるお客さんで賑わっていたと
思います。市場と言えば屋台という感じで、浜辺焼を扱
う店が並んでいたと思います。
　学生の時に入っていたサークルが、総勢部員一桁、幽
霊部員が大半のあまり活動しない部でしたが、サークル
活動として何か企画することになり、当時結構行われて
いた夜間歩行をすることにしました。夜間歩くので、到
着時は朝になります。目的地をどうするか悩んでいたと
ころ、閖上漁港の朝市のラーメンがうまいという話とな
り、行き先が決まりました。
　あまり覚えていませんが、とにかく夜中に大学に集合、
幽霊部員もみな参加しました。水分補給に麦芽系清涼飲
料水などを飲みつつ、どうでもいい話をしながら、朝方、
閖上にたどり着き、へとへとになりながら魚介類の焼け
る香ばしいにおいとラーメンを堪能し、バスで爆睡し市
内へ帰ったと思います。いい思い出です。

５．おわりに

　結局、仙台駅周辺が大きく変わったことと、秋保大滝
と閖上漁港の話だけしか綴れませんでした。ほとんど出
かけていないので昔の話ができても、今を語れません。
　発刊される頃には、自粛ムードが解け、笑顔で暮らせ
出かけられる日々が来ることを願ってやみません。
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（１日目の予定）
　ダコタ・ハウス、リンカーン・センター、エンパイア・
ステートビル、タイムズスクエア
　
　ニューヨークシティ・パスをネットで予約購入してい
きました。
　ニューヨークシティ・パスは観光スポットの入場券を
まとめた冊子です。チケットを購入する手間がかからな
くて、優先的に入場できるとても便利なチケットです。
　エンパイア・ステートビルでチケットを交換して、展
望台へ。風が強かったのですが、ここから見る夜景の美
しさは格別でした。
　ニューヨークの代表的な場所といえば、タイムズスク
エア。24時前なのに電光看板やチケッツの階段をバック
に記念撮影する人たちで大混雑。着ぐるみの人がいて、
一緒に写真撮影するとチップを請求されると聞いていた
ので気を付けながら、私達も夢中で記念撮影しました。

（２）２日目
（２日目の予定）
　グッゲンハイム美術館、メトロポリタン美術館、５番
街・マディソン街

１．はじめに

　はじめまして。平成19年にサンエー設計株式会社に入
社し、13年目になります。
　今回の会員寄稿では、少し前になりますが平成29年８
月（４年前）に行ったニューヨークの旅行記を書かせて
いただきたいと思います。

２．準備

　なぜニューヨークに行くことになったのか？
　従兄がニューヨークに単身赴任しているのは叔母から
聞いて知っていました。久々に会う機会があり「いつで
も遊びにおいで」と。
　早速、一緒に行く従姉と日程調整し８月11日～17日で
往復の航空券を手配しました。もう５月中旬、飛行機の
残席があと７席でギリギリでした。
　限られた時間で効率よく観光したい。２ヵ月ほぼ毎週
会ってプランを考えました。
　行きたいところ、食べたいものがたくさんあり過ぎて、
欲張りすぎプランになってしまいましたが果たしてプラ
ンどおりになるのでしょうか？

３．出国～帰国まで

（１）１日目
　高松空港－羽田空港－ジョン・Fケネディ国際空港
　久々の海外旅行で興奮状態です。
　従兄から時差ボケになるから、ちゃんと寝るように言
われていたのに、あまり眠れなかった。時差ボケとの戦
いが始まりました。
　入国審査がとても混んでいて入国に１時間以上かか
り、ようやく無事に入国です。
　従兄が車で迎えに来てくれたので昼食をして家に直
行、荷物を置いて観光に出発です。
　明日（２日目）からは、仕事があるので二人で観光す
るように言われ、家からのバス・地下鉄の乗り方を教え
てもらいました。一緒に観光してくれるかも？と少し期
待をしていたのですが、期待が外れてしまいました。

はじめてのニューヨーク

サンエー設計株式会社／総務部　桑島由紀子

会員寄稿

写真－１　ダコタ・ハウス
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写真－２　メトロポリタン美術館

写真－３　グッゲンハイム美術館

　
　少し不安ですが、今日から２人で観光です。
　早速、困った事態が発生しました。前日にメトロカー
ド（７日間乗り放題）を購入していたのですが、私のカ
ードだけが読み取らない・・・従姉は先に改札を通って
私には気付かずに行ってしまいました。焦っていると、
私がいないことに気付き戻ってきてくれて、なんとかカ
ードも交換してもらえました。
　グッゲンハイム美術館は、独創的な建物が見たかった。
内部は美しいらせん状になっていて、まず最上階まで上
がり降りながら展示スペースを鑑賞できるようになって
います。不思議な空間でした。
　メトロポリタン美術館は、広すぎるのと時間が限られ
たので、全て回るのは厳しかった。エジプト美術とヨー
ロッパ絵画を中心に鑑賞しました。�
　５番街・マディソン街は有名ブランド店やブティック
が軒を連ねている。ほぼウインドーショッピングで街並
みを散策。

（３）３日目
（３日目の予定）
　セント・パトリック教会、ロックフェラー・センター

（予定変更）→ウッドベリーコモンアウトレット、オフ・
ブロードウェイ（ブルーマン）
　
　従兄が休みで、郊外にあるアウトレットモールに連れ
て行ってくれることになりました。予定変更です。
　ブルーマンの14時～チケットを予約購入していたの
で、午前中しか時間がない。朝早くからの出発です。ア
ウトレットモールに行き午前中だけの買い物、広すぎて
時間が全く足りなのです。もう一度ゆっくり行きたかっ
たので、最終日に予定変更して行くことにしました。
　またまたハプニングです。下車する駅を間違ったり、
道に迷ったりで、ブルーマンの開演時間を過ぎてしまい
ました。せっかくポンチョ席（前方の席には色々な物が
飛んでくるので、それを防ぐためにポンチョを被る）を
とったのに20～30分くらい遅刻です。入場させてもらえ
ましたが、最初から見たかった。

（４）４日目
（４日目の予定）
　イントレピッド海上航空宇宙博物館、タイムズスクエ
ア、自由の女神、チャージング・ブル、トリニティ教会、
ワールド・トレード・センター跡地
　
　今日も予定を詰め込みました。全部、回れるのか？心
配でしたが、なんとか回れました。
　イントレピッド海上航空宇宙博物館は、ハドソン川の
桟橋に航空母艦が停泊。日本ではあまり見ることのでき
ないスケールの大きな戦闘機、コンコルド、潜水艦、ス
ペースシャトルなど展示されています。
　もう一度、日中にタイムズスクエアで記念撮影して、

写真－４　自由の女神
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自由の女神へ。フェリーに乗って間近まで行きました。
自由の女神の中には入りませんでしたが、リバティ島を
満喫しました。
　チャージング・ブル、トリニティ教会は記念撮影して、
ワールド・トレード・センター跡地に行きました。ツイ
ンタワーの跡地には、メモリアルプールがあり、壁面は
滝のように水が流れていた。当時、テレビ等で状況は見
て知っていましたが、実際に来ると見るのがつらい。心
が締め付けられるようでした。

（５）５日目
（５日目の予定）
　ブルックリン・ブリッジ（予定変更）→ウッドベリー
コモンアウトレット
　
　ブルックリン・ブリッジを歩いて渡って、ブルックリ
ンの街を散策したかったのですが、予定変更で３日目に
消化不良だったアウトレットモールで一日過ごしまし
た。
　200店舗以上のブランドが出店している巨大アウトレ
ットモールです。敷地内には買い物に疲れた方が座れる

ようにお店の間の通路に、ベンチを置いてあります。フ
ードコート・レストランもたくさんあるので、一日楽し
く過ごせました。

（６）６日目
　朝からバタバタと帰国の準備、13：25JFK発です。
　従兄に空港まで送ってもらい、お別れです。
　帰りの飛行機では、電池が切れたように眠りました。
食事以外はほぼ寝ていたような気がします。

４．おわりに

　今回の寄稿にあたり、楽しかった旅行を思い出し振り
返ることができました。
　ニューヨークは歴史的な建物と超高層ビルが入り混じ
った魅力あふれる街でした。
　思っていた以上に見所が多いので、時間が全く足りず
駆け足で観光しましたが、今度はゆっくりと、もう少し
長く滞在したい。いつになるか分かりませんが、またも
う一度、訪ねてみたい街になりました。
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連計画のことを勉強したことで、翌年度以降の経営戦略
業務にも活かすことができたので、１年目で携わってよ
かったと今では強く思います。
　「財政計画」では、使用料対象経費に対して下水道使用
料収入が足りているかを始めに確認しました。近年、人
口減少が問題となっていることは知っていたのですが、
あまりの不足額の多さに驚いたのを今でも覚えていま
す。収入を増やすためには、下水道使用料単価を上げる
ことが手っ取り早いですが、住民の方達に十分に理解し
てもらう必要があります。このため、長期的に見ると不
足額が減少していくような使用料単価を複数設定し、財
政収支の将来予測を実施しました。
　結果として、一つのシナリオが業務成果として採用さ
れ、自分が提案した検討案が業務の成果品となることが
とても嬉しかったのと、１年目ながら手応えを感じるこ
とができました。また、入社前は、下水道の経営に関わ
る仕事を行うとは思っていなかったこともあり、とても
印象に残った業務でした。

（２）地方公営企業会計移行支援業務
　地方公営企業会計移行支援業務は、４年間の継続業務
で、私が入社１年目の時に携わり、業務が完了したのは、
入社４年目の時でした。地方公営企業会計移行支援業務
では、主に「固定資産調査・評価」と「移行事務支援」
を行います。４年間のうち作業期間が一番長いのが固定
資産調査・評価で、自治体が保有している下水道資産を
全て整理しなくてはいけないため、どのような下水道資
産があるのか調べながら業務を行いました。設計書や完
成図書等の書類を参考にして、資産調査を行うのですが、
当時は、各図書の見方が分からずに作業が滞ってしまう
ときもありました。そのような時は、先輩や上司の方達
に教えてもらい、業務を無事進めていくことができまし
た。また、この時、溜め込まないで分からないことは、
先輩や上司の方達に質問した方がよいと強く思いまし
た。当然、よく理解しようとしないで、質問してはいけ
ないと思いますが、ある程度理解しようとしても分から
なかったことに関しては、業務が滞り、全体の工程に影
響が出てしまうため、素直に教えてもらうことが大切だ
と思いました。

１．はじめに

　私は、宮城県岩沼市に生まれ、高校卒業後は東北学院
大学工学部環境建設工学科に進学しました。大学での下
水道工学の講義をきっかけに、私達の生活に必要不可欠
な下水道分野に興味を持ち、卒業後、株式会社NJSに入
社しました。勤務先は札幌で、初めての場所と分からな
いことばかりの毎日でしたが、先輩や上司の方々の支え
もあって現在入社５年目となります。
　入社してからこれまで、下水道計画の仕事を主に担当
し、「全体計画策定業務」、「経営戦略策定業務」、「ストッ
クマネジメント計画策定業務」、「下水道BCP策定業務」、
「地方公営企業会計移行支援業務」等の様々な業務を経験
してきました。
　今回は、今まで経験した業務の中でも特に印象に残っ
ている「経営戦略策定業務」、「地方公営企業会計移行支
援業務」、「ストックマネジメント計画策定業務」につい
てご紹介いたします。

２．私の仕事

（１）経営戦略策定業務
　経営戦略策定業務は、私が入社１年目の時に初めて経
験した業務でした。経営戦略とは、下水道事業が将来に
渡って、安定的に事業を継続していくための中長期的な
経営計画を策定するもので、経営計画の構成は、新たに
設備投資を行うための「投資計画」と、投資計画を実現
可能にするための「財政計画」から成り立ちます。当時
は入社して間もなかったこともあり、管路の設計や処理
場設備の設計等の仕事がほとんどなのかなと思っており
ましたので、少し驚きがありました。
　経営戦略では、今後10年間の「投資計画」及び「財政
計画」を策定するのですが、入社１年目だったこともあ
り、自分が策定した計画が自治体の下水道事業の一つの
計画になることに、若干の不安がありました。「投資計
画」については、今後10年間に関わる費用を関連計画
（ストックマネジメント計画等）も参考にして算出するの
ですが、当時は、どのような関連計画があるかも分から
なかったため、とても苦労しました。ですが、この時関

私の仕事（若手職員のレポート）

株式会社 NJS ／東部支社／札幌事務所　千葉　颯
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　この業務では、固定資産調査・評価データを他社の会
計システムに取り込むところまでを行いましたが、シス
テム会社も含めて初めて３者協議を経験しました。他の
業務では、基本的に自治体との２者協議であるため、３
者協議での話の進め方や作成する資料の形式等、普段と
異なることに苦労したのを覚えています。また、３者協
議は本業務の３年目に初めて実施したのですが、今思え
ばもっと早く行うべきだったと思っています。固定資産
調査・評価の結果が変わるようなことはなかったのです
が、細かい修正は発生してしまったため、早くに３者協
議を行い、業務内容について詰めるべきだったと今更な
がら強く思います。
　この業務は、４年間の継続業務であったこともあり、
遅延なく、計画的に業務を進めることの大切さを強く実
感しました。

（３）ストックマネジメント計画策定業務
　ストックマネジメント計画策定業務は、私が入社２年
目の時に携わった業務でした。ストックマネジメントと
は、長期的な視点で下水道施設全体の老朽化の進展状況
を考慮し、リスク評価等による優先順位付けを行った上
で、下水道施設の点検・調査を行い、故障や異常があっ
た際に改築・更新を行う一連の事業を指します。このス
トックマネジメント計画に土木担当者と管渠担当者とし
て携わりました。
　本業務では土木担当者として、全ての工種（土木、建
築、建築電気、建築機械、機械、電気）の取りまとめを
行いました。社内で他工種の作業を取りまとめることが
初めてであったため、「工程管理」が特に苦労しました。
全工種がある程度足並み揃えて作業しなければ、設計協
議にも行けないため、一つの工種の作業に遅延があれば、
工程も遅れることになってしまいます。そのため、全工
種の担当者が業務工程に対し共通の認識を持っていただ
けるように、こまめに作業の連絡を行い、後はできるだ
け直接話してお願いするように心がけました。他業務と
の兼ね合いもあり、交渉が難航することもありますが、
やはり直接話してお願いした方がお互いに意思疎通が図
れ、仕事も円滑に進むと強く思いました。
　この業務では、初めて他工種の取りまとめを行ったた
め、作業をお願いする側の難しさや、自分がお願いした
いことを不足なく伝えるために工夫することの大切さを
勉強することができ、今後の業務のためにもとてもよい
経験となりました。

３．仕事以外の活動

　レクリエーション同好会の活動について少しご紹介し
ます。私は元々、学生時代テニスとハンドボールをして
いたため、社会人になっても運動をしたいと思い、積極

的にいろいろな行事に参加しています。特に社会人にな
ると身体を動かすことが少なくなるため、気分転換とダ
イエットのために社内同好会の活動の中でも、スポーツ
系の行事には積極的に参加するようにしています。現在
の目標は今年度中に体重を10kg落とすことです。

４．おわりに

　今振り返ると、入社してからあっという間の４年間で
した。入社した頃は、右も左も分からず毎日不安な気持
ちと、新しい仕事に対する期待の気持ちが入り混じって
いたのを鮮明に覚えています。また、この業界は、年々
新しい制度やマニュアル等が策定され、新規の仕事も増
えていき、毎日が勉強で分からないことや、時には辛い
ことも多々ありました。ただ、それでも仕事を続けてこ
られたのは、先輩や上司の方、そして職場の方々の助け
があったからだと思います。特に入社４年目の時には、
とても優秀で頑張り屋さんの後輩もできて、強すぎる刺
激を与えてもらっています。これからも、分からないこ
とや辛いことが多々ある社会人生活かと思いますが、何
事にも前向きに取り組むことを大切にして、日々頑張っ
ていきたいと思います。

写真－１　ソフトボール大会の写真

写真－２　ラッキーピエロ（函館）のダブルカツ丼
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地方自治体等は下水道の整備を行います。
　その理由として、下水道は、地方自治体等が予算を投
じて整備・維持管理していく施設であることが挙げられ
ます。投じる予算の基は国民や住民の税金なので、下水
道の整備や維持管理は、住民の意見・要望を踏まえつつ、
無駄の無いように行う必要があります。このため、実際
の整備を行う前に、下水道の整備に関する適切な事業計
画を定めて整備を行うことになっています。事業計画の
内容については、都道府県等と協議を行い、適切である
と認められることで策定されます。なお、事業計画の内
容を現実的なものとしつつ、社会情勢等の変化に対応で
きるよう、事業計画の実施期間は、原則として５年から
７年の間で設定することになっており、もしその内容に
重大な変更がある場合には、事業計画を見直します。実
施期間が終了する場合は、次の実施期間の整備に関する
事業計画を策定し、継続的に整備を行います。
　また、汚水処理に関しては、自治体の枠を超えた広い
範囲で水質を保全するため、汚水を処理する施設ごとの
汚水処理の目標を定めた流域別下水道整備総合計画が、
都道府県により策定されています。事業計画の内容は、
水質保全の観点から、この流域別下水道整備総合計画で
定められた内容と整合を図る必要があります。その他に
も、都市計画等の各種計画と整合を図る必要があり、事
業計画がこれらの条件を満たしているか、都道府県等と
の協議を通じて確認します。

（３）下水道事業計画の内容
　事業計画の主な内容は、事業計画の対象区域の設定や、
その区域から排出される汚水や汚水に含まれる物質の量
の推定、それらを収集して処理するための施設の規模や
方式の設定等です。今回は、汚水処理の事業計画に関し
て、既に策定されている事業計画を見直す場合について
記載します。
　まず、変更する事業計画の現在の内容、事業計画の対
象区域の社会情勢、今後の整備方針等を、顧客との協議
や資料収集等を通じて把握し、事業計画の対象区域を設
定します。
　次に、事業計画の対象区域から発生する汚水の量を推
定します。基本的に、排出される汚水の多くは一般家庭

１．はじめに

　岡山県に生まれた私は、県内の普通科高校を卒業後、
大学進学を機に現在の勤務先がある香川県へ生活の場を
移すことになりました。その後、在学中にご縁のあった
サンエー設計株式会社へ平成27年度に入社し、現在に至
ります。この度、「私の仕事」というテーマで本稿を執筆
させていただくことになりましたので、私がこれまで行
ってきた仕事の内容を紹介させていただきます。

２．私の仕事

（１）下水道について
　私の勤めるサンエー設計株式会社は、主に下水道の調
査、計画、設計、施工管理を請け負う建設コンサルタン
ト会社です。公共工事に関係する業務が多いので、県内
の地方自治体が主な顧客になります。
　下水道は、日常生活や社会活動の際に発生する汚水の
処理や、雨水の排除を行う公共施設で、公共用水域の水
質保全や浸水防除の役割を担っています。基本的には地
下に設置されているため、日常でその存在を感じること
は少ないと思います。しかし、下水道が使用できなけれ
ば、トイレが流せない等の問題が発生するため、社会生
活において重要な施設であると言えます。

（２）下水道計画について
　下水道に携わる仕事は多岐にわたっており、弊社が請
け負っている業務以外にも、施工や維持管理等がありま
す。また、下水道と一口に言っても、汚水を収集する管
やマンホールだけでなく、汚水を処理する浄化センター
や、汚水または雨水を圧力によって送るポンプ場等の施
設もあり、それぞれに関係する仕事があります。
　その中で私が入社以来携わってきた仕事は、下水道の
計画に関する業務です。下水道の計画にもいくつか種類
がありますが、最も多く携わったのは、下水道の事業計
画の変更に関する業務です。
　下水道の事業計画とは、下水道の整備の実施計画で、
基本的には策定年から７年の間に整備予定の区域や施設
を設定します。この事業計画で設定した内容に基づき、

私の仕事（若手職員のレポート）

サンエー設計株式会社／設計部　石井　裕　
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から排出される生活排水です。これについては、一人の
人が一日に排出する汚水の量を推定し、対象区域内の全
員が同量の汚水を排出すると仮定して設定します。一方
で、生活排水とは別の汚水として、サービス業等の事業
所や、各種工場等から排出される汚水に関しても別途設
定します。加えて、多量の汚水を排出する施設がないか
等を確認し、該当施設があれば個別に排水量を設定する
場合もあります。これらをまとめることで、事業計画の
対象区域から排出される汚水の量を設定します。
　その次に、対象区域から排出される汚水に含まれる、
浄化センターで処理するべき物質の量を推定します。こ
れも、計画の策定方針を定めた指針や実績等を参考に、
一般家庭の生活排水や、事業所、工場等の施設の排水ご
とに推計し、まとめます。なお、設定するのは、浄化セ
ンターに流入する物質の総量（負荷量）や、一定量の汚
水に含まれる物質の量（水質）等です。これらは、浄化
センターの処理方式や処理能力を、周辺の水質を保全で
きるように設定する上での、重要な要素になります。
　また、排出される汚水の量を基に、汚水を収集するた
めの管及びマンホールのサイズや配置等を設定します。
なお、下水道の管は、基本的に勾配を持たせて設置し、
傾斜によって汚水が流れていくように整備するため、設
置した管の中を汚水が滞りなく流下するように、埋設位
置も設定します。そのため、地形や土地の起伏、地下の
埋設物等を調査する必要があります。なお、地形的な理
由で地中深くに管を埋設しなければならない場合は、ポ
ンプを設置し、圧力で汚水を送ることを検討します。
　他にも、施設の整備及び維持管理等にかかる金額の推
定や、浄化センターで汚水を処理した際に発生する汚泥
の活用の方針、維持管理の方針等も検討し、定めます。
加えて、実施計画には、図面を用いて示す内容もあるた
め、図面の作成も行います。事業計画は、上記の内容等
をまとめることで作成され、その内容について都道府県
等と協議を行い、問題ないと認められることで策定され
ます。なお、これらの工程を行うには、基本的に年単位
の期間を要するので、事業計画の変更は長期にわたって
行う仕事です。

３．近年の下水道の動向

　現在、日本全国の約８割の人が、下水道施設の利用が

可能な状態になっており、下水道以外の処理施設・設備
も合わせると、約９割の人が汚水を処理できる施設の利
用が可能な環境にあります。同時に、整備した施設の老
朽化が進んでおり、管の老朽化に起因する道路の陥没事
故等が発生し、問題になっています。このため、下水道
の整備に重点を置く時代から、改築や更新を含めた維持
管理に重点を置く時代に移ったと言われています。
　一方で、様々な事情から下水道の整備が遅れている地
域も存在し、汚水処理に関する地域格差があるとされて
います。私が仕事で関わる中にも、今後しばらくは下水
道の整備に重点を置く必要がある地域があります。
　それだけでなく、近年は大規模な地震災害や豪雨災害
が発生しており、管渠の損壊や液状化によるマンホール
の浮上、浄化センターの水没等の被害を受け、それによ
り下水道が使用できなくなる問題が発生しました。その
ため、施設の耐震化や液状化対策、浸水対策を行ってい
く必要性も出てきています。
　しかし、全国的に人口が減少傾向にあること等から、
税収や下水道使用料金収入が減少し、地方自治体の財政
状況は厳しい状況が続くことが予想されます。そのため、
近傍の処理施設を統合する等、効率的で効果的な下水道
の管理・運営を行う必要があります。

４．おわりに

　ここまで、私の仕事について紹介してきましたが、そ
の内容である下水道を取り巻く環境は、楽観できない状
況です。このような中で、今後の仕事では、顧客の様々
な要望に可能な限り応えていくことが要求されると考え
ています。
　しかし、私の現状は、頻繁に発生する想定外の作業や
問題に手を焼き、それが原因で作業工程の管理に頭を悩
ませる日々が続いています。まだまだ一人前とは程遠い
ので、今後も日々勉強し、精進していかなければならな
いと感じています。そして、ゆくゆくは会社の先輩方の
様に、しっかりと業務をこなせるようになりたいです。
　最後になりますが、ここまでお読みいただき有難うご
ざいます。これを機に、是非とも下水道に興味を持って
いただければと思います。
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　給水人口が100人以下には水道が無いのかとなります
が、これは法的な事であって、給水人口が100人以下の
場合は「飲料水供給施設」と言い、水道法にあたらない
だけであり、地域の組合運営で行っている場合が多いで
す。また、事業体によっては水道事業として運営してい
る所もあります。
　現在（平成31年３月31日）、上水道事業数は1,330事業
で１億2,139万人に、簡易水道事業は3,208事業で220万
人に給水しています。水道の普及率は98％となっていま
す。

（２）浄水処理方式
　飲み水はどのようにして作られているのか簡単に説明
します。浄水処理方式には、「消毒のみの方式」、「緩速ろ
過方式」、「急速ろ過方式」、「膜ろ過方式」、さらに「高度
浄水処理」及びその他の処理を付加したものがあります。
【消毒のみの方式】
　消毒のみの方式は、地下水を水源としている場合に多
く用いられる方式であります。一般的に地下水の水質は
良好であるので塩素滅菌のみで給水されている場合が多
です。水道法では水道水は塩素消毒をすることとなって
います。しかし、地下水は土壌の特性や地表面からの汚
染の影響を受けやすく、鉄・マンガン、硝酸態窒素、ト
リクロロエチレン等が含まれている場合には、その処理
が必要となります。
【緩速ろ過】
　緩速ろ過方式は、原水が砂層をゆっくりとした速度で
通過することにより、砂層表面や砂層に増殖した微生物
群によって、水中の浮遊物質や溶解性物質を補足、酸化
分解する作用に依存した浄水方法であります。
　この方法は伏流水などの比較的良好な原水に適する方
法で、生物の機能を阻害しなければ、水中の懸濁物質や
細菌等の浮遊物質を除去できます。また、アンモニア態
窒素、鉄、マンガン、臭気、合成洗剤、フェノール等の
溶解性物質もある限度内であれば取り除くことができま
す。原水の水質が良好で濁度も10度以下の場合に採用さ
れます。
【急速ろ過方式】
　急速ろ過方式は、原水中の粘性土、細菌、藻類等の懸

１．はじめに

　私は昭和57年に日本水工設計株式会社に入社し、今年
で38年目となりました。仕事は上水道一本でいわゆる

「水道屋」で、計画業務から実施設計まで水道事業に関す
る業務を行ってきました。入社当時は水道に関する知識
はほとんどなく、町中の配水管が埋設されているな。浄
水場で飲み水を作っているな。程度の認識しかありませ
んでした。埋設配管がどんな口径で材質は何かなんて考
えたこともなく、また、浄水場でどんな浄水処理を行っ
て飲料水にしているのかも考えたこともありませんでし
た。蛇口をひねれば飲み水が出てくる事が当たり前と思
っていました。
　こんな私ですが、水道に関わってきた38年間を振り返
ってみたいと思います。

２．水道事業

　入社当時の水道の普及率はすでに90％を超えてどこで
も当たり前に水道を利用することが出来ていましたが、
まだまだ拡張時期で、給水人口、給水量は右肩上がりの
計画をしていました。
　今では縮小方向に進んでいますが、当時は財政的にも
余裕があったのか、また、安定供給のための安全性を確
保するために、施設的に余裕を持たせた計画をしていま
した。

（１）水道事業とは
　水道事業について簡単に説明します。
　水道とは水道法によって決められており、水道事業は
給水人口が101人以上に水道により水を供給する事業で
す。
　このうち給水人口が101人以上5,000人未満に給水する
事業を「簡易水道事業」と言います。給水人口5,001人以
上に給水する事業を「上水道事業」と言います。
　簡易水道と言うと、名称から簡単な水道施設のような
感じに受け止められますが、給水人口によって事業名が
違うだけで、水道（水質）について何ら変わりはありま
せん。

私が関わった水道について

日本水工設計 株式会社／大阪支社／顧問　矢神洋一

ベテラン技術者に聴く
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濁物質を薬品によって凝集してフロックとし、沈殿池で
沈降分離した後、急速ろ過池で、粒状層に比較的早い流
速で水を通し、ろ材への付着と、ろ層での振り分けによ
って濁質を除去する方法であります。高濁度原水にも対
処できますので、多くの浄水場で使われている方式です。
【膜ろ過方式】
　膜ろ過方式は、膜をろ材として水を通し、原水中の懸
濁物質やコロイドなどの不純物質を分離除去する方法で
す。膜の種類は除去対象物質の大きさから精密ろ過膜

（MF膜）、限外ろ過膜（UF膜）、ナノろ過膜（NF膜）に
分かれています。
　維持管理性の良さ、運転管理の容易性、施設規模が小
さくなるなどの利便性から、大規模浄水場での採用も増
えてきています。
【高度浄水処理】
　高度浄水処理とは、通常の浄水処理（沈殿＋ろ過）で
は取り除くことの出来ない、有機物やカビ臭等の溶解性
成分の除去を目的として、粉末活性炭処理、粒状活性炭
処理、オゾン処理、生物処理などの処理方式のことです。
水道水源の悪化に伴い、色々な組み合わせが行われてい
ます。

３．水道を取り巻く状況

　現在の水道は、普及率が98%を超える水準になり、水
質、水量、事業経営の安定性などの面において、高水準
の水道を実現し維持しています。
　しかし、2000年頃から、それまでの右肩上がりの人口
増加が終わり減少傾向となり、また、水需要の停滞・減
少により料金収入の増加が期待できなくなり、老朽化施
設の更新、災害時に対する施設の耐震化などの施設整備、
技術継承を含む安定的な技術基盤の確保、安定的な経営
を確保するための適切な水道料金の設定、安全でおいし
い水の供給に対する需要者のニーズの高まり、地球温暖
化対策など、様々な課題を抱えています。
　これらの課題に適切に対応していくため、水道事業者
等は地域の実情を踏まえつつ広域化を進めていくととも
に、官官、官民連携等によるそれぞれの長所を活用した
施設利用や事業活動等の面から、効率のよい水道への再
構築を図ることにより、運営基盤の強化を図ることが求
められています。
　このような状況のもと、「民間資金等の活用による公共
施設等の整備等の促進に関する法律」（PFI法）が平成11
年９月に施行されました。PFI法に基づく公共事業の実
施は、これまで国や地方公共団体等が実施していた公共
施設等の建設、維持管理、運営等を、民間の資金やノウ

ハウを活用して行う手法で、従来よりも効率的かつ効果
的に公共サービスを提供することを目指したものです。
　その後、平成14年４月に施行された改正水道法により、
水道事業における管理体制強化方策の一つとして、水道
の管理に関する技術上の業務を、水道事業者及び需要者
以外の第三者に委託できる制度（第三者委託）が創設さ
れました。
　水道事業経営における水道事業者相互間や水道事業者
と民間事業者間の連携の活用に関しては、PFI法、改正
水道法の他、改正地方自治法による指定管理者制度や、
地方独立行政法人法の制定等の制度の整備が進められた
ことなどにより、各水道事業者等は様々な連携形態を採
用できるようになり、それらを活用しながら運営基盤の
強化を図ることが出来るようになりました。平成23年６
月には、PFI法改正法が公布され、公共施設等運営権に
係る制度（コンセッション）の創設など、PFI制度が大
きく改正されました。

４．おわりに

　入社当時（昭和57年）はまだ、水道事業は事業体が運
営するものでありましたが、事業体の職員不足、経営基
盤の不安定性などから、官民連携による水道事業経営が
増えつつあります。
　また、私のようなコンサル会社でも作業環境が大きく
変わりました。現在のようにまだOA機器が十分に整備
されていなかったので、図面、構造計算、数量、設計書、
検討書など全ての業務は手書きで行っていました。
　今では、「パソコン」、「プリンター（プロッター）」、「コ
ピー」、「スキャナ」、などは、なくてはならない機器であ
り、これらがなかったら仕事が出来ないなどと混乱を起
こしてしまうことでしょう。
　この40年間の技術の進歩は凄まじいものがあります。
図面はA１のトレーシングペーパーに描くものだと思っ
ていましたので、パソコンで図面を描くなんて理解が出
来ませんでした。コンピューターの発展とともに、パソ
コンで図面を描くCADソフトも充実し、今では図面はパ
ソコンで描くのが当たり前になっています。
　構造計算関連のソフトも充実しており、計算条件を入
力すれば報告書の形で印刷できます。コンピューターの
発展で仕事の仕方も変わってきました。
　今後は、AI技術の進歩により、条件を示せば自動的に
検討書、報告書が作成できるようになるかもしれません。
水コンサルタントの役割も大きく変わっていくものと思
われます。
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でした。
　当時、村岡は、学生に建設コンサルタント業に興味を
持ってもらい、就職に結びつけないと、次世代の技術者
を育成し、技術継承していくことができないということ
に相当の危機感を持っていました。そして、この問題を
克服するには、長時間労働が当たり前と思われていたイ
メージを払拭し、この業界が働きやすく魅力的であり、
将来にも繋がることを知ってもらうことが必要だと結論
付けたのです。
　業界全体を動かすことは難しいですが、まずはわが社
が長時間労働の体質を変革することとし、休日出勤の禁
止、週ごとの残業時間の上限管理を厳密に実施し、例え、
年度末の繁忙期であっても20時45分には必ず退社するよ
う徹底しました。最初は、「時間が足りず、業務が完遂で
きない。」「チェックする時間が取れない。」などの悲鳴が
聞こえ、現場はかなりのプレッシャーの中で業務執行す
ることとなりました。どうしてもこの制限内では無理だ
という業務もあり、個別には、その理由や見通しを申告
した上で、上限時間を超えたケースも少しありましたが、
それでも、会社方針として、このルールを緩和すること
はありませんでした。むしろ、年数を重ねるごとに業務
改善や効率化が進んだことから、時間外労働の上限をさ
らに縮減し、現在では、繁忙期である12月から４月にお
いては45時間／月ですが、６月から10月はノー残業マン
スとして、顧客からの特別な要請のない限り、原則、時
間外労働０時間／月としています。
　こうして、職種にかかわらず、残業が少なくなった代
わりに生まれたプライベートな時間は、友人とのコミュ
ニケーションや家族サービスに使ってリフレッシュした
り、健康維持のため運動を行ったり、資格取得のための
勉強に充てたりすることで、ワークライフバランスに大
きく貢献しています。

（２）育児・介護を支援する独自の制度設計
　わが社は、令和２年４月１日現在で、社員数142名、う
ち女性社員38名で女性社員比率は26.8％です。技術者に
も女性が増えてきているとはいえ、まだまだ、男性中心
の企業と言えます。その中でも、出産を経て、育児休暇
を取得し、家庭と仕事を両立させながら勤続している女

１．はじめに

　世界的なパンデミックを招いた新型コロナウイルス
（COVID-19）感染症は、日本国内でも令和２年１月に初
例が公表された後、感染拡大を続け、４月７日、政府か
ら緊急事態宣言が発令され、日本中がこれまでに経験し
たことのない対応に追われました。
　わが社でも、大地震や大型台風などの自然災害への対
策は経験を積んできていますが、確立されたワクチンも
治療薬もない感染症にどう対応すべきか困惑しながら
も、役員、社員およびその家族を守るために一刻を争う
判断が求められ、日々の状況を見極めながら、全社一丸
となって感染予防と業務継続の両立を模索してきまし
た。
　５月25日、医療従事者や行政をはじめとする、感染症
との闘いの最前線に立たれる方々の想像を絶する努力、
休業要請に応じた企業の理解と協力、国民の辛抱強い自
粛生活の甲斐あって、緊急事態宣言は解除されるに至り
ました。現在も引き続き、感染防止策を講じながら、新
しい日常に移行しつつありますが、奇しくもこの度の
COVID-19の感染拡大をきっかけとして、平成31年４月
１日以降、推進されてきた働き方改革を今一段階、前進
させることになりそうだと感じています。
　わが社では、働き方改革関連法が整備される以前から、
一般事業主行動計画に基づいて様々な取り組みを進めて
きており、令和２年３月には、経済産業省が所管する「健
康経営優良法人2020」に認定されました。
　ここに、これまでの主な取り組みをご紹介するととも
に、今後、検討すべき新しい働き方についても触れてみ
たいと思います。

２．わが社の取り組み

（１）時間外労働の徹底した縮減
　わが社では、政府が「働き方改革」と称し、関連法を
整備し推進する以前より、具体的には、平成27年には時
間外労働の縮減に取り組み始めていました。これは、代
表取締役社長である村岡の経営判断としての方向転換だ
った訳ですが、その契機になったのは、採用活動の苦境

極東技工コンサルタントにおける

ワークライフバランスの実現に向けた取り組み

株式会社 極東技工コンサルタント／東京本社／総務部／次長　東中美保

働き方取り組み事例
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性社員が複数名います。また、現在、産前休暇中の者、
この秋には産前産後休暇から育児休業に入る予定の者も
います。
　会社としては、女性社員が長く勤められるように、育
児と仕事の両立を可能にする制度設計をしています。育
児休業期間や復職後の時間短縮勤務期間については、法
定の期間の範囲で管理規程を策定していますが、サポー
トしてもらえる親が近くにいるかどうか、配偶者の育児
参加がどの程度期待できるかなど、事情は様々です。そ
こで、本人の申し出により、時間短縮勤務の期間は、例
えば、養育する子が小学校に入るまでなど、柔軟に延長
しています。もちろん、男性社員もこれらの制度を利用
可能です。
　また、介護を要する家族と同居している社員について
も、仕事と両立できるよう、休業期間や時間短縮勤務期
間を法定の範囲内で制度設計しています。ただし、介護
休業は、どのようなサポート体制で介護を行うのかを決
定するための準備期間という位置づけから、通算93日と
いう限られた期間しかありません。会社としては、もう
少し長期間の休業を認める制度設計もあり得ましたが、
介護を要する期間は、特に高齢者の場合、いつまでなど
という目処が立たないものです。そのため、わが社では、
休業期間等の延長ではなく、経済的支援として、要介護
状態に応じた補助制度を導入しました。この補助制度を
申請している社員は、高齢化社会を反映してか意外に多
く、継続的に発生する介護費用に安定して充当できるこ
と、要介護状態が進めば、それに伴い補助額も増額され
ることなどが、受給者から高く評価されています。

（３）有給休暇取得率の向上
　平成29年度からは、前述の時間外労働の縮減に加え、
有休取得率の向上を目的とし、年次有給休暇計画的付与
制度を導入しました。４半期ごとに計画的な有休取得ス
ケジュールを全社員が申告し取得するとともに、会社の
指定する有休取得日を５日設定しました。
　このことにより、これまで有休取得が少なかった社員
も確実に最低５日は取得するようになりました。また、
何となく休みづらいといった空気感がなくなり、業務調
整をしつつ、若手社員も管理者も分け隔てなく、計画的
に休むことができるようになりました。

（４）健康経営への試み（その１）～社食の導入
　平成29年には、福利厚生面に重点を置き、「健康経営」
という理念を掲げました。
　各社員が周囲と良くコミュニケーションを取りなが
ら、十分に個々の能力を発揮するには、心身ともに健康
である必要があるとの思いで社食を導入しました。全国
の拠点に社員食堂を設置することは難しいため、置き型
の社食を採用しました。

　社員は、ご飯もおかずも１品100円（税込み）で購入
でき、例えば、五穀米と３品のおかずを選んで400円で
充実した昼食を取れます。また、ごはんや簡単なお弁当
を持参している場合、100円でおかずを追加し、栄養バ
ランスを取ることもできます。この社食により、コンビ
ニエンスストアで買ったカップラーメンやおにぎりばか
り食べていた社員の食生活は、随分、改善されました。

（５）健康経営への試み（その２）～運動会の試験導入
　平成30年には、運動不足になりがちな社員に体力づく
りを意識してもらいたいとの思いから、大阪本社におい
て全社的な会議を開催した折、会議出席者によるミニ運
動会を試行しました。これが好評だったことから、令和
元年には、引き続き大阪本社にて、規模を拡大して運動
会を開催しました。
　学生時代とは趣は異なり、娯楽色の強い競技をプログ
ラムに盛り込み、この日ばかりは上司も部下も関係なく、
無礼講で競い合いました。各人が、学生の時から比べて、
いかに体力が落ちているかを実感しつつ、大いに汗をか
き楽しみました。そして、多くの者が、来年の運動会ま
でにもっと体力をつけるために、何らかのトレーニング

写真－１　社食の導入

写真－２　食事風景
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備えるために、まさに運用方法を検討中ですが、感染症
が終息し、日常が戻ってきた後も、通常の働き方の一つ
として定着することに期待をしています。
　私もわずかの日数ながら、テレワークを試行して実感
するのですが、通勤時間を有効利用できることとそのス
トレスの軽減は、特に、家事、育児または介護と仕事を
両立する者にとっては、大きなメリットがあります。例
えば、私の場合、通勤時間は往復で約３時間ですので、
朝の１時間半を掃除や洗濯などに充て、夕方の１時間半
を夕食の準備や体力づくりなどに充てることができまし
た。普段の生活では、出勤前も帰宅後も時間に追われて
息をつく間もなく就寝時間になってしまいますが、この
ゆとりは精神的にも体力的にもありがたいものでした。
　ただし、今回の世間一般のCOVID-19対策としてのテ
レワークでは、学校や保育所が閉鎖され、自宅で子ども
の対応をしながら仕事も行う形となった方々には、より
負担が大きかったという事実もありました。
　そこで、わが社においては、ワークライフバランスの
ための働き方改革の一環として、前述の育児や介護と仕
事を両立させるための休暇制度や時間短縮勤務に加え、
テレワークの選択肢を用意できれば、両立支援はもっと
有効に機能し、社員の生活の質も向上すると感じていま
す。これが制度として定着するには、現時点では、議論
がほとんどされていないため、いくつものハードルがあ
りますが、将来的には導入できればと考えています。

４．おわりに

　わが社では、人財不足に対する危機感から、独自の働
き方改革を進めてきた経緯がありますが、社員のワーク
ライフバランスを重視するということは、社員の満足度
を向上させ、長く勤続してもらうことに繋がります。ま
た、魅力ある企業として学生に認識してもらうことがで
きれば、優秀な人財の確保にも繋がります。さらに、多
様な価値観を受け入れることで、新たな働き方を検討し、
提供していくことができれば、社員の充実した生活と業
務の効率化の相乗効果が期待でき、会社の発展に繋がる
と考えています。
　世の中の変化のスピードが増す現代において、わが社
は的確に動向を見極め、会社経営と両立する働き方を今
後も模索し続けて行きます。

をしようと誓ったものです。
　今後は、密を避けながらも、大阪本社以外の拠点の社
員も参加できる運用方法の検討を行っていきます。

写真－３　運動会（綱引き）

写真－４　運動会（タイヤ転がし）

３．ウィズコロナ、アフターコロナの働き方改革

　この度のCOVID-19感染予防対策を講じる中で、テレ
ワークの導入を検討しました。このような事態になるま
で、わが社では、積極的にはテレワークを導入しない方
針でしたので、端末などのハードも運用ルールなどのソ
フトも十分に用意できませんでした。それでも、東京本
社と大阪本社の一部で試験的にテレワークを実践しまし
た。
　結果として、職種や業務内容によって、テレワークの
適正に差異はあるものの、運用するためのルールを十分
に検討し整備することで、有効な勤務体系の一つになる
という感触が得られました。現在、感染拡大の第２波に
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の内容としては、現地調査と浮上判定計算を行い、対策
工法の検討をするものです。この業務では、現地調査が
必要なマンホールが比較的多くあること、その場所が点
在していることから、調査が１カ月以上続くものでした。
この業務ではまず、調査の工程を組むところから学ぶと
ころがたくさんありました。実現可能な工程を組む必要
があるので、調査のための申請期間や、調査にどのくら
いかかるのか内容を把握すること、調査の順序、他の工
事をしているところなど把握するべきことがとても多
く、入社したてのころは驚きましたが、工程を組むこと
はどの仕事でも重要であることを学びました。
　入社する前は、建設コンサルタント＝設計をする人と
いうイメージで、現場に出ることは少ないと思っていま
したが、調査業務でも管渠の面整備でもよく現場に行く
ことが多い部署に現在所属しています。現場に行き、机
上だけではなく、実際に自分の目で見ることで理解が深
まることも、この業務で学ぶことができました。

（2）マンホール蓋変遷表作成
　ストックマネジメント計画時に必要となる、マンホー

１．はじめに

　現在、中日本建設コンサルタント株式会社に入社して、
３年目にになります。入社してから現在まで、下水道管
渠の設計部署に所属しています。大学では土木を専攻し、
研究では地球科学（地質、地球物理など）について学び
ました。そして建設コンサルタント業の道へ進みました。
　今回はこれまで経験した業務で学んだことや、仕事以
外のことついて紹介します。

２．経験した業務で学んだこと

　入社してからの２年間は調査業務に携わることが多
く、現場での経験からたくさんのことを学ぶことができ
ました。今回は、特に印象的だった２件の業務について
紹介したいと思います。

（1）既設マンホール対策設計業務
　液状化により浮上する可能性のある、既設マンホール
を対象に、浮上対策を実施するための業務でした。業務

経験した業務と多様性について

学ぶこと

女性技術者の紹介

表－１　変遷表（φ600マンホール蓋）

中日本建設コンサルタント株式会社／
水工技術本部／第 3 部／第 1 課　　　山田瑠莉子
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ル蓋の情報の収集・整理を行うための業務でした。マン
ホール蓋の機能や性能を机上調査と現地調査にて評価を
するので、机上・現場の情報整理だけでなく、ストック
マネジメントについても勉強のできた良い経験となりま
した。
　ストックマネジメント計画に繋がる業務ですので、指
針や他業務の報告書から、勉強しながら業務を行いまし
た。業務の中で分からないことや、自分の部署では扱っ
たことがないソフトを使わなければいけない時、初めは
すべて自分でなんとかできないかと考えましたが、設計
の工期を考えて、知識が豊富な他部署に相談することに
しました。そうしたことで、効率よく業務が進むだけで
なく、より内容を理解することができ、身になる業務と
なりました。知らないことが多い今は、いろいろなこと
を自分でとりあえずやってみることも勉強のために必要
だと思いますが、ジャンルを問わず様々な人と関わりな
がら仕事をすることで、自分自身の成長につながること
を身に染みて感じました。　

３．多様性とインクルージョン

　建設業界では女性技術者が少ないとされていますが、
女性活躍推進法の施行により、女性技術者が増えてきて
いるように思われます。建設業界だけでなく、世界的に
様々な性別・人種・境遇を受け入れていこうとする流れ
があり、多様性という言葉を耳にすることが最近多いと
感じている方も多いのではないでしょうか。
　私に小さい頃から、多様性について教えてくれたのは、
セサミストリートです。日本では、英語教育番組という
認識がされていることが多いですが、実はキャラクター
やストーリーには世界中に向けた、深いメッセージが込
められています。私が幼い頃からずっとセサミストリー
トを好きなのも、キャラクター達がかわいいことはもち
ろんありますが、セサミストリートから学ぶことが多く
あったことも理由の一つです。
　ここで、セサミストリート制作の経緯とエピソードか
ら学ぶ、「多様性とインクルージョン」について、気づき
と学びをこの場で共有させて頂きたいと思います。現在、
日本ではテレビ放映はされておりませんが、公式で日本
語字幕のついた動画が配信されていますので、日本でも
視聴することができます。

（1）制作の背景
　アメリカのNPO法人・セサミワークショップが制作
し、様々なメディアや教育プログラムを世界約150以上
の国や地域に提供しています。活動の背景には、教育と
深く関連しており、世界中の子供達が「かしこく、たく
ましく、やさしく」育つことを支援しています。ですの
で、登場するキャラクター達は一人一人、色や性格、境

遇が異なるのです。英語を学ぶ教育番組だと思われがち
ですが、実は「多様性とインクルージョン」というテー
マがセサミストリートが伝えたいテーマなのです。イン
クルージョンとは、一人ひとり異なる存在として受け入
れられ全体を構成する大切な一人としてその違いが活か
されることをいいます。

（2）セサミストリートと多様性
　セサミストリートのエピソードでは、それぞれ異なる
個性や文化を認め合っていくことの大切さを教えてくれ
ます。「多様性とインクルージョン」をテーマに社会の問
題にフォーカスした、キャラクター・エピソードが出て
きています。
　「セサミストリートの感謝祭」というエピソードは伝統
との向き合い方、相手の伝統を尊重することを学ぶこと
ができるお話です。このエピソードでは、様々な国出身
のキャラクター達がそれぞれ感謝祭の伝統料理を持ち込
みます。はじめは自分とは違う、今まで食べたことのな
い他の伝統料理に対して、これは感謝祭の料理ではない
と、否定をしてしまいます。しかし、自分の知らない食
べ物や伝統に触れてみる楽しさ、大切さに気付き、感謝
祭の日には、いつもと違うものを食べて自分の知らない
伝統に触れることがセサミストリートの伝統となりまし
た。
　日本では長い間少数派だった、社会に出る女性や外国
人の方が働きやすくなる法律や制度が整ってきているよ
うに思います。もちろん制度が整っていくことは良いこ
とですが、女性・外国人のための制度だけでなく、すべ
ての異なる性別・人種・境遇について一人ひとりが認め
合うことが大切だと学びました。

４．おわりに

　今回は業務から学んだことと、セサミストリートから
学ぶ、多様性とインクルージョンについて紹介させて頂
きました。業務ではまだまだ初めて知ることも多く、日々
勉強だと感じています。徐々に後輩も入ってきているの
で、技術的なことは勉強中ですが、今まで学んできたこ
とを伝えていけたらなと思っています。そして仕事と仕
事以外の楽しみを両立させて、バランスの取れた生き方
をしたいです。
　新型コロナウイルスの影響で、テレワークと時差出勤
が定着しつつある現在です。いろいろな働き方があるこ
とを社会全体が認識し始めているように感じます。テレ
ワークの可能性を多くの人が実感している今が、働き方
を変えるのかもしれないと思いました。今が働き方など
の大きな変化点の時期だと思います。前例のないことが
多い時代で、これからどのように生きていくか、考えて
いきたいです。
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●広域化・共同化
・ し尿処理場の扱いが課題と考えている。老朽化が進ん

でいるはずだが、廃止となるとどこにどう取り込むか、
し尿を希釈して下水道に投入する場合、現有能力では
受入の限界があるなど、戦略的に取り組む必要があり、
下水道に取り入れるタイミングが難しい。

・ 広域化は早くから進めているが、共同化がなかなかう
まくいかない。複数の市町が集まると利害調整が難し
く、今回は小規模の範囲にとどまり、大規模に考える
のは次の改築更新のタイミングになるかと思う。

・ 地域性を考慮してブロック分けをして勉強会を開催し
ているが、優先課題の不一致、既存の更新計画と広域
化計画との整合、地理的条件、事務量の差異、などの
課題が挙がっている。

・ ハード面、ソフト面で計六つのテーマに分けて部会を
立ち上げ検討を進めているが、それぞれのテーマをど
う具現化していくかが難しい。

・ 外郭団体を活用して処理場の共同管理を行うことによ
り、コスト削減や技術者不足の解消を図っている。複
数の処理場を広域的に管理したり、公共下水道と農業
集落排水の処理場を一元管理したりしている。一元管
理については市町村の要望が強い。管渠の管理体制強
化が課題。

１．はじめに

　関東支部では毎年１月に、関東圏の１都８県の下水道
部局の幹部の方々並びに日本下水道事業団及び国土交通
省の方々を招いて意見交換を行う「下水道事業座談会」
を開催しております。ここでは令和元年度で33回を数え
た座談会の概要についてご報告します。
　
開催日時：令和２年１月31日（金）14時～17時
出席者：

（事業体・国側）
茨城県土木部都市局下水道課、栃木県県土整備部都市整
備課下水道室、群馬県県土整備部下水環境課、埼玉県下
水道局下水道事業課、千葉県県土整備部都市整備局下水
道課、東京都下水道局計画調整部、神奈川県県土整備局
河川下水道部下水道課、山梨県県土整備部都市計画課下
水道室、長野県環境部生活排水課、日本下水道事業団事
業統括部、同　東日本設計センター、〔オブザーバー〕関
東地方整備局建政部

（協会側）
関東支部長、副支部長２名、幹事１名、総務委員長、下
水道委員長、下水道副委員長、専務理事、常務理事
概要：事前に提示した意見交換テーマと主要トピックに
沿って意見交換を行いました。

［意見交換テーマ］
各事業体が抱える課題及びその取組事例について

（主要トピック）広域化・共同化、未普及対策、老朽化対
策、災害対策、ストックマネジメント、人材の確保・育
成、PPP/PFI、省エネ・創エネ、不明水対策、受注者へ
の配慮、その他

２．参加者との意見交換

●最新行政情報説明
　初めに、関東地方整備局より令和２年度の下水度事業
予算の概要についてご説明をいただきました。
　続いて各事業体の取り組みに関する意見交換に入りま
した。各トピックに関する主なご発言は次の通りです。

水コン協関東支部　　　　　　　　

第 33 回下水道事業座談会報告

前関東支部長　菅　伸彦

支部活動の紹介

写真－１
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●災害対策
・ 豪雨などによる被害を受ける頻度が低かったため、下

水道BCPは地震しか想定しておらず、台風19号では想
定外の水位上昇があった。今後のBCPの改訂において
は、下水道施設の浸水対策にあたり今までより大きい
外力を想定した耐水対策をやっていく必要性を感じて
いる。

・ 台風の被害により多くの下水道施設が停電の影響を受
け機能停止が発生、最長では11日間に及んだ。自家発
電設備がない施設では、電源車などの非常用電源の確
保にあたり、必要な電力容量などを把握していない市
町もあり支援要請に時間を要してしまうなどの課題が
あった。浸水した施設の場内排水のため国交省にポン
プ車を支援していただき、早期の復旧に役立った。

・ 樋門の操作について、台風時に危険で近づけないとこ
ろがあったため、転落防止策や堤内地側からの遠隔操
作など作業員の安全性確保策を検討している。

・ 昨年の台風では被害が広域的かつ重大で、JSやコンサ
ルタントも限界があり支援しきれなかった。下水処理
場の災害時支援には、設計を担当した企業が当該施設
の状況に通じていることが多く、特定のコンサルタン
トに対応が集中しがちだが、今後考えていく必要があ
るのではないか。

・ 大規模災害の時は被災していない地域の通常業務が滞
ることにもご理解をいただき、連携して広域的に対応
していく必要がある。

・ 資機材の備蓄は維持管理や置き場所など考えても都道
府県レベルの対応は難しいと思うが、国にも限界があ
り、JSが一定の役割を担うべきかと思う。備蓄場所の
提供など県の協力も必要であり、広域的な態勢作りを
議論する中で幅広い議論が求められる。

・ 今回の被害に際して高揚程水中ポンプの使用を検討し
たが、機器のサイズが大き過ぎて施設内に投入できず
使えなかった。処理場が浸水した場合高揚程水中ポン
プが入るのか、設計段階で検討しておかないと資機材
の備蓄だけでは不十分。

●老朽化対策・ストックマネジメント
・ 財源の確保に加え、部分的な管更生への補助適用や、

大口径管路の管更生の標準歩掛の設定など、更なるコ
スト縮減対策も必要ではないか。

・ 処理場についてはいきなり大きな問題が生じることは
ないと思うが、下水管渠については管内の圧送管部分
で硫化水素による鉄管の腐食に起因した漏水や、台風
19号の際に漏水による歩道の陥没などの事例があっ
た。点検・調査が困難な箇所の計画的な対応が課題。

・ 大口径で水深・流速もある管の更生が難しい。上流の
マンホールでポンプアップして管更生ができる水位ま
で下げる、という検討を進めている。

・ 普及率が低い市町村は10年概成に向けた整備に注力し
ており、SM計画に手が回っていない状況。県で計画
策定の勉強会を開催するなど支援を進めている。

●不明水対策
・ 過去にモデル地区を抽出し、実施した雨天時浸入水調

査では、コンクリート製の宅内枡の経年劣化や排水設
備の不等沈下など、管理の不十分が概ねの原因である
ことが判明しているが、個人の施設であることから修
繕などの実施が困難な状況。抜本的な対策は雨水管の
整備だが、未普及対策を重視し汚水管の整備を優先し
ている状況。

・ 汚水整備は概成を控え、統廃合もあって水処理能力の
余裕が減り、気候変動の影響も踏まえると、即効性の
ある対策を早期に始めないと未処理水の流出事故が懸
念される。またコミュニティプラントや農業集落排水
でも不明水が多いので、対策を施さないと広域化も進
まない。

●受注者への配慮
・ 県ではウィークリースタンス実施要領を制定し、受発

注者間のルールを定め、計画的に業務を履行しつつ業
務環境を改善することで、設計業務などの品質を確保
する取り組みを進めている。

・ 生産性向上に向けて、繁忙期となりがちな年度末に施
行時期が偏らないよう平準化を進めるとともに、重複
する書類の削減やメール活用による書類提出などを行
っている。

・ 業務の効率化や時短を目的にコンサルタントとの打合
せにおいてWeb会議システムの運用を進めている。特
に緊急を要する打合せや全体会議を補完する職種別の
打合せなどでの活用が有効であると考え、積極的な活
用への周知を図っているところ。

●人材の確保・育成
・ 施設整備が概成して職員数が減少した上に、ベテラン

職員の退職や経験者の定期異動などにより専門職員、
特に機械・電気担当者が不足し、これまで培った知見・
技術の継承が課題となっている。

・ 職員の若返りが急速に進み、教える人がなかなかいな
い状況。技術伝承のための会議体を作り検討を進めて
おり、退職後の再任用職員に技術継承の担当を割り当
て、各事務所の巡回指導などを行っている。　

●協会の取組み説明
　最後に、意見交換テーマに関連した当協会の取り組み
として「災害対応」「人材の確保・育成」の概要と、当協
会と有志議員との下水道全般に関する勉強会の概要をご
紹介し、会は幕を閉じました。
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での懇親会にご参加頂きました。
　この座談会の進行を担当して６回目となりましたが、
座談会終了後の出席者の皆様から事後アンケートにもご
協力頂き、当協会にとっても様々な気付きを得ました。
　不明水対策、広域化・共同化、浸水対策、老朽化対策、
人材の確保・育成などのトピックなどについて、各事業
体における取り組み事例や課題等の意見交換に多くの時
間を割きましたが、当協会会員企業における先端的な取
り組みや経験事例など紹介できないかとのご要望があり
ました。今後の課題としたいと考えております。
　幸いなことに、本座談会は新型コロナウイルスの感染
が認知される前に終了しました。コロナ禍に見舞われた
ことによる社会・経済情勢の劇的変化により、感染対策、
オンライン活用、リモートワーク、予想される税収減な
ど、今まで以上の課題が予想されます。
　当協会会員企業は、公益社団法人としての自覚を持っ
て、今まで以上に地域社会に貢献する団体として、この
ような意見交換会の場等も通じて、事業体のニーズをく
み取り、常に事業体のベストパートナーを目指して、様々
な形で下水道事業の進化と発展を支援するよう努力して
まいります。
　最後になりますが、私は、この度６年間務めました関
東支部長を退任しました。在任中は、多くの皆様に大変
お世話になりました。ご厚情に深く御礼申し上げます。

３．おわりに

　日々ご多忙な各都県の下水道事業を主管する皆様の貴
重なお時間を頂戴し、毎年、当座談会にご出席いただい
ております。当座談会では、限られた時間の中でご出席
者の皆様にとりましても、有意義で活発な意見交換の場
となりますよう、それぞれの事業体の抱える課題やご意
見等に関する要旨を事前提出していただき、出席者で共
有した上で議事進行しました。今回も、全ての出席者の
皆様から活発な発言が飛び交い、盛況を収めることとな
りました。
　また座談会終了後、ご都合のついた出席者の方に立食

写真－２
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催しました。座談会は厚生労働省水道課長、水道事業体
の実務者、水コン協会員企業、水コン協関係委員会など
が参加して行われました。水需要減少、老朽化、人材不
足などを背景に令和元年に水道法が改正され、各関係者
の責務明確化、広域連携、資産管理、官民連携などが規
定されています。本座談会では、法改正事項のうち特に
広域化と施設統廃合を中心に、関連して官民連携や資産
管理の推進方策等について、各水道関係者がいかに実行
していくべきか、その中でコンサルタントの役割はいか
にあるべきか等について議論しました。詳細は水道公論
４～５月号に掲載されています。

Ⅲ　�上下水道コンサルタントにおける新型コロナウイル
ス感染予防対策ガイドラインの策定

　令和２年に入り新型コロナウイルス感染症が大流行
し、各界での対応が重要な課題となっています。水コン
協としても、上下水道コンサルタント会社として取り組
むべき事項をまとめ、５月18日に「上下水道コンサルタ
ントにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドラ
イン」を策定しました。
　本ガイドラインは、政府の「新型コロナウイルス感染
症対策の基本的対処方針」や新型コロナウイルス感染症
専門家会議の分析・提言などを踏まえ、事業者のオフィ
スにおいて、個々の業界やオフィスの実態に応じた新型
コロナウイルス感染予防対策を行う際の基本的事項につ
いて、水コン協会員企業等が行う感染防止対策の参考と
して整理したものです。

Ⅳ　事業の概要
　凡例　（　）内は、公益社団法人事業の区分
　　　　公益目的事業＝（公）
　　　　その他の事業（相互扶助等事業）＝（他）
　　　　≪≫内は、中期行動計画の行動項目分類
　　　　【　】は、担当する委員会名又は支部名
　
１　調査研究・資料収集（公）
１）調査研究（独自）　≪2-①-A≫
①令和元年度技術報告集（第34号）
　3月発行 【技術・研修】

　本協会の活動に対しまして、常日頃からご理解、ご協
力をいただいておりますことに深く感謝申し上げます。
令和元年12月から令和２年６月までの本協会の活動状況
は下記のとおりです。今後とも、ご指導ご鞭撻のほどお
願いいたします。
　今年度は新型コロナウイルス感染症流行の影響で、各
委員会が例年通りには開催できず、今年度第１回の各委
員会、小委員会等の開催が例年より若干遅れています。
講習会等の開催についてもWeb会議の導入の検討など、
やり方の見直しを図っています。
　当協会の活動状況については、随時、当協会HPに掲
載しておりますので、こちらもご覧ください。「水コン
協」で検索できます。

Ⅰ　第39回定時社員総会の開催
　令和２年６月11日、都内において第39回定時社員総会
を開催しました。議事においては、令和元年度事業報告
及び決算報告、令和２年度事業計画及び予算について報
告し、令和元年度計算書類の承認、規則の改正、役員の
選任については、それぞれ原案の通り決定されました。
　例年、総会議事終了後に行われる会員表彰、会員所属
個人表彰である功労賞、有効賞及び新技術奨励賞の表彰
式は行われませんでした。

Ⅱ　水道技術座談会「官公庁との座談会（水道）」の開催
　令和２年１月28日、水コン協主催で水道関係官公庁と
の座談会「水道法の改正とコンサルタントの役割」を開

水コン協　活動報告
（令和元年 12 月～令和２年 6 月）

公益社団法人 全国上下水道コンサルタント協会／専務理事　内田　勉

写真ー１　第39回定時社員総会の開催
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②水道技術座談会「官公庁との座談会（水道）」
　 1月28日㈫　【技術・研修】【上水道】
③官民連携推進勉強会 1月22日㈬　【企画】
　
２）調査研究（受託） 【受託調査研究】

【令和2年度受託】
［（公社）日本下水道協会］
①下水道施設耐震対策指針（管路施設）の改定に関する

補助業務委託（その９）
②下水道施設耐震対策指針（処理場・ポンプ場）の改定

に関する補助業務委託（その９）
③令和2年度管路更生工法検討調査専門委員会に係る補

助業務委託
④下水道統計調査項目見直し検討業務
　
３）出版及び情報発信 【水坤編集】【対外活動】【支部】
①「水坤」　vol.59　「令和時代の上下水道～わがまちの

上下水道～」（令和元年12月）
　配布先： 会員、地方公共団体、大学、その他（発行部

数　4,150部）
　
４）要望活動　≪1-②-B≫≪2-③-A≫
①国土交通省下水道部との意見交換
　下水道BIM/CIMの円滑な導入と支援
 1月20日㈪【下水道】
②日本下水道事業団との意見交換（業務改善検討会）
 2月12日㈬【下水道】

【関東】
〇第33回下水道事業座談会　1都8県・JS・国（オブザ

ーバー）との意見交換 1月31日㈮
【中部】
〇「要望と提案」　愛知県との意見交換会愛知県自治セン

ター 2月5日㈬
〇「要望と提案」　名古屋市との意見交換会
　名古屋市役所 2月6日㈭

【九州】
〇宮崎市上下水道局と意見交換会
〇宮崎市の上下水道事業の整備計画、就業環境改善、業

務の品質確保、災害支援協定等 12月12日㈭
　
２　育成（公）
１）学校への働きかけ　≪1-③-A≫
２）講習会　
３）委員等の派遣　≪1-③-A≫≪2-②-A≫

【令和元年度（12月以降）派遣】
①（公社）日本水道協会
　「水道施設耐震工法指針・解説改訂特別調査委員会」水

管橋小委員会 2名
　「水道施設耐震工法指針・解説改訂特別調査委員会」管

路小委員会 1名
　「水道施設耐震工法指針・解説改訂特別調査委員会」基

本方針・地震動小委員会 2名
　「水道施設耐震工法指針・解説改訂特別調査委員会」機

械・電気設備小委員会 1名
　「水道施設耐震工法指針・解説改訂特別調査委員会」建

築小委員会 1名
　「水道施設管理業務評価マニュアル案改訂専門委員会」 

1名
②（公財）水道技術研究センター
　「浄水技術支援委員会」 1名

【令和２年度派遣】
　なし
　
４）講師の派遣　≪1-③-A≫≪2-②-A≫
①厚生労働省
　「水道インフラ輸出拡大に係る調査検討等一式におけ

るインドネシア共和国でのワークショップ」 2月2名
②日本下水道事業団
　「下水道研修」
③（公社）日本水道協会
　「水道施設耐震技術研修会」 12月～2月2回、延べ6名

【関西】
〇京都府　災害時の支援 1月24日㈮　1名
　
３　災害時支援　≪3-③-A≫

【北海道・東北】
〇北海道・東北ブロック令和２年度情報伝達訓練（簡易）
 4月28日㈫

【関東】
〇水戸市災害時支援協定説明会（下水道）　水戸市役所　
 12月18日㈬ 
〇東京都区部に対する災害時支援協定に関する説明（下

水道）　東京都庁 12月27日㈮
〇災害時支援関東ブロック連絡会議（下水道）　情報伝達

訓練（メール） 6月4日㈭
【中部】
〇下水道事業災害時中部ブロック連絡会　簡易訓練
 4月17日㈮
〇災害時支援協定締結（静岡県企業局［上水］）
 5月18日㈪
〇災害時支援協定締結（福井県と県下18市町等一括［下

水］） 6月15日㈪
【関西】
〇吹田市災害時支援協定締結式 3月25日㈬　吹田市
〇近畿ブロック災害時情報伝達訓練
 4月24日㈮　関水コン
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Ⅴ．会議の開催
１．総会
1）第39回定時社員総会東京都（アルカディア市ヶ谷）
 6月11日㈭
　令和元年度事業報告及び決算報告/令和2年度事業計画

及び収支予算/任期満了に伴う役員の選任

２．理事会
１）第136回理事会（みなし理事会） 3月16日㈪
　正会員の入会等/令和2年度事業計画及び予算
　審議結果の要旨：決議議案については、すべて決定さ

れた。
２）第137回理事会（みなし理事会） 5月13日㈬
　正会員の入会／第39回定時社員総会提案議題等／同総

会の運営／令和２年度表彰／特別委員会の設置／退職
金の支給

　審議結果の要旨： 決議議案については、すべて決定さ
れた。

3）第138回理事会 6月11日㈭
　会長、副会長等の選任／会長代行順位の指定／支部長

の委嘱／委員長の指名／特定費用準備資金／
　常任理事の報酬
　審議結果の要旨：決議議案については、すべて決定さ

れた。

３．業務執行理事会
１）第17回業務執行理事会 12月5日㈭
　令和2年度要望と提案／公益目的事業に係る変更認定

等／令和元年度事業執行状況／
　令和2年度事業計画・予算編成、決算日程
　審議結果の要旨：決議議案については、すべて決定さ

れた。

４．支部（全体協議会）
１）北海道支部 5月12日㈫　書面審議
２）東北支部 5月25日㈪　書面審議
３）関東支部 5月15日㈮　書面審議
４）中部支部 4月27日㈪　書面審議
５）関西支部 5月29日㈮　書面審議
６）中国・四国支部 5月26日㈫　書面審議
７）九州支部 6月 5日㈮　書面審議

【九州】
〇「災害時における復旧支援協力に関する協定」の締結

　（宮崎県延岡市） 1月15日㈬
〇「災害時における復旧支援協力に関する協定」の締結

　（福岡市水道局） 3月31日㈫
〇九州・山口ブロック及び災害時支援協定締結都市と情

報伝達訓練　北九州市1月31日㈮、佐賀県2月26日㈬、
 福岡県6月11日㈫

４　資質向上（他）　≪2-②-A≫　≪2-④-A≫
〇倫理綱領順守促進活動（会員あて倫理綱領順守徹底要

請） 4月22日㈬メール
【関東】
〇水コン協倫理綱領順守促進活動（会員あて倫理綱領順

守徹底要請） 4月24日㈮メール
【中部】
〇水コン協本部との意見交換会名鉄グランドホテル
 12月17日㈫　19名

５　イベント活動等（他）　≪1-③-A≫
【北海道】
〇「私たちの大切な水」足寄小学校上下水道に関する授

業 6月15日㈪～7月17日㈮
　内容：パネル貸出、パンフレット配布

【関東】
〇身近な水環境全国一斉調査　近隣河川
 6月7日㈰～7月31日㈮

６　厚生事業等（他）
①水コンサルタント賠償責任保険事業 【総務】

【北海道】
〇新年交礼会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　札幌グランドホテル 1月7日㈫　81名

【関東】
〇第34回下水道職員健康駅伝大会参加
　日産スタジアム 2月1日㈯　19名
〇支部表彰　会員表彰4社・功労賞1名・功績賞1名　　
　 5月15日㈮

【中部】　
〇新年賀詞交換会（七団体共催）
　名鉄ニューグランドホテル 1月8日㈬　約400名

【九州】
〇新年賀詞交歓会（五団体共催）
　ANAクラウンプラザホテル福岡 1月9日㈭　394名
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上下水道コンサルタントの要望と提案

　令和２年度は新型コロナウイルス感染症大流行の中での新事業年度となりました。
　水コンサルタント各社は感染予防に努めるとともに、水インフラを支える社会的使命を引続き果たすことが喫緊の課
題と考えています。
　上下水道事業を取り巻く主な社会情勢としては、多くの社会インフラと同様、人口減少・高齢化社会の到来、自然災
害の多発、資源エネルギ―の逼迫などが挙げられています。こうした中、財政難や担当部局人材の減少・縮小に加えて、
これまで整備してきた施設の劣化・老朽化などに直面しています。
　水コンサルタントは、上下水道事業の課題対応・事業実施のため、多くの業務領域において、様々な専門分野・得意
分野をもって貢献いたします。
　
【貢献する業務領域】
管路・浄水場・処理場などの老朽化対策・再構築、アセットマネジメント、地震対策、浸水対策、省エネ対策、処
理水・汚泥の有効利用、PPP/PFI等の事業方式によるアドバイザー業務・SPC構成員などとしての参画、災害時対
応、広域化・共同化、上下水道一体管理などの検討

　
　このような業務対応を継続・充実させ、公共工事の品質を確保していくためには中長期的な担い手確保と育成が必要
です。
　令和元年６月14日には、公共工事の品質確保の促進に関わる法律の一部を改正する法律（以下「品確法」という）が
公布・施行され、「調査・設計の品質確保」が明文化されました。品確法の理念を実現するための「基本方針」や「運用
指針」の中で、公共工事の品質確保に当たっては、調査等の品質確保が重要な役割を果たしているものとし、発注者は
必要な措置を講じるものとしています。
　

■公共工事の品質確保の担い手確保に向けた必要な措置（基本方針より）
・予定価格の適正な設定
・災害時の緊急対応の充実強化
・ダンピング受注の防止
・計画的な発注、実施の時期の平準化
・適正な履行期の設定及び適切な設計変更

　
　「令和２年度 要望と提案」は、品確法の主旨を踏まえ以降に示す４項目を挙げさせていただきます。
　テレビ（WEB）会議につきましては、新型コロナウイルス感染症予防対策の上でも一層の活用をお願いいたします。
　なお、これらの主要な項目に関しましては、当協会で独自に実態調査を行っています。実態調査の結果では、どの項
目においても改善に向けて取り組んでいただいておりますが、引き続き更なるご検討・ご配慮をお願いしたいと考えて
おります。
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１．コンサルタントの就業環境改善
　平成30年６月「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が成立し、平成31年４月１日から時間外
労働の上限規制が設けられ、コンサルタントも上限を超えた場合には雇用主に罰則規定が適用されることになりました

（中小企業は令和２年４月１日適用）。
　品確法においても、無理な業務管理や長時間労働を防ぎ、労働時間等の条件が適正に確保されるよう「調査等におけ
る計画的な発注、実施の時期の平準化」や「適正な履行期の設定」等に留意した発注がなされるよう、発注者は必要な
措置を講ずるものとしています。
　

■働き方改革関連法
　時間外労働の上限が罰則付きで規定されました。
■品確法（基本方針より）
　「発注者は従事する者の労働時間その他の労働条件が適正に確保されるよう（･･･中略･･･）履行期を設定するもの」
としています。

　
　働き方改革関連法や品確法を踏まえ、就業環境の改善に向けた取り組みとして、長時間労働の解消や休日の確保など
を目的とした「適正な履行期限の設定と履行期限の平準化」と「働き方改革の推進」の協力をお願いするものです。

（１）適正な履行期間の設定と履行期限の平準化
　年度末に納期が集中することによる長時間労働が課題となっています。また、業務品質の確保・向上のためには適正
な工期（必要な作業期間）を確保し、協議、調整、照査を確実に実施する必要があります。このため、適正な履行期間
の設定とあわせて、繰越制度や債務負担行為の活用による履行期限の平準化への取り組みをお願いいたします。
　■業務内容に応じた適正な履行期間の設定
　■早期発注や繰越制度、複数年契約（債務負担行為）制度を活用した年度末納期集中の緩和

（２）働き方改革の推進
　コンサルタントにおきましても、働き方改革は人材の定着・確保や育成に関わる喫緊の課題と認識し、業務の効率化
推進、ノー残業デー実施、時差出勤、テレワーク、健康経営、働きやすい職場環境の創出等様々な取り組みを強化して
いるところです。
　また、ウィークリー･スタンスは、業務を円滑かつ効率的に進めるとともに、受発注者相互のルールを定め、より一
層の就業環境改善を促進することが目的です。
　本要望は、働き方改革の推進のため「ウィークリー・スタンスの実施」と「テレビ（WEB）会議」の協力をお願いす
るものです。既に一部の国の出先機関や事業体などにおいて試行されつつありますが、水コン協としては以下の内容の
促進を要望します。
　①ウィークリー・スタンスの実施
　　■フライデー・ノーリクエスト、マンデー・ノーピリオド：
　　　週明け月曜日を期限とした依頼を金曜日に行わない配慮
　　■ウェンズデー・ホーム：毎週水曜日の定時退社への配慮
　　■イブニング・ノーリクエスト：終業間際に作業依頼を行わない配慮
　②テレビ（WEB）会議の活用
　　■設計協議におけるテレビ（WEB）会議の活用

２．円滑な災害時対応の実現に向けて
　災害発生後の復旧にあたっては、早期かつ確実な業務の履行が必要となり、このためには、作業体制の構築と事務処
理の迅速化が重要となります。
　品確法においても「災害時の緊急対応の充実強化」を改定の１つの柱としています。
　このことを踏まえ、円滑な災害時対応の実現に向けて以下のとおり要望いたします。

（１）迅速な被災地対応に向けた環境整備
　災害復旧に向けて、優先して調査、計画、検討、設計等を行う作業体制の構築が必要となります。このため、被災地
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の早期復旧を優先した作業体制構築に向けて、以下の配慮をお願いいたします。
　①被災地における進行中の業務の一時中止措置と工期延期・繰越の実施
　②被災地支援に向けた被災地域外の業務における上記同様の措置

（２）緊急度に応じた契約方法と適切な費用計上
　緊急度の極めて高い業務に関しては、透明性・公平性を確保した上で、随意契約を採用し、事務の改善、効率化の促
進に努めるよう配慮をお願いいたします。また、積算に関しては、見積りを活用し、適切な費用計上をお願いいたしま
す。
　①緊急度に応じた随意契約の採用
　②作業の実態を踏まえた適切な費用計上

３．コンサルタントの健全な発展及び技術力の向上に向けて
　上下水道事業の課題が多様化・複雑化する中で、技術支援を担っているコンサルタントの品質確保は、事業の実施に
大きな影響を及ぼします。このため、品質確保の担い手を育成・確保するための適正な利潤を確保するためには、予定
価格を適正に設定する必要があります。また、必要に応じて技術提案を求め、その優劣を評価し、最も適切な会社と契
約を結びことも品質を確保するためには必要です。
　以上のことを踏まえ、コンサルタントの健全な発展及び技術力向上に向けて、「適正な予定価格の設定とダンピング受
注の防止」と「技術力によるコンサルタントの選定」を要望いたします。
　

（１）適正な予定価格の設定とダンピング受注の防止
　コンサルタント各社が品質確保の担い手となる人材を中長期的に育成し、確保するための適正な利潤を確保するため
には、予定価格が適正に定められることが不可欠です。また、適正な予定価格の設定とあわせてダンピング受注の防止
も品質確保に必要であり、すべての業務について低入札価格調査基準や最低制限価格の設定と活用、予定価格の事前公
表の取りやめをお願いいたします。
　①適正な予定価格の設定
　　■適正な歩掛の適用
　　■実態に合った直接経費や調査費の計上
　　■歩掛適用外の業務におけるコンサルタントへの見積り依頼及びその活用
　②低価格入札対策の強化（ダンピング受注の防止）
　　■最低制限価格や調査基準価格の設定・活用
　　■上記価格の引き上げ
　③予定価格の事後公表の促進
　　■予定価格の事前公表の中止及び事後公表への切替え

 （２）技術力によるコンサルタントの選定
　コンサルタント業務の委託においては、受託者調達方式の多くが価格競争となっています。価格競争にも様々な工夫
がなされており、全てを否定するものではありませんが、一方でコンサルタント業務の多くは、会社・個人の技術力を
評価した選定・調達が基本であると認識しております。このため、技術力によるコンサルタントの選定に向けて、以下
の改善をお願いいたします。
　①入札参加資格要件の設定
　　■技術士などの適切な資格及び実務経験を有した技術者の配置
　　■地域の担い手となる若手人材の育成にも配慮した要件の設定

　②プロポーザル方式や総合評価方式の採用
　　■高度な技術力やその実績が重要となる業務
　　■複数年業務や複数年に亘る継続性が重要である業務
　　■手法やアイデアが重要となる業務
　　 　当協会では「建設コンサルタント業務等の技術評価型の受託者選定の手引き（平成27年度）」を作成し、ホーム

ページに公開しております。本手引きの中で、業務に求められる能力（知識、構想力、応用力）を勘案した発注方
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式を提案しています。

　③業務成績評定の実施と活用
　　■業務成果に対する会社・技術者への評価の導入（業務成績評定、表彰制度等）
　　■評価基準並びに評価結果の開示
　　■評価結果の反映
　
４．業務の品質確保及び向上に向けて
　業務品質の確保は、品確法において受発注者双方で取り組むべき責務として示されています。水コン協では技術研究
発表会、講習会・現場見学会、技術士資格取得支援、各種マニュアル作成、CPD制度運用等品質確保に向けた各種取り
組みを行っていますが、発注者の協力も必要です。水コン協として「業務内容の明確化」と「三者会議の活用」を要望
します。

（１）業務内容の明確化
　業務内容の明確化や適切な費用計上は、適正な契約の締結・履行並びに業務品質の確保・向上にも欠かせないものと
考えます。また、コミュニケーションは受発注者双方で推進すべきものであり、工程管理や業務品質確保のためにもメ
ールの有効活用やワンデーレスポンスの促進が必要です。このため、以下の対応をお願いいたします。
　　■仕様書における業務の目的、範囲、設計条件などの明確化
　　■追加作業に伴う適切な費用計上
　　■円滑なコミュニケーションの促進

（２）三者会議の活用
　設計成果による事業実施において、良質な施設整備とするため、適切な時期に、設計思想の共有を目的とした発注者・
施工者・設計者で構成する三者会議の開催をお願いいたします。
　なお、その主な要望として、以下の内容を考えております。
　　■設計思想の共有を図る三者会議の活用
　　■三者会議に対する適切な費用計上
　 　三者会議の詳しい内容につきまして、「三者会議（工事施工調整会議）実施要領（案）」を作成し、当協会のホーム

ページに公開しております。実施要領（案）には、三者会議を実施する工事や開催時期・回数、費用について提案し
ています。
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≪要望と提案に関する資料のご紹介≫

「要望と提案」に関する資料は、以下のようになっております。
協会ホームページトップのバナーからご覧いただけます。（検索：水コン協）

■要望と提案
　本文
　　『令和２年度要望と提案』
　　『令和２年度要望と提案（概要版）』
　関連資料（リーフレット）
　　『令和２年度要望と提案に関する統計資料』
　　『要望と提案に関わる行政動向』
　　『魅力ある水コンサルタントの実現に向けた就業環境改善の推進』
　　『発注者・施工者・設計者で構成する「三者会議」開催の提案』

■要望と提案に関連する「手引き」など
　　『建設コンサルタント業務等の技術評価型の受託者選定の手引き（平成27年度）』
　　『三者会議（工事施工調整会議）実施要領（案）』

協会活動のご紹介
　水コン協では、様々な活動を展開していますが、主な内容は以下のとおりとなっております。詳細はホームページに
公開しておりますので、ご覧いただければ幸いです。

■技術資料等の作成及び公開
当協会の技術系委員会を中心とした「公的」あるいは「協会独自」の技術資料・マニュアル・ガイドライン作成

■技術の普及及び習得
上述の成果について、技術講習会の開催や関係諸団体との情報交換などを通じた普及及びコンサルタントとしての幅
広い技術習得への展開

■自治体・事業体との災害支援協定の締結
■事業運営の支援に関する提案
　①上下水道事業運営支援業務
　　 当協会が考える“多様な官民協働（*）”の具体提案として、「上下水道事業運営支援業務活用の手引き（案）」の作成

公表　 （*）水コン協AWSCJ Vision 2015-2025

　②下水道ビジョン策定業務
　　 事業体が実施する多くの施策の優先順位の明確化や事業体の将来像などを検討する「下水道ビジョン策定業務」の

提案
■委員・講師の派遣及び水環境の保全に関する社会貢献活動

　今後、これらを充実させるとともに、新たな活動も検討してゆく所存です。
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と
往
く

古
浴
衣
八
十
路
迎
へ
て
丈
長
し

千
葉
　
安
　
彦
　
緑
　
泉

初
夏
や
嬰
の
乳
歯
の
輝
き
ぬ

青
芝
に
キ
ャ
ッ
チ
ボ
ー
ル
の
兄
お
と
と

す
れ
違
ふ
金
魚
の
柄
の
浴
衣
の
子

宮
城
　
鈴
　
木
　
わ
　
か
　
ば

掛
け
軸
の
如
来
半
眼
夏
座
敷

巣
ご
も
り
の
散
歩
励
ま
す
立
葵

ゴ
ー
ヤ
伸
び
風
も
み
ど
り
の
夏
日
か
な

東
京
　
坂
　
本
　
秀
　
浩

坪
庭
に
一
陣
の
風
夏
座
敷

車
窓
よ
り
所
々
に
麦
の
秋

湯
の
宿
の
糊
の
き
き
た
る
浴
衣
か
な

東
京
　
中
　
西
　
麦
　
人

都
心
に
も
灯
り
落
し
て
蛍
狩
り

黒
南
風
や
艇
軋
み
お
り
鳴
門
の
海

夏
座
敷
主
は
父
の
遺
影
か
な

東
京
　
北
　
誥
　
南
　
風

防
災
の
備
え
万
全
梅
雨
近
し

浴
衣
着
て
襟
足
白
き
中
学
生

マ
ン
ド
リ
ン
俱
楽
部
合
宿
汗
ま
み
れ

千
葉
　
加
　
藤
　
浩
　
雲

梅
雨
寒
の
手
を
開
き
見
る
運
命
線

沢
音
の
間
近
に
聞
え
夏
木
立

民
宿
の
外
の
洗
面
茗
荷
の
子

神
奈
川
　
森
　
　
京
　
子
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公益社団法人 全国上下水道コンサルタント協会の変遷

　国民生活の向上、産業の拡大成長に不可欠の上下水道整備充実は、国
及び地方公共団体において、重要施策としてかかげられ、その推進が積
極的に行われている。
　このすう勢に対応し、昭和 30 年代から上下水道関係コンサルタント
会社が創設され、各地方公共団体における施設整備の増大する需要にこ
たえてきた。その後人材養成等各社の共通的な課題を解決するため、地
区単位でグループ活動を行う気運が高まり、昭和 46 年に中部地区に水
コンサルタント協議会が創設されたのを皮切りに、各地区に協議会が誕
生し、地区行政支局からの密接な指導のもとに当面の諸問題を解決し、
かつ、各社が健全な発展を図ることができるよう努力してきた。これら
の地区協議会は、夫々の地区の独立団体であり、その活動も地域的に限
られ、必要な技術情報等の交換についても円滑を欠く状況にあったため、
昭和 49 年全国上下水道コンサルタント協議会連合会を発足させ、業界
の総力を結集して、国及び地方公共団体への要望活動、他分野のコンサ
ルタントとの協力関係の緊密化など対外活動も合わせて積極的に活動を
行ってきた。しかし、この連合会も地区協議会を母体としていたため、
その地域性の障壁を払拭する必要が求められ、昭和 56 年に全国上下水
道コンサルタント協会（水コン協）が設立され、会員資格を限定し、全
国組織としての形態を備えるに至った。
　国の経済が安定成長期に入るにつれ、量的拡大から質的充実へと政策
の転換が図られ、国民的意識の多様化、技術革新のテンポの高まりもあ
り、上下水道関係事業の推進にあたって環境問題をはじめとする各種の
分野にまたがる課題が増加し、これらの解決方策の検討にあたり新技術
の研究開発、知識情報の共同他、人材の育成確保等が上下水道コンサル
タント業界にも強く求められるようになった。
　このように広範多岐にわたり行政及び上下水道コンサルタント業界に
求められている時代の要請にこたえていくためには、個々の努力では、
すでに限界が見え、中心となって実行していく組織が必要となり、昭
和 60 年 4 月 1 日に、上下水道コンサルタント関係業者が一体となって
上下水道に関する技術の改善向上等につとめ、上下水道コンサルタント
業の健全な発展を図り、もって上下水道事業の推進に貢献することによ
り広く社会公共の福祉の増進に寄与することを目的とし、厚生省並びに
建設省の許可を得て、社団法人「全国上下水道コンサルタント協会」（水
コン協）が設立されました。
　平成 23 年 11 月１日には、公益法人制度改革の下、「一般社団法人」
に移行しました。
　平成 30 年４月１日に「公益社団法人」に移行しました。

昭和30年

昭和46年

昭和49年

昭和56年

昭和60年

平成23年

平成30年
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改正　平成29年6月8日（総会）
（平成30年4月1日公益社団法人）

倫　理　綱　領
全国上下水道コンサルタント協会公益社団法人

１ ．公共の福祉の優先
会員は、公共の福祉の向上に寄与するよう努めなければならない。

２ ．社会の持続性の確保への貢献
会員は、地球環境の保全等、社会の持続性の確保に努めなければならない。

３ ．専門技術の保持
会員は、専門に関する知見を深めるとともに技術力の向上に努め、その力
量を基に業務を遂行しなければならない。

４ ．公正かつ誠実な業務遂行
会員は、公正かつ誠実に業務を遂行しなければならない。

５．秘密の保持
会員は、業務上知り得た秘密を正当な理由なく、他に漏らしてはならない。

６．信用の保持
会員は、上下水道コンサルタントとしての品位を保持し、欺瞞的な行為、
不当な報酬の授受等、信用を失うような行為をしてはならない。

７．会員相互の尊重
会員は、会員相互の名誉や立場を尊重し、信頼関係の醸成に努めなければ
ならない。

８．法令等の順守
会員は、法令、本会の定款等を順守し、公正かつ自由な競争の維持に努め
るとともに、健全な企業活動を行わなければならない。

９．継続研鑽
会員は、継続的に技術の研鑽と人材の育成に努めなければならない。

　会員は、上下水道コンサルタントとしての使命と職責の自覚にたって、
技術に関する知識と経験を駆使して誠実に業務の遂行に努め、持続可能な
社会の実現に貢献するとともに、社会的評価と職業上の地位の向上を図ら
なければならない。そのため、以下の事項を順守するものとする。
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事務局　〒116-0013　東京都荒川区西日暮里５丁目 26 番８号　スズヨシビル 7 階
　　　　電話（03）6806-5751　FAX（03）6806-5753
E-mail：info@suikon.or.jp　　URL  https：//www.suikon.or.jp

公益社団法人 全国上下水道コンサルタント協会組織

総　  会

理 事 会

委 員 会

総
務
委
員
会

倫
理
委
員
会

企
画
委
員
会

対
外
活
動
委
員
会

災
害
時
支
援
委
員
会

上
水
道
委
員
会

下
水
道
委
員
会

技
術
・
研
修
委
員
会

受
託
調
査
研
究
委
員
会

下
水
道
施
設
計
画
・
設
計
指
針
特
別
委
員
会

「
不
明
水
対
策
の
手
引
き
」
改
訂
等
技
術
専
門
委
員
会

水
坤
編
集
部
会

C
P
D
部
会

事
務
局

北
海
道
支
部

東
北
支
部

関
東
支
部

中
部
支
部

関
西
支
部

中
国
・
四
国
支
部

九
州
支
部

支　部

業務執行理事会
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支 部 名 所 在 地 電　話・FAX

北 海 道 支 部
〒060 -0002 札幌市中央区北2条西4丁目1番地　北海道ビル1F

　㈱ドーコン内

電	話（011）801 - 1513

FAX（011）801 - 1512

東 北 支 部
〒980 -0803 仙台市青葉区国分町3-8-14

　㈱三協技術内

電	話（022）213 - 3552

FAX（022）797 - 6601

関 東 支 部
〒116 -0013 東京都荒川区西日暮里5-26-8

　スズヨシビル7F

電	話（03）6806 - 5751

FAX（03）6806 - 5753

中 部 支 部
〒460 -0003 名古屋市中区錦1-8-6　ONEST名古屋錦スクエア

　中日本建設コンサルタント㈱内

電	話（052）232 - 6036

FAX（052）221 - 7854

関 西 支 部
〒530 -0005 大阪市北区中之島6-2-40

　中之島インテス19F

電	話（06）6170 - 2806

FAX（06）6170 - 2807

中 国 ・ 四 国 支 部
〒733 -0035 広島市西区南観音7-13-14

　㈱大広エンジニアリング内

電	話（082）291 - 1313

FAX（082）291 - 3020

九 州 支 部
〒805 -0061 北九州市八幡東区西本町2-5-5

　㈱松尾設計内

電	話（093）661 - 4970

FAX（093）661 - 8962

公益社団法人　全国上下水道コンサルタント協会地方支部事務局
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公
益
社
団
法
人
　
全
国
上
下
水
道
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
協
会

加
盟
会
員
会
社
の
採
用
情
報
の
ご
案
内

当
協
会
に
加
盟
し
て
い
る
会
員
会
社
の
採
用
情
報
で
す
。

詳
し
く
は
、
各
社
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
ア
ク
セ
ス
ま
た
は
問
い
合
わ
せ
先
へ
、
お
気
軽
に
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

あ
な
た
の
情
熱
や
夢
を
実
現
で
き
る
「
水
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
」
の
会
社
が
、
こ
の
中
に
き
っ
と
あ
り
ま
す
。

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
受
入
れ
て
い
る
会
員
会
社
も
あ
り
ま
す
の
で
、
上
下
水
道
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
現
場
を
是
非
体
験
し
て
み
て
く
だ
さ
い
。

掲
載
し
て
い
る
情
報
は
、
令
和
２
年
7
月
1
日
現
在
の
も
の
で
す
。

加
盟
会
員
会
社

本
社
住
所

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

制
度

ア
ク
セ
ス
・
問
い
合
わ
せ
先

採
用
担
当
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

北
海
道
支
部

㈱
開
発
工
営
社

北
海
道
札
幌
市
中
央
区
北
4条
西
5-
1

ア
ス
テ
ィ
45
ビ
ル

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.k
ai
-k
oe
i.c
o.j
p

T
EL
：
01
1-
20
7-
36
66

M
ai
l�：
sa
w
ad
a@
ka
i-k
oe
i.c
o.j
p

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
は
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
通
じ
て
日
本
の
競
争

力
を
高
め
る
一
翼
を
担
え
る
と
考
え
ま
す
。
私
た
ち
が
担
う
地
域
社

会
の
最
適
環
境
の
創
造
を
目
指
し
、「
一
人
は
皆
の
た
め
に
、
皆
は

一
人
の
た
め
に
」
全
社
一
丸
と
な
っ
て
取
り
組
み
ま
す
。

グ
ロ
ー
バ
ル
設
計
㈱

北
海
道
札
幌
市
中
央
区
南
2条
西
10
-1
-4

第
二
サ
ン
ト
ー
ビ
ル

な
し

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.g
lo
ba
l-s
.co
m

T
EL
：
�0
11
-2
61
-9
68
0

M
ai
l�：
ei
gy
o@
gl
ob
al
-s.
co
m

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
で
あ
る
上
下
水
道
の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て

地
域
社
会
の
発
展
に
貢
献
し
、
各
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
の
信
頼
に
応
え
て

プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
と
し
て
の
責
任
感
を
持
ち
社
員
一
丸
と
な
っ

て
取
り
組
ん
で
お
り
ま
す
。

㈱
帝
国
設
計
事
務
所

北
海
道
札
幌
市
東
区
北
25
条
東
12
-1
-1
2

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.k
k-
te
ik
ok
u.
jp

T
EL
：
01
1-
75
3-
47
68

M
ai
l�：
sa
to
k@
kk
-te
ik
ok
u.
jp

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
と
し
て
の
安
全
・
安
定
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
社

会
情
勢
の
変
化
と
将
来
を
見
据
え
て
、
健
全
な
水
循
環
を
推
進
す
る

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務
に
取
り
組
み
ま
す
。

㈱
ド
ー
コ
ン

北
海
道
札
幌
市
中
央
区
北
2条
西
4丁
目
1

北
海
道
ビ
ル

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.d
oc
on
.jp

T
EL
：
01
1-
80
1-
15
01

M
ai
l�：
do
co
n-
sa
iy
o@
do
co
n.
jp

ド
ー
コ
ン
に
と
っ
て
、「
人
材
」＝
「
社
員
」は
会
社
の
全
て
で
あ
り
、誇
り

で
あ
り
ま
す
。皆
さ
ん
も
そ
の
一
員
と
な
っ
て
、国
民
の
安
全
と
安
心
を
支

え
、地
域
の
発
展
に
貢
献
す
る
と
い
う
達
成
感
あ
ふ
れ
る
仕
事
に
チ
ャ
レ

ン
ジ
し
て
い
き
ま
せ
ん
か
。皆
さ
ん
の
入
社
を
お
待
ち
し
て
い
ま
す
。

㈱
ド
ー
ト

北
海
道
札
幌
市
東
区
北
13
�条
東
7-
5-
1

相
沢
ビ
ル

あ
り

U
RL
：
-

T
EL
：
01
1-
72
3-
42
24

M
ai
l�：
n-
fu
jiw
ar
a@
do
to
.co
.jp

上
下
水
道
な
ど
の
社
会
基
盤
を
支
え
る
会
社
と
し
て
、
そ
の
技
術
を

活
か
し
、
地
域
密
着
型
の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
の
使
命
を

果
た
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

東
日
本
設
計
㈱

北
海
道
札
幌
市
中
央
区
大
通
西
25
-4
-1
8

東
日
ビ
ル

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.h
ns
-w
eb
.jp

T
EL
：
01
1-
64
1-
86
00

M
ai
l�：
ot
oi
aw
as
e@
hn
s-w
eb
.jp

北
海
道
内
の
市
町
村
の
緊
急
時
や
現
状
の
課
題
、
中
長
期
の
展
望
に

技
術
力
と
き
め
細
や
か
な
対
応
力
を
活
か
し
、
地
域
の
発
展
を
支
え

る
一
端
を
担
っ
て
い
ま
す
。
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
世
界
で
、
一
緒

に
将
来
の
北
海
道
に
向
き
合
っ
て
み
ま
せ
ん
か
。
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加
盟
会
員
会
社

本
社
住
所

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

制
度

ア
ク
セ
ス
・
問
い
合
わ
せ
先

採
用
担
当
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

㈱
ホ
ク
ス
イ
設
計
コ
ン
サ
ル

北
海
道
札
幌
市
北
区
北
6条
西
9-
2

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.h
ok
us
ui
-p
.co
m

T
EL
：
01
1-
73
7-
62
32

M
ai
l�：
in
fo
@
ho
ku
su
i-p
.co
m

地
域
住
民
の
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
と
と
も

に
、
自
然
災
害
等
の
防
災
・
減
災
を
、
更
に
地
域
と
密
着
し
た
提
案

を
中
心
と
し
た
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務
を
行
っ
て
い
ま
す
。

東
北
支
部

㈱
ウ
ヌ
マ
地
域
総
研

秋
田
県
秋
田
市
八
幡
新
川
向
13
番
19
号

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.u
nu
m
a.c
o.j
p

T
EL
：
01
8-
86
3-
58
09

M
ai
l�：
in
fo
@
un
um
a.c
o.j
p

地
域
社
会
の
基
盤
で
あ
る
地
域
市
民
、財
産
、ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
必
要
不
可
欠
な
公
共

イ
ン
フ
ラ
を
適
正
に
維
持
管
理
し
、地
域
に
必
要
と
さ
れ
る
、地
域
密
着
型
の
技
術
者

集
団
の
企
業
で
す
。環
境
に
配
慮
し
た
安
全
安
心
な
地
域
づ
く
り
を
様
々
な
公
共
設

計
や
調
査
に
反
映
し
、高
い
技
術
者
倫
理
感
を
も
っ
て
取
り
組
ん
で
お
り
ま
す
。

㈱
コ
サ
カ
技
研

青
森
県
八
戸
市
大
字
長
苗
代

字
上
碇
田
56
-2

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.k
os
ak
ag
ik
en
.co
.jp

T
EL
：
01
78
-2
7-
34
44

M
ai
l�：
ky
uj
in
-3
44
4@
ko
sa
ka
gi
ke
n.
co
.jp

地
域
と
共
に
50
年
。
公
共
事
業
専
門
の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で

す
。
自
分
自
身
の
技
術
力
で
「
地
図
」
や
「
記
憶
」
に
残
る
社
会
貢
献

を
し
て
み
ま
せ
ん
か
。

㈱
三
協
技
術

宮
城
県
仙
台
市
青
葉
区
国
分
町
3-
8-
14

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.sa
nk
yo
cc
.jp

T
EL
：
02
2-
22
4-
55
03

M
ai
l�：
h.
sa
sa
ki
@
sa
nk
yo
cc
.jp

地
域
に
根
差
し
た
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
地
方
経
済
の
発
展
と
向

上
に
貢
献
で
き
る
よ
う
努
め
て
お
り
ま
す
。

㈱
復
建
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

宮
城
県
仙
台
市
青
葉
区
錦
町
1-
7-
25

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.fg
c.j
p

T
EL
：
02
2-
26
2-
12
34

M
ai
l�：
in
fo
@
se
nd
ai
.fg
c.c
o.j
p

地
域
の
ホ
ー
ム
ド
ク
タ
ー
と
し
て
信
頼
さ
れ
る
総
合
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
を
目
指
し
て
お
り
ま
す
。

㈱
三
木
設
計
事
務
所

秋
田
県
秋
田
市
川
元
松
丘
町
2-
14

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.m
ik
ise
kk
ei
.co
.jp

T
EL
：
01
8-
86
2-
73
31

M
ai
l�：
m
as
te
r@
m
ik
ise
kk
ei
.co
.jp

豊
か
な
環
境
づ
く
り
の
パ
ー
ト
ナ
ー
を
モ
ッ
ト
ー
に
、
地
域
の
皆
様

の
ご
協
力
を
得
な
が
ら
、
事
業
活
動
を
通
じ
て
、
地
域
社
会
の
繁
栄

と
幸
せ
の
た
め
、
“常
に
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
な
水
の
供
給
を
考
え
る
”そ

ん
な
「
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
」
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

関
東
支
部

ア
ジ
ア
航
測
㈱

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
6-
14
-1

新
宿
グ
リ
ー
ン
タ
ワ
ー
ビ
ル

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.aj
ik
o.c
o.j
p/

T
EL
：
04
4-
96
9-
72
50

M
ai
l�：
tk
.ji
nj
i@
aj
ik
o.c
o.j
p

当
社
は
、上
下
水
道
台
帳
整
備
,G
IS
開
発
,ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
,上
下
水
道

経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
な
ど
、上
下
水
道
事
業
全
般
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
空
間
情

報
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
す
。何
ご
と
も
チ
ャ
レ
ン
ジ
を
恐
れ
な
い
方
、最
先
端
技

術
を
駆
使
し
幅
広
い
事
業
を
展
開
す
る
当
社
で
共
に
成
長
し
て
い
き
ま
せ
ん
か
。

㈱
エ
ヌ
・
エ
ス
・
シ
ー
・
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
東
京
都
台
東
区
東
上
野
3-
3-
3

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.n
sc
-e
.co
.jp

T
EL
：
03
-5
84
6-
30
11

M
ai
l�：
re
cr
ui
t@
ns
c-
e.c
o.j
p

当
社
は
「
人
に
や
さ
し
い
、
地
球
に
や
さ
し
い
水
環
境
づ
く
り
」
を

モ
ッ
ト
ー
に
、
水
に
関
す
る
イ
ン
フ
ラ
設
備
や
施
設
の
設
計
・
技
術

提
案
を
行
っ
て
い
ま
す
。
人
々
の
生
活
を
支
え
る
イ
ン
フ
ラ
整
備
事

業
の
場
で
私
た
ち
と
一
緒
に
活
躍
し
ま
せ
ん
か
？

㈱
N
JS

東
京
都
港
区
芝
浦
�1
-1
-1

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.n
js
.co
.jp

T
EL
：
03
-6
32
4-
43
55

M
ai
l�：
Sa
iy
o@
nj
s.c
o.j
p

19
51
年
に
水
道
・
下
水
道
の
エ
ン
ジ
ニ
ア
を
育
て
る
会
社
と
し
て
創
立
。以

来
、水
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
に
貢
献
し
て
き
て
お
り
、海
外
進
出
や
管
理
運
営

支
援
、東
証
一
部
上
場
な
ど
、業
界
の
パ
イ
オ
ニ
ア
と
し
て
歩
ん
で
き
ま
し

た
。時
代
に
合
わ
せ
て
進
化
し
続
け
る
当
社
で
力
を
発
揮
し
ま
せ
ん
か
？
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加
盟
会
員
会
社

本
社
住
所

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

制
度

ア
ク
セ
ス
・
問
い
合
わ
せ
先

採
用
担
当
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

㈱
オ
ウ
ギ
工
設

群
馬
県
前
橋
市
上
泉
町
26
8

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.oh
gi
-k
.co
.jp

T
EL
：
02
7-
23
3-
05
61

M
ai
l�：
ko
da
m
a@
oh
gi
-k
.jp

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
社
会
資
本
整
備
（
道
路
、
河
川
、
下

水
道
、
橋
梁
等
）
に
関
わ
る
中
で
、
川
上
的
位
置
づ
け
に
あ
る
業
務

を
通
じ
、
地
域
環
境
整
備
を
創
る
役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。

㈱
オ
リ
エ
ン
タ
ル
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ

東
京
都
渋
谷
区
本
町
3-
12
-1

住
友
不
動
産
西
新
宿
ビ
ル
6号
館

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.or
ic
on
su
l.c
om
/r
ec
ru
it/

T
EL
：
03
-6
31
1-
75
51

M
ai
l�：
sa
iy
o@
or
ic
on
su
l.c
om

当
社
は
、「
個
の
成
長
」が
「
企
業
の
成
長
」に
つ
な
が
り
、「
豊
か
さ
を
実
現
」

す
る
こ
と
で
、さ
ら
に
個
が
成
長
す
る
と
い
う
好
循
環
を
生
み
出
す
こ
と
を

大
切
に
し
、自
由
闊
達
で
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
に
富
ん
だ
企
業
風
土
で
す
。ま

た
、社
員
一
人
ひ
と
り
の
“情
熱
と
や
り
が
い
”を
大
切
に
し
た
企
業
で
す
。

オ
リ
ジ
ナ
ル
設
計
㈱

東
京
都
渋
谷
区
元
代
々
木
町
30
-1
3

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.oe
c-
so
lu
tio
n.
co
.jp
/�
6r
ec
ru
it/

T
EL
：
03
-6
75
7-
88
01

M
ai
l�：
上
記
採
用
情
報
サ
イ
ト
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

“風
通
し
の
良
い
風
土
の
構
築
”が
モ
ッ
ト
ー
の
当
社
。新
卒
か
ら
ベ
テ
ラ

ン
ま
で
、皆
が
健
康
で
活
き
活
き
と
働
き
、ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
を

取
り
な
が
ら
能
力
を
発
揮
で
き
る
、「
働
き
続
け
た
い
企
業
」を
目
指
し
て

職
場
環
境
作
り
を
進
め
て
い
ま
す
。ぜ
ひ
そ
の
目
で
確
か
め
て
く
だ
さ
い
。

㈱
環
境
技
研
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

千
葉
県
千
葉
市
中
央
区
都
町
3-
14
-4

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.k
an
ky
og
ik
en
.co
.jp

T
EL
：
04
3-
22
6-
45
01

M
ai
l�：
so
um
u@
ka
nk
yo
gi
ke
n.
co
.jp

千
葉
県
、
茨
城
県
に
お
い
て
、
県
市
町
村
の
上
下
水
道
事
業
に
対
す

る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
業
務
を
地
域
密
着
型
で
行
っ
て
お
り
ま
す
。

毎
年
、
夏
休
み
の
時
期
に
大
学
３
年
生
の
実
習
を
受
け
入
れ
、
業
務

の
一
端
を
経
験
し
て
も
ら
っ
て
い
ま
す
。

共
和
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
浦
和
区
岸
町
7-
10
-5

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.k
yo
w
an
et
.jp

T
EL
：
04
8-
82
9-
24
02

M
ai
l�：
na
w
at
a@
ky
ow
an
et
.jp

埼
玉
県
内
を
主
体
と
し
て
、
上
下
水
道
施
設
の
設
計
・
維
持
管
理
を

主
に
行
っ
て
お
り
ま
す
。
皆
様
と
共
に
未
来
の
世
代
ま
で
イ
ン
フ
ラ

を
守
り
た
い
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

㈱
工
藤
設
計

栃
木
県
宇
都
宮
市
鶴
田
町
57
8-
6

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.k
ud
ou
se
kk
ei
.co
.jp

T
EL
：
02
8-
64
8-
17
51

M
ai
l�：
ky
uu
jin
@
ku
do
us
ek
ke
i.c
o.j
p

栃
木
県
下
及
び
近
隣
の
市
町
村
に
精
通
し
た
き
め
細
や
か
な
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
を
心
が
け
、
豊
か
で
潤
い
の
あ
る
水
循
環
型
社
会
を
形

成
す
る
た
め
に
、
地
域
の
発
展
と
と
も
に
歩
ん
で
い
ま
す
。

㈱
建
設
技
術
研
究
所

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
浜
町
3-
21
-1

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.ct
ie
.co
.jp
/r
ec
ru
it/

T
EL
：
03
-3
66
8-
04
58

M
ai
l�：
pe
rs
on
ne
l@
ct
ie
.co
.jp

水
コ
ン
と
し
て
働
く
た
め
に
必
要
な
の
は
、【
新
し
い
技
術
を
探
究
す
る
好
奇

心
と
、新
た
な
提
案
を
生
む
創
造
力
】で
す
。当
社
に
は
そ
れ
ぞ
れ
の
技
術
研

鑽
や
チ
ャ
レ
ン
ジ
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
制
度
、提
案
を
議
論
し
実
現
し
て
い
く
風

土
が
あ
り
ま
す
。ま
ず
は
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
て
お
待
ち
し
て
お
り
ま
す
。

㈱
コ
ー
セ
ツ
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

神
奈
川
県
横
浜
市
神
奈
川
区
鶴
屋
町
3-
32
-1
3

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.k
os
et
su
.co
.jp

T
EL
：
04
5-
32
3-
01
36

M
ai
l�：
h-
ito
u@
ko
se
ts
u.
co
.jp

神
奈
川
県
を
は
じ
め
関
東
地
方
を
中
心
と
す
る
地
域
で
、
上
下
水

道
、
河
川
、
道
路
、
橋
梁
な
ど
、
よ
り
よ
い
生
活
環
境
を
実
現
す
る
社

会
基
盤
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

国
際
航
業
㈱

東
京
都
千
代
田
区
六
番
町
2

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.k
kc
.co
.jp
/r
ec
ru
it/
in
de
x.
ht
m
l

T
EL
：
03
-4
47
6-
80
29

M
ai
l�：
gr
ad
ua
te
s@
kk
-g
rp
.jp

国
際
航
業
は
総
合
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、上
下
水
道
整
備
や
ま

ち
づ
く
り
、防
災
、
GI
Sに
よ
る
次
世
代
の
イ
ン
フ
ラ
管
理
な
ど
幅
広
い
事

業
を
展
開
し
て
い
ま
す
。社
会
が
抱
え
る
課
題
の
解
決
に
向
け
最
新
の
技

術
を
提
供
し
、安
全
・
安
心
な
未
来
都
市
の
構
築
に
注
力
し
て
い
ま
す
！

サ
ン
コ
ー
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

東
京
都
江
東
区
亀
戸
1-
8-
9

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.su
nc
oh
.co
.jp

T
EL
：
03
-3
68
3-
71
06

M
ai
l�：
su
nc
oh
-c
@
su
nc
oh
.co
.jp

地
質
調
査
、
道
路
、
河
川
・
上
下
水
道
な
ど
の
土
木
設
計
か
ら
、
ま

ち
づ
く
り
、
環
境
、
海
外
事
業
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
ま
で
、
幅
広
く

業
務
を
展
開
す
る
総
合
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
す
。
部
門
間
の
交

流
が
多
く
、
総
合
力
を
発
揮
し
た
設
計
が
得
意
な
会
社
で
す
。
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加
盟
会
員
会
社

本
社
住
所

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

制
度

ア
ク
セ
ス
・
問
い
合
わ
せ
先

採
用
担
当
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

セ
ン
ト
ラ
ル
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

東
京
都
中
央
区
晴
海
2-
5-
24

晴
海
セ
ン
タ
ー
ビ
ル

あ
り

（
1日

～
1週
間
）

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.ce
nt
ra
l-c
on
.co
.jp

T
EL
：
03
-3
53
2-
80
23

M
ai
l�：
ya
sa
no
@
ce
nt
ra
l-c
on
.co
.jp

道
路
、橋
梁
、河
川
、上
下
水
道
、都
市
計
画
、環
境
な
ど
幅
広
い
分
野
の
エ

ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
総
合
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
す
。

企
業
理
念
の
“人
財
”育
成
に
取
組
む
一
方
、男
女
問
わ
ず
活
躍
で
き
、家
族
と

楽
し
く
暮
ら
せ
る
職
場
と
す
る
た
め「
働
き
方
改
革
」も
推
進
し
て
い
ま
す
。

大
日
本
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

東
京
都
千
代
田
区
神
田
練
塀
町
30
0番
地

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.n
e-
co
n.
co
.jp

T
EL
：
03
-5
29
8-
20
51

M
ai
l�：
sa
iy
ou
@
ne
-c
on
.co
.jp

「
手
を
挙
げ
れ
ば
や
り
た
い
こ
と
が
で
き
る
。」
こ
れ
が
当
社
の
誇
る
企
業
文
化
で

す
。し
か
し
勘
違
い
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。強
い
意
志
と
説
得
力
、そ
し
て
、責
任

感
が
伴
っ
て
の
事
で
す
。新
し
い
道
を
つ
く
り
た
い
人
。ス
キ
ル
を
磨
き
た
い
人
。

熱
意
を
隠
せ
な
い
人
。あ
な
た
の
成
長
を
手
助
け
す
る
環
境
は
整
っ
て
い
ま
す
。

中
央
開
発
㈱

東
京
都
新
宿
区
西
早
稲
田
3-
13
-5

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.ck
cn
et
.co
.jp

T
EL
：
03
-3
20
8-
31
11

M
ai
l�：
ck
c_
po
st
@
ck
cn
et
.co
.jp

「
土
と
水
と
人
の
調
和
し
た
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
」
を
テ
ー
マ
に
、
特

徴
あ
る
オ
ン
リ
ー
ワ
ン
・
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
目
指
し
て
、
豊
富
な

経
験
を
も
と
に
、
全
国
自
治
体
の
下
水
道
施
設
の
最
適
な
再
構
築
計

画
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

㈱
長
大

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
蛎
殻
町
1-
20
-4

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.ch
od
ai
.co
.jp
/�

T
EL
：
03
-3
63
9-
33
01

M
ai
l�：
re
cr
ui
t@
ch
od
ai
.co
.jp

私
た
ち
の
合
言
葉
は「
人
・
夢
・
技
術
」。
新
し
い
技
術
や
仕
組
み
に
前
向
き

に
取
組
む
人
材
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
IT
の
進
化
す
る
時
代
に
お
い
て
、有
用

な
情
報
を
活
か
せ
る
の
は
固
定
観
念
に
と
ら
わ
れ
な
い
自
由
な
発
想
の
若
い

力
で
す
。未
来
を
築
く
皆
さ
ん
と
の
出
会
い
を
楽
し
み
に
し
て
い
ま
す
。

㈱
デ
ー
タ
設
計

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
本
町
2-
8-
12

デ
ー
タ
日
本
橋
本
町
ビ
ル

な
し

U
RL
：
�-

T
EL
：
03
-5
64
1-
13
91

M
ai
l�：
kp
e@
da
ta
-g
.co
m

当
社
の
事
業
内
容
、
並
び
に
募
集
予
定
等
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

㈱
東
京
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

東
京
都
豊
島
区
北
大
塚
1-
15
-6

あ
り

U
RL
：
�h
tt
ps
://
w
w
w
.to
ke
nc
on
.co
.jp
/

T
EL
：
03
-5
98
0-
26
33

M
ai
l�：
-

採
用
情
報
等
に
つ
い
て
は
、
当
社
H
Pを
ご
覧
く
だ
さ
い
。

㈱
東
京
設
計
事
務
所

東
京
都
千
代
田
区
霞
が
関
3-
7-
1

霞
が
関
東
急
ビ
ル

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/r
ec
ru
it.
to
ky
oe
ng
ic
on
.co
.jp

T
EL
：
03
-3
58
0-
27
51

M
ai
l�：
te
c_
sa
iy
ou
@
to
ky
oe
ng
ic
on
.co
.jp
�

19
59
年
の
創
業
以
来
、
“誠
実
を
旨
と
し
、優
れ
た
技
術
者
を
育
て
、良

い
作
品
を
残
す
“こ
と
を
モ
ッ
ト
ー
に
、国
内
外
で
上
下
水
道
イ
ン
フ
ラ

の
整
備
や
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
行
っ
て
い

ま
す
。水
ビ
ジ
ネ
ス
の
世
界
で
私
た
ち
と
一
緒
に
働
き
ま
せ
ん
か
！

㈱
東
光
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ

東
京
都
豊
島
区
東
池
袋
4-
41
-2
4�

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.to
ko
c.c
o.j
p

T
EL
：
03
-5
95
6-
55
08

M
ai
l�：
re
cr
ui
t@
to
ko
c.c
o.j
p

少
数
精
鋭
の
技
術
者
集
団
を
志
向
す
る
当
社
で
は
、
意
欲
あ
る
若
手

技
術
者
を
積
極
的
に
求
め
て
い
ま
す
。
皆
さ
ん
の
や
る
気
を
是
非
当

社
で
発
揮
し
て
く
だ
さ
い
。
皆
さ
ん
の
応
募
を
お
待
ち
し
て
い
ま

す
。

㈱
東
洋
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

東
京
都
豊
島
区
高
田
3-
18
-1
1

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/t
oy
oc
on
.co
.jp

T
EL
：
03
-5
99
2-
11
61

M
ai
l�：
ka
w
as
e@
to
yo
co
n.
co
.jp

何
事
に
も
コ
ツ
コ
ツ
と
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
方
、
新
し
い
こ
と

に
も
果
敢
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
き
る
方
、
人
の
役
に
立
ち
た
い
と
い
う

思
い
が
強
い
方
、
ひ
と
つ
で
も
当
て
は
ま
る
と
感
じ
る
方
に
お
会
い

し
た
い
と
願
っ
て
い
ま
す
。

㈱
東
洋
設
計
事
務
所

東
京
都
文
京
区
本
郷
3－
6－
6

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.to
yo
-se
kk
ei
.co
m

T
EL
：
03
-3
81
6-
40
51

M
ai
l�：
so
m
u-
j@
to
yo
-se
kk
ei
.co
.jp

「
水
の
未
来
を
ひ
ら
く
」
を
合
言
葉
に
業
務
を
進
め
て
い
ま
す
。
命
を

守
る
上
水
道
、
環
境
を
守
る
下
水
道
。
水
の
道
を
一
緒
に
歩
い
て
み

ま
せ
ん
か
。
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加
盟
会
員
会
社

本
社
住
所

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

制
度

ア
ク
セ
ス
・
問
い
合
わ
せ
先

採
用
担
当
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

都
市
開
発
設
計
㈱

群
馬
県
前
橋
市
新
前
橋
町
14
-2
6

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.to
sh
i.c
o.j
p/

T
EL
：
02
7-
25
1-
39
19

M
ai
l�：
da
ih
yo
u@
to
sh
i.c
o.j
p

地
域
密
着
型
で
少
数
精
鋭
の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
す
。上
下
水
道
を
は

じ
め
幅
広
い
業
務
を
行
っ
て
お
り
、地
域
貢
献
の
で
き
る
や
り
が
い
の
あ
る

仕
事
で
す
。や
り
た
い
こ
と
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。そ
し
て
チ
ャ
レ
ン
ジ
し

て
く
だ
さ
い
。支
援
は
惜
し
み
ま
せ
ん
。と
も
に
成
長
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

㈱
利
根
設
計
事
務
所

群
馬
県
前
橋
市
亀
里
町
27
4-
3

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.to
ne
se
kk
ei
.co
.jp

T
EL
：
02
7-
29
0-
35
00

M
ai
l�：
ei
gy
ou
@
to
ne
se
kk
ei
.co
.jp

19
60
年
（
昭
和
35
年
）
の
創
業
以
来
、
水
道
行
政
の
一
助
と
な
る
べ

く
一
貫
し
て
携
わ
っ
て
き
ま
し
た
。
私
達
は
水
循
環
の
コ
ン
サ
ル
タ

ン
ト
と
し
て
主
に
群
馬
県
及
び
埼
玉
県
の
市
町
村
の
皆
様
に
貢
献
致

し
ま
す
。

㈱
日
新
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
堀
留
町
1-
5-
7

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.n
ic
t.c
o.j
p/

T
EL
：
03
-5
84
7-
78
50

M
ai
l�：
sa
iy
ou
@
ni
ct
.co
.jp

“清
ら
か
な
水
環
境
と
快
適
な
地
域
環
境
づ
く
り
”を
目
指
し
て
地
域
の
種
々
の

ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
に
一
緒
に
取
り
組
み
ま
せ
ん
か
。ま
た
，維
持
管
理
の
視

点
と
い
う
新
し
い「
差
別
化
・
区
分
化
」の
武
器
を
手
に
入
れ
ま
し
た
。こ
れ
ま

で
以
上
に
付
加
価
値
を
向
上
さ
せ
た
技
術
提
案
を
提
供
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

㈱
日
水
コ
ン

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
6-
22
-1

新
宿
ス
ク
エ
ア
タ
ワ
ー

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.n
iss
ui
co
n.
co
.jp

T
EL
：
03
-5
32
3-
62
13

M
ai
l�：
sa
iy
ou
@
ni
ss
ui
co
n.
co
.jp

当
社
は
水
環
境
専
門
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
国
内
外
の
水
イ

ン
フ
ラ
整
備
に
貢
献
し
て
き
ま
し
た
。
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
夏
・

冬
）
や
O
B訪
問
、
会
社
訪
問
を
実
施
し
て
い
ま
す
の
で
、
ぜ
ひ
水
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
仕
事
内
容
や
社
風
に
触
れ
て
み
て
く
だ
さ
い
。

日
本
工
営
㈱

東
京
都
千
代
田
区
麹
町
5-
4

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.n-
ko
ei.
co
.jp
/r
ec
ru
it/
in
te
rn
sh
ip
/

T
EL
：
03
-3
23
8-
80
35

M
ai
l�：
pe
rs
on
ne
l@
n-
ko
ei
.co
.jp

当
社
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
制
度
を
体
験
し
、社
会
や
会
社
で
働
く
意

味
や
将
来
の
キ
ャ
リ
ア
に
つ
い
て
学
び
、水
コ
ン
業
界
の
仕
事
内
容
、

当
社
の
仕
事
・
人
・
社
風
に
つ
い
て
も
肌
で
感
じ
、設
計
コ
ン
サ
ル
タ

ン
ト
を
理
解
す
る
き
っ
か
け
に
し
て
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

日
本
シ
ビ
ッ
ク
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

東
京
都
荒
川
区
西
日
暮
里
2-
26
-2

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.n
cc
ne
t.c
o.j
p

T
EL
：
03
-5
60
4-
75
00

M
ai
l�：
ish
in
uk
i-s
h@
nc
cn
et
.co
.jp

シ
ー
ル
ド
ト
ン
ネ
ル
用
セ
グ
メ
ン
ト
の
設
計
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し

て
19
64
年
に
設
立
さ
れ
ま
し
た
。道
路
、鉄
道
、上
下
水
道
、地
下
河

川
等
の
地
下
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
中
心
に
、計
画
・
調
査
・
設
計
・
管
理

を
担
う
総
合
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
国
内
外
で
活
躍
し
て
い
ま
す
。

㈱
日
本
水
工
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
大
宮
区
東
町
2-
50

※
9月
1日
よ
り

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.n
iss
ui
ko
.co
.jp

T
EL
：
04
8-
78
3-
56
64

M
ai
l�：
in
fo
@
ni
ss
ui
ko
.co
.jp

埼
玉
に
本
社
を
構
え
、地
域
に
根
ざ
し
た
き
め
細
や
か
な
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
業
務
を
実
践
し
て
い
ま
す
。昭
和
40
年
の
創
業
以
来
、農
業
土
木
と

上
下
水
道
を
主
体
に「
自
然
と
の
調
和
に
配
慮
し
農
村
と
都
市
の
新
た

な
風
景
を
創
造
す
る
」こ
と
を
コ
ン
セ
プ
ト
に
活
躍
し
て
い
ま
す
。

日
本
水
工
設
計
㈱

東
京
都
中
央
区
勝
ど
き
3-
12
-1

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.n
-su
ik
o.c
o.j
p

T
EL
：
03
-3
53
4-
55
11

M
ai
l�：
re
cr
ui
t@
n-
su
ik
o.c
o.j
p

水
イ
ン
フ
ラ
の
専
門
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
す
。お
客
様
で
あ
る
各
自
治

体
か
ら
課
題
・
ニ
ー
ズ
を
ヒ
ア
リ
ン
グ
し
、調
査
・
計
画
・
設
計
に

よ
っ
て
街
づ
く
り
の
上
流
工
程
を
担
っ
て
い
ま
す
。水
を
通
し
て
地
域

の
暮
ら
し
を
支
え
、快
適
で
安
全
な
街
づ
く
り
に
貢
献
し
て
い
ま
す
。

㈱
日
本
水
道
設
計
社

東
京
都
千
代
田
区
三
番
町
1番
地

Ｋ
Ｙ
三
番
町
ビ
ル

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.se
kk
ei
sy
a.c
o.j
p

T
EL
：
03
-3
26
3-
84
31

M
ai
l�：
so
um
u@
se
kk
ei
sy
a.c
o.j
p

創
業
か
ら
一
貫
し
て
上
下
水
道
に
関
す
る
イ
ン
フ
ラ
事
業
に
貢
献
し
て
き
ま

し
た
。
65
年
以
上
に
及
ぶ
事
業
経
験
と
技
術
力
を
活
か
し
、水
の
専
門
家
と
し

て
高
度
な
技
術
力
と
高
い
信
頼
を
獲
得
し
て
い
ま
す
。土
木
だ
け
で
な
く
電
気

機
械
等
の
様
々
な
分
野
の
技
術
者
が
活
躍
で
き
る
場
が
必
ず
見
つ
か
り
ま
す
。

パ
シ
フ
ィ
ッ
ク
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ
㈱

東
京
都
千
代
田
区
神
田
錦
町
3-
22

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.p
ac
ifi
c.c
o.j
p

T
EL
：
03
-6
77
7-
30
45

M
ai
l�：
in
te
rn
sh
ip
@
tk
.p
ac
ifi
c.c
o.j
p

弊
社
は
社
会
資
本
を
整
備
・
充
実
さ
せ
て
い
く
た
め
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

を
行
っ
て
い
ま
す
。分
野
は
、上
下
水
道
の
他
、防
災
、ま
ち
づ
く
り
、環
境
、

交
通
な
ど
多
岐
に
渡
り
、各
専
門
分
野
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
が
国
内
外

で
活
躍
し
て
い
ま
す
。ぜ
ひ
皆
様
の
ご
応
募
を
お
待
ち
し
て
お
り
ま
す
！
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加
盟
会
員
会
社

本
社
住
所

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

制
度

ア
ク
セ
ス
・
問
い
合
わ
せ
先

採
用
担
当
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

常
陸
測
工
㈱

茨
城
県
水
戸
市
白
梅
2-
4-
11

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.h
ita
ch
i-s
ok
ko
.co
.jp

T
EL
：
02
9-
22
1-
60
11

M
ai
l�：
t_
m
ut
oh
@
hi
ta
ch
i-s
ok
ko
.co
.jp

茨
城
県
、
市
町
村
に
「
地
域
の
ホ
ー
ム
ド
ク
タ
ー
」
と
し
て
安
全
・

安
心
を
モ
ッ
ト
ー
に
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
心
が
け
、
地
域
と
と
も

に
歩
ん
で
い
ま
す
。
当
社
の
事
業
内
容
、
並
び
に
募
集
予
定
等
に
つ

い
て
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

冨
洋
設
計
㈱

東
京
都
墨
田
区
菊
川
2-
23
-6

四
国
菊
川
別
館

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.fu
yo
u.
co
.jp

T
EL
：
03
-5
66
9-
73
33

M
ai
l�：
in
fo
@
fu
yo
u.
co
.jp

多
年
に
わ
た
り
培
っ
て
き
た
豊
富
な
経
験
と
優
れ
た
技
術
を
活
か

し
、
多
く
の
人
に
喜
ば
れ
る
高
度
な
未
来
の
環
境
づ
く
り
を
目
指
し

て
い
ま
す
。

㈱
水
環
境
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

栃
木
県
宇
都
宮
市
鶴
田
町
45
3-
13
1

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.ae
p-
m
iz
uk
an
ky
ou
.jp
/

T
EL
：
02
8-
66
6-
03
16

M
ai
l�：
in
fo
@
ae
p-
m
iz
uk
an
ky
ou
.jp

平
成
18
年
３
月
創
業
、平
均
年
齢
33
歳
と
会
社
と
も
に
若
き
企
業
で
す
。

水
イ
ン
フ
ラ
の
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
と
し
て
、高
い
技
術
力
と
社
会
ニ
ー

ズ
に
柔
軟
な
対
応
が
で
き
る
若
き
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
継
続
育
成
に
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。貴
方
も
貴
女
も
我
が
社
で
活
躍
し
て
み
ま
せ
ん
か
。

㈱
山
下
水
道
設
計
事
務
所

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
浜
町
2-
1-
10

な
し

U
RL
：
�-

T
EL
：
03
-5
64
1-
41
00

M
ai
l�：
so
um
u-
1@
ya
m
as
hi
ta
-su
id
o.c
o.j
p

昭
和
32
年
（
19
57
）
創
業
よ
り
上
下
水
道
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て

長
年
に
わ
た
り
地
域
に
貢
献
し
て
ま
い
り
ま
し
た
。
当
社
の
事
業
内

容
、
並
び
に
募
集
予
定
等
に
つ
き
ま
し
て
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

㈱
吉
沢
水
道
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

千
葉
県
千
葉
市
中
央
区
市
場
町
6-
18

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.y
s-c
on
.co
.jp

T
EL
：
04
3-
22
7-
10
64

M
ai
l�：
ei
gy
o-
c@
ys
-c
on
.co
.jp

千
葉
県
、
茨
城
県
、
栃
木
県
、
市
町
村
に
お
い
て
『
水
』
に
関
す
る
総

合
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
安
全
・
安
心
な
水
道
供
給
に
地
域
と

連
携
し
て
取
り
組
む
企
業
で
す
。

中
部
支
部

㈱
大
場
上
下
水
道
設
計

静
岡
県
浜
松
市
中
区
早
出
町
11
34

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
ob
aj
yo
ge
.co
m
/

T
EL
：
05
3-
46
6-
21
00

M
ai
l�：
ob
aj
yo
ge
@
lil
ac
.oc
n.
jp

静
岡
県
内
の
「
水
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
」
と
し
て
は
、
上
水
道
及
び

工
業
用
水
道
事
業
に
お
い
て
「
N
O
.1の
実
績
」
を
誇
り
ま
す
。
若
い

技
術
者
も
多
く
、
と
て
も
ア
ッ
ト
ホ
ー
ム
な
会
社
で
す
。

㈱
オ
リ
ン
ピ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

岐
阜
県
大
垣
市
東
町
1-
36

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.ol
ym
pi
a-
co
n.
co
.jp

T
EL
：
05
84
-8
2-
83
02

M
ai
l�：
in
fo
@
ol
ym
pi
a-
co
n.
co
.jp

弊
社
は
平
成
元
年
７
月
創
業
以
来
約
30
年
以
上
、
上
下
水
道
設
計
を

メ
イ
ン
と
し
た
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
行
っ
て
ま
い
り
ま
し
た
。

現
在
で
は
国
・
県
・
市
町
村
（
役
所
）
を
顧
客
に
、
全
国
の
上
下
水

道
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
行
っ
て
い
ま
す
。

㈱
カ
ギ
テ
ッ
ク

三
重
県
松
阪
市
田
村
町
34
1-
1

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/k
ag
ite
c.j
p/

T
EL
：
05
98
-2
3-
11
55

M
ai
l�：
ka
gi
te
c@
ka
gi
te
c.c
om

三
重
県
内
を
中
心
に
、測
量
、補
償
、土
木
・
上
下
水
道
設
計
を
行
っ

て
い
る
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
す
。
三
重
県
を
代
表
す
る
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
日
々
技
術
力
の
向
上
に
努
め
、
地
域
の
発
展
に

貢
献
し
て
い
ま
す
。

㈱
小
林
設
計
事
務
所

愛
知
県
岡
崎
市
小
呂
町
3-
28
-1

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.k
sj
-o
ka
za
ki
.co
.jp

T
EL
：
05
64
-2
7-
10
21

M
ai
l�：
ks
j@
ks
j-o
ka
za
ki
.co
.jp

創
業
56
年
、
地
域
に
根
差
し
た
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
、
数
多
く
の

水
道
事
業
を
手
掛
け
て
い
ま
す
。「
蛇
口
の
向
こ
う
に
見
え
る
街
づ

く
り
」
を
目
指
し
、
安
全
で
安
心
し
て
生
活
で
き
る
環
境
を
守
る
た

め
に
一
緒
に
働
く
仲
間
を
募
集
し
ま
す
。
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加
盟
会
員
会
社

本
社
住
所

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

制
度

ア
ク
セ
ス
・
問
い
合
わ
せ
先

採
用
担
当
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

㈱
三
祐
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ

愛
知
県
名
古
屋
市
東
区
代
官
町
35
-1
6

第
一
富
士
ビ
ル

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
sa
ny
u.
tc
p.
jp

T
EL
：
05
2-
93
3-
78
01

M
ai
l�：
re
cr
ui
t@
sa
ny
u-
co
n.
co
.jp

創
業
か
ら
56
年
。
ふ
り
返
る
と
原
点
と
い
え
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
困

難
を
極
め
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
・
・
熱
い
思
い
が
こ
も
っ
た
数
多
く

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
あ
り
ま
し
た
。
こ
ん
な
私
た
ち
と
海
外
で
の
上

下
水
道
事
業
に
携
わ
る
新
た
な
仲
間
を
募
り
ま
す
。

㈱
サ
ン
ワ
コ
ン

福
井
県
福
井
市
花
堂
北
1-
7-
25

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.sa
nw
ac
on
.co
.jp

T
EL
：
07
76
-3
6-
27
90

M
ai
l�：
sa
nw
ac
on
@
sa
nw
ac
on
.co
.jp

県
内
、
北
陸
を
は
じ
め
、
東
日
本
、
西
日
本
の
区
画
整
理
、
都
市
・
環

境
計
画
、
測
量
・
地
質
・
補
償
調
査
、
建
築
・
土
木
・
上
下
水
道
設

計
等
を
行
っ
て
い
る
総
合
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
す
。
技
術
と
創

造
で
新
た
な
社
会
の
発
展
に
貢
献
し
ま
す
。

㈱
新
光
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

新
潟
県
新
潟
市
中
央
区
新
光
町
1-
1

な
し

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.sh
in
ko
-c
on
su
lta
nt
.co
m
/

T
EL
：
02
5-
28
5-
57
55

M
ai
l�：
in
fo
@
sh
in
ko
u-
co
ns
ul
ta
nt
.co
.jp

上
下
水
道
の
社
会
的
ニ
ー
ズ
で
あ
る
｢安
心
｣「
安
定
」「
安
価
」「
環
境
」

な
ど
の
諸
課
題
に
対
し
、設
計
支
援
だ
け
で
は
な
く
、ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
を
始
め
、耐
震
調
査
・
診
断
、施
工
監
理
、経
営
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
サ

ポ
ー
ト
な
ど
総
合
的
な
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
に
取
り
組
ん
で
お
り
ま
す
。

㈱
新
日
本
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

富
山
県
富
山
市
吉
作
91
0-
1

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.sh
in
ni
ho
n-
cs
t.c
o.j
p

T
EL
：
07
6-
43
6-
21
11

M
ai
l�：
sa
iy
ou
@
sh
in
ni
ho
n-
cs
t.c
o.j
p

従
来
型
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
事
業
の
他
、自
社
運
営
の
発
電
事
業
等
、新
た

な
事
業
分
野
へ
も
参
画
し
、着
実
に
成
長
し
続
け
て
い
ま
す
。社
員
全
員

が
技
術
者
と
し
て
の
誇
り
と
夢
を
持
ち
業
務
に
取
り
組
ん
で
お
り
、皆

様
に
も
是
非
そ
の
一
員
に
な
っ
て
い
た
だ
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

新
日
本
設
計
㈱

長
野
県
長
野
市
稲
葉
25
61

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.sn
s.c
o.j
p

T
EL
：
02
6-
26
6-
96
00

M
ai
l�：
fu
ru
sa
w
a@
sn
s.c
o.j
p

創
立
56
余
年
を
迎
え
た
水
道
・
下
水
道
設
計
を
中
心
と
し
た
公
共
事

業
を
行
う
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
す
。
水
を
通
し
て
『
か
け
が
え

の
な
い
自
然
環
境
』『
安
全
な
暮
ら
し
』
を
支
え
る
た
め
、
日
々
尽
力

を
注
い
で
い
ま
す
。

㈱
太
陽
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

岐
阜
県
岐
阜
市
光
明
町
3-
1

な
し

U
RL
：
-

T
EL
：
05
8-
25
3-
60
00

M
ai
l�：
en
g2
0@
ta
iy
ou
.co
.jp

当
社
は
19
73
年
創
業
、
上
下
水
道
設
計
を
専
門
に
取
り
扱
う
建
設
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
す
。
計
画
か
ら
調
査
・
設
計
・
工
事
監
理
ま
で
行

い
、
丁
寧
か
つ
正
確
な
仕
事
で
地
域
に
信
頼
さ
れ
る
企
業
を
目
指
し

て
い
ま
す
。

玉
野
総
合
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

愛
知
県
名
古
屋
市
東
区
東
桜
2-
17
-1
4

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.ta
m
an
o.c
o.j
p

T
EL
：
05
2-
97
9-
91
11

M
ai
l�：
ts
-sa
iy
ou
@
ta
m
an
o.c
o.j
p

当
社
の
上
下
水
道
部
門
は
計
画
か
ら
設
計
・
維
持
管
理
ま
で
幅
広
く

事
業
に
関
わ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
そ
の
他
に
も
総
合
建
設
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
と
し
て
様
々
な
事
業
の
行
政
サ
ポ
ー
ト
を
行
っ
て
お
り
、

人
々
の
生
活
の
安
全
と
安
心
を
守
っ
て
い
ま
す
。

㈱
俵
設
計

石
川
県
金
沢
市
高
尾
南
3-
37

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.in
cl
.n
e.j
p/
ts
kt
sk
/

T
EL
：
07
6-
29
8-
11
26

M
ai
l�：
ts
k@
po
.in
cl
.n
e.j
p

昭
和
43
年
創
業
以
来
上
水
道
及
び
工
業
用
水
道
を
専
門
に
歩
み
、
主

に
石
川
県
内
で
事
業
を
展
開
し
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
か
ら
も
技
術
者

個
人
の
資
質
を
高
め
な
が
ら
、
真
に
顧
客
と
社
会
に
役
立
つ
専
門
技

術
者
集
団
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

中
央
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ
㈱

愛
知
県
名
古
屋
市
西
区
那
古
野
2-
11
-2
3

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.ch
uo
h-
c.c
o.j
p

T
EL
：
05
2-
55
1-
25
41

M
ai
l�：
zi
nz
ai
-in
fo
@
ch
uo
h-
c.c
o.j
p

当
社
は
、上
下
水
道
施
設
の
新
設
、更
新
、ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、耐
震
補

強
な
ど
と
と
も
に
、総
合
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
橋
梁
、道
路
、河
川
、

港
湾
、都
市
計
画
な
ど
幅
広
い
業
務
を
手
掛
け
て
い
ま
す
。ジ
ョ
ブ
ロ
ー
テ
ー

シ
ョ
ン
の
制
度
も
あ
り
、多
様
な
技
術
分
野
の
経
験
を
積
む
こ
と
が
出
来
ま
す
。

㈱
中
央
設
計
技
術
研
究
所

石
川
県
金
沢
市
広
岡
3-
3-
77

JR
駅
西
第
一
Ｎ
Ｋ
ビ
ル
ビ
ル
7階

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.cs
er
.co
.jp

T
EL
：
07
6-
26
3-
64
64

M
ai
l�：
ni
w
a@
cs
er
.co
.jp

創
業
70
年
以
上
の
伝
統
と
歴
史
に
培
わ
れ
た
技
術
力
を
活
か
し
、
地

域
密
着
型
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
地
域
の
社
会
基
盤
整
備
と
新

し
い
技
術
へ
の
挑
戦
に
取
り
組
み
、
全
社
一
丸
と
な
っ
て
社
会
貢
献

に
尽
力
し
て
い
ま
す
。
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盟
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社
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イ
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用
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当
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ー
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中
日
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

愛
知
県
岡
崎
市
錦
町
10
-1
8

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.ch
uc
on
.n
et
/

T
EL
：
05
64
-2
1-
53
12

M
ai
l�：
53
12
@
ch
uc
on
.n
et
�

創
業
以
来
上
下
水
道
部
門
に
携
わ
っ
て
事
業
展
開
し
、
新
し
い
技
術

の
習
得
に
日
々
研
鑽
を
重
ね
て
い
ま
す
。
今
後
も
当
社
へ
の
信
頼
に

応
え
ら
れ
る
様
、
社
員
一
丸
と
な
っ
て
努
力
し
て
参
り
ま
す
。

㈱
中
部
綜
合
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

静
岡
県
浜
松
市
中
区
元
城
町
22
2-
2

元
城
ビ
ル
3-
A

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/c
hu
-so
-c
on
.co
.jp

T
EL
：
05
3-
45
8-
70
80

M
ai
l�：
re
cr
ui
t@
ch
u-
so
-c
on
.co
.jp

技
術
と
知
識
を
糧
に
都
市
の
機
能
を
具
体
化
で
き
る
立
場
に
あ
る
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
仕
事
は
、
責
任
も
や
り
が
い
も
達
成
感
も
大
き
な

仕
事
で
す
。
当
社
は
創
業
以
来
、
多
く
の
自
治
体
の
様
々
な
事
業
に

携
わ
り
、
地
域
社
会
に
貢
献
し
て
い
ま
す
。

中
部
復
建
㈱

愛
知
県
名
古
屋
市
昭
和
区
福
江
1-
18
05

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.ch
ub
u-
fk
.co
.jp

T
EL
：
05
2-
88
2-
66
11

M
ai
l�：
sh
in
ji_
ta
na
ka
@
ch
ub
u-
fk
.co
.jp

社
会
資
本
を
整
備
す
る
た
め
、
測
量
・
調
査
・
設
計
関
連
業
務
の
一

端
を
お
手
伝
い
さ
せ
て
頂
い
て
い
ま
す
。
顧
客
ニ
ー
ズ
を
積
極
的
に

取
込
み
、
技
術
を
提
案
し
地
域
社
会
に
貢
献
で
き
る
良
質
な
成
果
を

提
供
し
て
い
ま
す
。

㈱
東
洋
設
計

石
川
県
金
沢
市
諸
江
町
中
丁
21
2-
1

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.to
yo
sk
.co
.jp

T
EL
：
07
6-
23
3-
11
24

M
ai
l�：
to
ia
w
as
e@
to
yo
sk
.co
.jp

当
社
は
創
業
以
来
50
年
以
上
に
わ
た
っ
て
、
上
下
水
道
、
一
般
土
木
、

環
境
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
ど
、
様
々
な
分
野
の
イ
ン
フ
ラ
整
備

に
携
わ
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
か
ら
も
技
術
力
向
上
に
努
め
、
人
材
育
成

に
取
り
組
み
、
安
心
・
安
全
で
快
適
な
ま
ち
づ
く
り
に
貢
献
し
ま
す
。

中
日
本
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

愛
知
県
名
古
屋
市
中
区
錦
1-
8-
6

O
N
ES
T
名
古
屋
錦
ス
ク
エ
ア

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.n
ak
an
ih
on
.co
.jp

T
EL
：
05
2-
23
2-
60
31

M
ai
l�：
w
eb
m
as
te
r@
na
ka
ni
ho
n.
co
.jp

昭
和
39
年
（
19
64
）
の
創
業
以
来
半
世
紀
に
わ
た
り
、
生
活
基
盤
を

中
心
と
し
た
社
会
資
本
の
整
備
に
携
わ
っ
て
き
ま
し
た
。
現
在
、
上

下
水
道
・
橋
、
道
路
な
ど
の
一
般
土
木
、
廃
棄
物
関
連
施
設
な
ど
の

社
会
資
本
の
計
画
・
設
計
を
全
国
展
開
し
て
い
ま
す
。

若
鈴
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ
㈱

愛
知
県
名
古
屋
市
西
区
中
小
田
井
5-
45
0

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
ak
as
uz
uc
.jp
/

T
EL
：
05
2-
50
1-
13
61

M
ai
l�：
so
um
u@
w
ak
as
uz
uc
.co
.jp

人
材
育
成
を
会
社
方
針
に
掲
げ
、
真
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
な
技

術
者
の
育
成
を
目
指
し
て
、
専
門
技
術
力
の
向
上
と
資
格
取
得
に
向

け
て
の
教
育
・
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
、
社
員
の
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
形
成
を
支
援
し
て
い
ま
す
。

関
西
支
部

関
西
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

大
阪
府
茨
木
市
上
中
条
2-
10
-2
7

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.k
an
-g
i.c
o.j
p

T
EL
：
07
2-
62
6-
02
05

M
ai
l�：
t_
um
eg
ak
i@
ka
n-
gi
.co
.jp

近
畿
一
円
自
治
体
の
上
下
水
道
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
関
す
る
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト
業
務
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

㈱
寛
設
計
事
務
所

大
阪
府
大
阪
市
北
区
西
天
満
5-
2-
18

三
共
ビ
ル
東
館
�

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.e-
ka
n.
co
.jp
/

T
EL
：
06
-6
36
4-
92
82

M
ai
l�：
-

当
社
の
事
業
内
容
、
並
び
に
募
集
予
定
等
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

協
和
設
計
㈱

大
阪
府
茨
木
市
丑
寅
2-
1-
34

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.k
yo
w
as
k.
co
.jp

T
EL
：
07
2-
62
7-
93
51

M
ai
l�：
-

当
社
の
事
業
内
容
、
並
び
に
募
集
予
定
等
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。
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本
社
住
所

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

制
度

ア
ク
セ
ス
・
問
い
合
わ
せ
先

採
用
担
当
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

㈱
極
東
技
工
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

大
阪
府
吹
田
市
南
金
田
2-
3-
26

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.k
gc
21
.co
.jp

T
EL
：
06
-6
38
4-
77
71

M
ai
l�：
re
cr
ui
t@
kg
c2
1.c
o.j
p

上
水
道
・
下
水
道
な
ど
水
イ
ン
フ
ラ
の
計
画
・
設
計
・
調
査
業
務
を
通
じ
、

人
々
の
安
心
・
安
全
な
生
活
と
環
境
保
護
に
貢
献
し
て
い
ま
す
。ノ
ー
残

業
デ
ー
・
ノ
ー
残
業
マ
ン
ス
の
導
入
や
奨
学
金
返
還
支
援
制
度
な
ど
、社

員
の
働
き
や
す
い
環
境
づ
く
り
に
関
す
る
取
り
組
み
も
魅
力
で
す
。

近
畿
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ
㈱

大
阪
府
大
阪
市
中
央
区
谷
町
2-
6-
4

谷
町
ビ
ル

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.k
in
gi
.co
.jp

T
EL
：
06
-6
94
6-
57
71

M
ai
l�：
in
fo
@
ki
ng
i.c
o.j
p

当
社
の
事
業
内
容
、
並
び
に
募
集
予
定
等
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

㈱
三
水
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

大
阪
府
大
阪
市
北
区
中
之
島
6-
2-
40

中
之
島
イ
ン
テ
ス

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.3w
co
n.
co
.jp

T
EL
：
06
-6
44
7-
81
81

M
ai
l�：
in
fo
@
3w
co
n.
co
.jp

上
下
水
道
と
い
う
生
活
密
着
イ
ン
フ
ラ
を
行
政
と
と
も
に
守
り
、
社

会
に
貢
献
し
て
い
る
会
社
で
す
。
社
員
一
人
ひ
と
り
が
の
び
の
び
と

働
く
こ
と
が
で
き
る
労
働
環
境
を
整
備
し
、
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン

ス
と
働
き
が
い
の
向
上
に
努
め
て
い
ま
す
。

㈱
シ
ー
ド
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

奈
良
県
奈
良
市
芝
辻
町
2-
10
-6

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.se
ed
co
n.
co
.jp

T
EL
：
07
42
-3
3-
27
55

M
ai
l�：
so
um
u@
se
ed
co
n.
co
.jp

「
快
適
な
社
会
環
境
を
創
造
す
る
企
業
」
と
し
て
、
豊
か
で
快
適
な
社

会
環
境
の
創
造
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
に
よ
り
社
会
に
貢
献
し
て
い
ま

す
。

㈱
昭
和
設
計

大
阪
府
大
阪
市
北
区
豊
崎
4-
12
-1
0

昭
和
設
計
大
阪
ビ
ル

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.sh
ow
a-
se
kk
ei
.co
.jp

T
EL
：
06
-7
17
4-
87
70

M
ai
l:t
-fu
jiw
ar
a@
sh
ow
as
ek
ke
i.c
o.j
p

「
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
よ
る
社
会
貢
献
」
を
使
命
に
少
数
精
鋭
の
部
署

で
大
き
な
案
件
に
携
わ
り
、
我
々
と
共
に
社
会
環
境
を
守
り
ま
せ
ん

か
。
下
水
道
施
設
に
関
わ
る
幅
広
い
業
務
を
行
う
こ
と
で
、
一
人
の

技
術
者
と
し
て
大
き
く
成
長
す
る
こ
と
が
出
来
ま
す
。

㈱
相
互
設
計
事
務
所

兵
庫
県
三
木
市
大
村
11
14

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.so
ug
o-
se
kk
ei
.co
.jp

T
EL
：
07
94
-8
3-
63
62

M
ai
l:s
ou
go
-so
um
u@
so
lid
.oc
n.
ne
.jp

相
互
設
計
事
務
所
は
上
下
水
道
設
計
の
プ
ロ
集
団
と
し
て
、こ
れ
ま
で

半
世
紀
以
上
に
渡
り
実
績
を
積
み
上
げ
て
来
ま
し
た
。蛇
口
を
捻
れ
ば

当
た
り
前
の
よ
う
に
出
て
く
る「
水
」私
た
ち
は
、そ
ん
な「
当
た
り
前
」

を
支
え
、皆
さ
ま
の
暮
ら
し
に「
安
心
」「
安
全
」を
提
供
す
る
会
社
で
す
。

㈱
浪
速
技
研
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

大
阪
府
茨
木
市
下
穂
積
1-
2-
29

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.n
an
iw
a-
gi
ke
n.
co
.jp

T
EL
：
07
2-
62
3-
36
95

M
ai
l�：
so
um
u@
na
ni
w
a-
gi
ke
n.
co
.jp

社
会
基
盤
を
支
え
、
業
界
一
の
顧
客
満
足
を
得
ら
れ
る
地
域
密
着
型

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
目
指
し
て
い
ま
す
。『
財
産
は
人
材
』
を
テ
ー

マ
に
、
一
人
一
人
が
の
び
の
び
と
働
け
る
職
場
環
境
整
備
、
さ
ら
に

人
材
の
育
成
・
教
育
に
重
点
的
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

㈱
西
日
本
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

滋
賀
県
草
津
市
矢
橋
町
64
9

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.n
gc
on
.co
.jp

T
EL
：
07
7-
56
2-
49
43

M
ai
l�：
ng
c@
ng
co
n.
co
.jp

着
実
に
成
長
を
続
け
る
西
日
本
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
。
大
阪
・
滋

賀
・
三
重
に
腰
を
す
え
、
私
た
ち
と
と
も
に
成
長
し
て
い
き
ま
し
ょ

う
！

㈱
日
建
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

大
阪
府
大
阪
市
中
央
区
谷
町
6-
4-
3

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.n
ik
ke
n-
gc
on
.co
.jp

T
EL
：
06
-6
76
6-
39
00

M
ai
l�：
in
fo
@
ni
kk
en
-g
co
n.
co
.jp

随
時
受
付
に
て
募
集
い
た
し
て
お
り
ま
す
。
進
路
方
針
を
ご
検
討
さ

れ
て
い
る
方
々
等
、
お
話
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。
み
な
さ
ま
の
エ

ン
ト
リ
ー
を
お
待
ち
し
て
い
ま
す
。

㈱
日
産
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

大
阪
市
中
央
区
大
手
前
1-
２
-1
5

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.n
iss
an
-g
iju
ts
u.
co
.jp

T
EL
：
06
-6
94
4-
06
69

M
ai
l�：
jin
ji@
ni
ss
an
-g
iju
ts
u.
co
.jp

当
社
は
、
“技
術
を
と
お
し
て
社
会
の
健
全
な
発
展
”と
“環
境
保
全

に
貢
献
す
る
企
業
”を
め
ざ
し
て
い
ま
す
。
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盟
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会
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住
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ン
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ー
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シ
ッ
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制
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ア
ク
セ
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・
問
い
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採
用
担
当
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

㈱
日
本
イ
ン
シ
ー
ク

大
阪
府
大
阪
市
中
央
区
南
本
町
3-
6-
14

イ
ト
ゥ
ビ
ル

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.in
sie
k.
co
.jp

T
EL
：
06
-6
28
2-
03
31

M
ai
l�：
ki
sh
im
ot
o0
38
@
in
sie
k.
co
.jp

上
下
水
道
は
膨
大
な
ス
ト
ッ
ク
を
維
持
管
理
す
る
時
代
を
迎
え
、
ア

セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
必
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。
私
た
ち
は
豊
富

な
経
験
を
活
か
し
、
小
規
模
な
市
町
村
か
ら
政
令
市
ま
で
、
ニ
ー
ズ

に
合
わ
せ
た
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
行
っ
て
い
ま
す
。

日
本
技
術
サ
ー
ビ
ス
㈱

兵
庫
県
神
戸
市
東
灘
区
住
吉
東
町
3-
11
-2

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.n
es
-so
lu
tio
n.
co
.jp

T
EL
：
07
8-
84
1-
45
85

M
ai
l�：
in
fo
@
ne
s-s
ol
ut
io
n.
co
.jp

当
社
は
、
将
来
を
見
据
え
、
継
続
し
て
発
展
し
続
け
る
こ
と
を
常
に

考
え
、
会
社
全
体
で
一
歩
ず
つ
総
合
力
を
高
め
る
よ
う
に
努
力
を
続

け
て
お
り
、
部
門
や
組
織
に
と
ら
わ
れ
ず
、
会
社
が
一
体
と
な
っ
て

目
標
を
達
成
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
ま
す
。

㈱
ニ
ュ
ー
ジ
ェ
ッ
ク

大
阪
府
大
阪
市
北
区
本
庄
東
2-
3-
20

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.n
ew
je
c.c
o.j
p/

T
EL
：
01
20
-2
19
-3
14

M
ai
l�：
jin
ji@
ne
w
je
c.c
o.j
p

全
国
の
都
道
府
県
市
町
村
で
上
下
水
道
事
業
の
計
画
や
設
計
を
お
手

伝
い
し
て
い
ま
す
。

㈱
不
二
設
計
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

大
阪
府
柏
原
市
安
堂
町
1-
29

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.fu
ni
.co
.jp

T
EL
：
07
2-
97
3-
07
21

M
ai
l�：
-

当
社
の
事
業
内
容
、
並
び
に
募
集
予
定
等
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

中
国
・
四
国
支
部

朝
日
設
計
㈱

香
川
県
高
松
市
郷
東
町
79
2-
17

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.as
ah
i-s
ek
ke
i.c
o.j
p

T
EL
：
08
7-
88
1-
05
05

M
ai
l�：
gy
om
u@
as
ah
i-s
ek
ke
i.c
o.j
p

香
川
県
を
拠
点
に
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
根
幹
で
あ
る
水
道
分
野
で
、
地

域
に
精
通
し
た
質
の
高
い
技
術
力
で
社
会
貢
献
に
全
力
を
尽
く
し
て

い
ま
す
。

㈱
荒
谷
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

広
島
県
広
島
市
中
区
江
波
本
町
4-
22

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.ar
at
an
i.c
o.j
p

T
EL
：
08
2-
29
2-
54
81

M
ai
l�：
ki
ka
ku
-k
@
ar
at
an
i.c
o.j
p

当
社
は
、
社
会
資
本
整
備
の
総
合
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
す
。
計
画
、

環
境
調
査
、
測
量
、
地
質
調
査
、
設
計
ま
で
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
対
応

し
て
い
ま
す
。
当
社
は
、
人
材
教
育
に
力
を
入
れ
て
お
り
、
技
術
者

の
２
人
に
１
人
が
技
術
士
資
格
を
保
有
し
て
い
ま
す
。

㈱
ウ
エ
ス
コ

岡
山
県
岡
山
市
北
区
島
田
本
町
2-
5-
35

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.w
es
co
.co
.jp

T
EL
：
08
6-
25
4-
24
02

M
ai
l�：
jin
ji@
w
es
co
.co
.jp

道
路
・
橋
梁
・
ト
ン
ネ
ル
等
の
長
寿
命
化
計
画
、
航
空
レ
ー
ザ
測
量

に
よ
る
防
災
関
連
業
務
、
三
次
元
高
精
度
情
報
計
測
技
術
の
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
等
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
最
大
限
に
活
用
し
た
業
務

を
推
進
し
て
い
ま
す
。

㈱
エ
イ
ト
日
本
技
術
開
発

岡
山
県
岡
山
市
北
区
津
島
京
町
3-
1-
21

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.ej
ec
.ej
-h
ds
.co
.jp

T
EL
：
03
-5
34
1-
51
52

M
ai
l�：
re
cr
ui
t@
ej
-h
ds
.co
.jp

担
当
：
人
事
部
�津
田

「
国
民
の
暮
ら
し
を
支
え
る
社
会
資
本
の
整
備
・
維
持
管
理
」
と
い

う
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
使
命
を
深
く
胸
に
刻
み
、
防
災
・
減
災

対
策
、
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
な
ど
の
国
民
生
活
の
「
安
全
・
安

心
」
に
暮
ら
せ
る
基
盤
整
備
に
貢
献
し
て
い
ま
す
。

サ
ン
エ
ー
設
計
㈱

香
川
県
高
松
市
松
縄
町
11
42
-8

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.sa
ne
ic
op
.co
.jp

T
EL
：
08
7-
86
8-
51
00

M
ai
l�：
in
fo
@
sa
ne
ic
op
.co
.jp

香
川
県
内
を
中
心
に
徳
島
、
愛
媛
、
高
知
、
岡
山
県
内
の
地
方
自
治

体
か
ら
発
注
さ
れ
る
公
共
下
水
道
の
施
設
及
び
管
渠
の
調
査
・
計

画
・
設
計
を
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
し
、
地
域
の
発
展
と
社
会
基
盤
整

備
に
貢
献
し
て
い
ま
す
。



85

加
盟
会
員
会
社

本
社
住
所

イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

制
度

ア
ク
セ
ス
・
問
い
合
わ
せ
先

採
用
担
当
者
か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

㈱
親
和
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

愛
媛
県
松
山
市
久
米
窪
田
町
87
0-
5

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.sg
c-
ce
.co
.jp

T
EL
：
08
9-
97
5-
48
51

M
ai
l�：
sh
in
w
a-
gc
@
sg
c-
ce
.co
.jp

昭
和
46
年
の
会
社
設
立
よ
り
蓄
積
し
て
き
た
技
術
力
を
駆
使
し
て
機

能
的
か
つ
自
然
に
優
し
い
都
市
環
境
・
住
環
境
づ
く
り
、
社
会
の
整

備
に
貢
献
し
て
い
ま
す
。

㈱
大
広
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

広
島
県
広
島
市
西
区
南
観
音
7-
13
-1
4

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.d
ai
ko
-e
ng
.co
.jp

T
EL
：
08
2-
29
1-
13
13

M
ai
l�：
in
fo
@
da
ik
o-
en
g.
co
.jp

広
島
・
山
口
県
を
基
盤
と
し
て
、上
下
水
道
事
業
を
中
心
に
、調
査
・

計
画
・
設
計
・
施
工
管
理
な
ど
の
業
務
を
通
じ
て
き
め
細
や
か
な
コ

ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
心
が
け
、
中
国
地
域
の
発
展
と
と
も
に
歩
ん
で

い
ま
す
。

㈱
巽
設
計
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

山
口
県
光
市
光
ケ
丘
5-
1

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.ta
ts
um
ise
kk
ei
.co
m

T
EL
：
08
33
-7
1-
26
83

M
ai
l�：
in
fo
@
ta
ts
um
ise
kk
ei
.co
.jp

担
当
：
土
木
部
�谷
口

会
社
設
立
以
来
58
年
、
培
っ
て
き
た
技
術
と
経
験
を
活
か
し
総
合
建

設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
山
口
県
を
中
心
に
営
業
し
て
い
ま
す
。

人
と
環
境
が
共
生
す
る
持
続
可
能
な
未
来
を
常
に
模
索
し
創
造
し
続

け
ま
す
。

中
国
水
工
㈱

山
口
県
宇
部
市
居
能
町
1-
5-
33

あ
り

U
RL
：
�h
tt
p:
//
w
w
w
.ch
u-
su
i.c
o.j
p

T
EL
：
08
36
-2
1-
21
41

M
ai
l�：
cs
c@
ch
u-
su
i.c
o.j
p

山
口
県
の
人
々
の
暮
ら
し
を
支
え
る
「
水
」
の
専
門
技
術
者
集
団
で

す
。
計
量
証
明
事
業
（
水
質
分
析
等
）
も
含
め
総
合
的
な
環
境
コ
ン

サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

中
電
技
術
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

広
島
県
広
島
市
南
区
出
汐
2-
3-
30

あ
り

U
RL
：
�h
tt
ps
://
w
w
w
.ce
cn
et
.co
.jp

T
EL
：
08
2-
25
6-
33
41

M
ai
l�：
ku
ra
sig
e@
ce
cn
et
.co
.jp

「
技
術
を
磨
き
、
技
術
を
競
い
、
技
術
で
選
ば
れ
る
技
術
創
造
企
業
」

を
ビ
ジ
ョ
ン
と
し
て
掲
げ
「
磨
く
、
競
う
、
選
ば
れ
る
」
と
い
う
プ
ロ

セ
ス
を
循
環
さ
せ
る
こ
と
で
継
続
的
に
成
長
し
中
国
地
域
を
基
盤
と

し
て
広
域
へ
展
開
す
る
技
術
創
造
企
業
で
す
。

㈱
都
市
工
学
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

広
島
県
広
島
市
南
区
丹
那
町
49
-4

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.to
sh
ik
ou
ga
ku
.co
.jp

T
EL
：
08
2-
25
6-
16
16

M
ai
l�：
t-y
an
o@
to
sh
ik
ou
ga
ku
.co
.jp

地
域
密
着
型
の
上
下
水
道
設
計
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
、
若
い
仲
間

と
と
も
に
社
会
に
貢
献
し
て
い
ま
す
。

冨
士
設
計
㈱

高
知
県
高
知
市
百
石
町
1-
12
-1
5

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.fu
jis
k.
co
.jp

T
EL
：
08
8-
83
7-
17
01

M
ai
l�：
ei
gy
ou
@
fu
jis
k.
co
.jp

「
豊
か
で
快
適
な
水
環
境
づ
く
り
を
通
じ
て
社
会
に
貢
献
す
る
」
を

企
業
理
念
に
掲
げ
、
地
域
に
貢
献
で
き
る
水
の
総
合
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

復
建
調
査
設
計
㈱

広
島
県
広
島
市
東
区
光
町
2-
10
-1
1

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.fu
kk
en
.co
.jp

T
EL
：
08
2-
50
6-
18
76

M
ai
l�：
jin
ji@
fu
kk
en
.co
.jp

戦
後
の
国
土
再
建
か
ら
始
ま
り
、
地
質
調
査
、
測
量
、
建
設
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
の
３
つ
の
分
野
を
中
心
に
技
術
を
蓄
積
・
向
上
さ
せ
、
総

合
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
国
づ
く
り
の
一
端
を
担
っ
て
い
ま

す
。

㈱
菱
和
設
計
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

愛
媛
県
松
山
市
東
長
戸
1-
1-
26

な
し

U
RL
：
�h
tt
p:
//
w
w
w
.�s
-ry
ow
a.c
o.j
p/
w
p/

T
EL
：
08
9-
92
3-
00
35

M
ai
l�：
ke
iri
@
s-r
yo
w
a.c
o.j
p

長
い
経
験
と
新
し
い
技
術
を
融
合
さ
せ
、
時
代
の
変
化
に
即
応
し
つ

つ
発
注
者
の
ニ
ー
ズ
に
か
な
っ
た
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
ま
す
。
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社
住
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イ
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タ
ー
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当
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九
州
支
部

朝
倉
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
㈱

福
岡
県
福
岡
市
南
区
大
楠
1-
4－
22

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.as
ac
on
.co
.jp

T
EL
：
09
2-
40
6-
89
10

M
ai
l�：
gy
ou
m
u@
as
ac
on
.co
.jp

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
開
発
申
請
業
務
並
び
に
上
下
水
道

施
設
、
水
環
境
施
設
の
計
画
検
討
・
設
計
を
得
意
と
し
、
専
門
知
識

と
経
験
を
も
と
に
常
に
前
向
き
で
、
効
率
の
良
い
技
術
及
び
計
画
の

提
案
・
検
討
を
心
掛
け
て
お
り
ま
す
。

ア
ジ
ア
エ
ン
ヂ
ニ
ア
リ
ン
グ
㈱

福
岡
県
福
岡
市
南
区
清
水
1-
14
-8

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.as
ia
-e
.co
.jp

T
EL
：
09
2-
55
3-
28
00

M
ai
l�：
as
ia
@
as
ia
-e
.co
.jp

創
業
以
来
、
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
地
域
社
会
の
繁
栄
と

人
々
の
幸
せ
の
た
め
に
貢
献
し
て
参
り
ま
し
た
。
40
年
以
上
培
っ
て

き
た
技
術
、
ノ
ウ
ハ
ウ
に
よ
り
、
時
代
に
合
わ
せ
た
ア
イ
デ
ア
を
提

供
で
き
る
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

九
州
水
工
設
計
㈱

佐
賀
県
佐
賀
市
鍋
島
5-
7-
24

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.q
-su
ik
o.c
o.j
p

T
EL
：
09
52
-3
2-
11
05

M
ai
l�：
sh
im
ok
aw
a@
q-
su
ik
o.c
o.j
p

佐
賀
県
内
唯
一
の
水
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
40
年
以
上
の
実
績
と

信
頼
を
着
実
に
積
み
重
ね
て
参
り
ま
し
た
。
今
後
も
限
り
あ
る
資
源

で
あ
る
水
を
活
か
す
技
術
を
提
案
す
る
こ
と
で
、
地
域
に
貢
献
で
き

る
企
業
と
し
て
邁
進
し
て
参
り
ま
す
。

九
和
設
計
㈱

福
岡
県
北
九
州
市
八
幡
西
区
別
所
町
2-
38

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.k
yu
w
a.c
o.j
p

T
EL
：
09
3-
64
1-
37
73

M
ai
l�：
ge
ne
ra
l@
ky
uw
a.c
o.j
p

私
ど
も
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
は
創
業
以
来
55
年
に
わ
た
っ
て
地
元
の

イ
ン
フ
ラ
整
備
に
携
わ
っ
て
き
ま
し
た
。
地
域
の
街
づ
く
り
は
地
元

コ
ン
サ
ル
な
ら
で
は
の
喜
び
が
あ
り
ま
す
。
是
非
一
緒
に
仕
事
を
し

て
見
ま
せ
ん
か
。

共
立
設
計
㈱

熊
本
県
熊
本
市
中
央
区
平
成
3-
8-
1

あ
り

U
RL
：
-

T
EL
：
09
6-
33
4-
54
00

M
ai
l�：
fu
ru
ki
@
ky
or
itu
c.c
o.j
p

創
業
以
来
、
水
道
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
地
域
に
密
着
し

た
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
50
年
の
経
験
を
基
に
貢
献
し
て
参
り

ま
す
。

㈱
ク
ロ
ノ

長
崎
県
長
崎
市
平
野
町
23
-5

な
し

U
RL
：
-

T
EL
：
09
5-
86
5-
96
08

M
ai
l�：
ch
ro
no
@
ch
ro
no
20
10
.co
.jp

当
社
の
事
業
内
容
、
並
び
に
募
集
予
定
等
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

㈱
吾
水
総
合
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

福
岡
県
北
九
州
市
八
幡
西
区
養
福
寺
町
7-
9

な
し

U
RL
：
-

T
EL
：
09
3-
62
1-
33
66

M
ai
l�：
ge
ne
ra
l@
go
su
i.c
o.j
p

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
20
20
年
に
は
創
業
50
周
年
を
迎
え

ま
す
。
こ
の
間
、
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
等
で
地
域
（
社
会
）
の
発
展
に
貢

献
し
て
参
り
ま
し
た
。
今
後
も
多
様
化
・
高
度
化
す
る
社
会
資
本
の

整
備
に
向
け
て
地
域
（
社
会
）
の
発
展
に
寄
与
し
て
参
り
ま
す
。

第
一
復
建
㈱

福
岡
県
福
岡
市
博
多
区
上
牟
田
1-1
7-
9

あ
り

U
RL
：
ht
tp
s:/
/w
w
w
.d
fk
.co
.jp

T
EL
：
09
2-
41
2-
22
30

M
ai
l�：
in
fo
@
df
k.
co
.jp

創
業
以
来
70
年
間
、総
合
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、豊
か
な
国
土
の
実
現
と

社
会
資
本
整
備
に
貢
献
し
て
き
ま
し
た
。今
後
の
多
様
化
す
る
イ
ン
フ
ラ
整

備
に
対
応
す
る
た
め
、常
に
新
た
な
技
術
に
目
を
向
け
、自
分
自
身
を
育
て
る

向
上
心
と
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
の
あ
る
方
、そ
ん
な
人
材
を
求
め
て
い
ま
す
。

㈱
太
平
設
計

福
岡
県
北
九
州
市
小
倉
北
区
下
富
野
1-
6-
21

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.ta
ih
ei
-se
kk
ei
.co
.jp

T
EL
：
09
3-
55
1-
14
13

M
ai
l�：
in
fo
@
ta
ih
ei
.se
kk
ei
.co
.jp

19
70
年
創
業
以
来
、
社
会
資
本
整
備
の
一
翼
を
担
う
建
設
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト
と
し
て
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
貢
献
し
て
参
り
ま
し
た
。
近
年
、

頻
発
す
る
自
然
災
害
へ
の
対
応
な
ど
多
様
化
・
高
度
化
す
る
ニ
ー
ズ

に
使
命
感
を
持
っ
て
全
力
で
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
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イ
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ー
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㈱
タ
イ
ヨ
ー
設
計

福
岡
県
久
留
米
市
御
井
旗
崎
1-
3-
4

あ
り

U
RL
：
ht
tp
//
w
w
w
.ta
iy
o-
se
kk
ei
.n
et

T
EL
：
09
42
-4
1-
17
17

M
ai
l�：
ta
iy
o-
se
kk
ei
@
y6
.d
io
n.
ne
.jp

創
業
以
来
、
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
と
し
て
、
地
域
社
会
の
繁
栄
と

人
々
の
幸
せ
の
た
め
に
貢
献
し
て
参
り
ま
し
た
。
40
年
以
上
培
っ
て

き
た
技
術
、
ノ
ウ
ハ
ウ
に
よ
り
、
時
代
に
合
わ
せ
た
ア
イ
デ
ア
を
提

供
で
き
る
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

㈱
ダ
イ
ワ
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

宮
崎
県
宮
崎
市
生
目
台
西
3-
7-
3

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
da
iw
ac
on
.co
.jp

T
EL
：
09
85
-5
0-
54
30

M
ai
l�：
da
iw
a@
da
iw
ac
on
.co
.jp

上
下
水
道
や
地
域
づ
く
り
等
の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト（
県
や
市
町
村
の

相
談
役
）と
し
て
、快
適
で
活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
の
お
手
伝
い
を
し
て

い
ま
す
。ま
た
、社
員
の
能
力
を
活
か
す
と
と
も
に
、社
員
と
そ
の
家
族

の
安
心
で
安
定
し
た
生
活
の
確
保
を
目
指
し
た
経
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

㈱
松
尾
設
計

福
岡
県
北
九
州
市
八
幡
東
区
西
本
町
2-
5-
5

あ
り

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.m
co
n.
co
.jp

T
EL
：
09
3-
66
1-
49
70

M
ai
l�：
m
at
su
o@
m
co
n.
co
.jp

上
下
水
道
・
工
業
用
水
道
・
道
路
・
河
川
・
橋
梁
・
土
木
・
建
築
・

ガ
ス
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
な
ど
、
人
々
の
快
適
な
暮
ら
し
を
支
え
る
基
盤

イ
ン
フ
ラ
全
般
の
、
企
画
・
設
計
・
監
理
を
含
め
た
総
合
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト
事
業
を
手
が
け
て
い
ま
す
。

㈱
宮
崎
水
道
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

宮
崎
県
宮
崎
市
大
塚
町
池
ノ
内
11
27
-4
8

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
1.b
bi
q.
jp
/m
iy
as
ui
/i
nd
ex
.h
tm
l

T
EL
：
09
85
-4
7-
64
95

M
ai
l�：
m
iy
as
ui
@
iz
u.
bb
iq
.jp

当
社
の
事
業
内
容
、
並
び
に
募
集
予
定
等
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

㈱
隆
盛
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

沖
縄
県
浦
添
市
当
山
1-
20
-2
0

な
し

U
RL
：
ht
tp
://
w
w
w
.ry
us
ei
co
ns
ul
.co
m

T
EL
：
09
8-
87
9-
61
77

M
ai
l�：
-

当
社
の
事
業
内
容
、
並
び
に
募
集
予
定
等
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。
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松尾禎泰

（公社）全国上下水道コンサルタント協会会員

本　　社　〒805-0031 福岡県北九州市八幡東区西本町 2-5-5　TEL:093-661-4970　FAX:093-661-8962

東京本部　〒135-0047 東京都江東区富岡 1-26-18　　　　　　TEL:03-5621-6790　FAX:03-5621-6793

広島支店　〒730-0041 広島県広島市中区小町 4-16　　　　　 TEL:082-242-2610　FAX:082-245-4592

reation
E

C
N

E
T

S
I

X
E

O
C

代表取締役社長



上水道・下水道・工業用水道
測量・調査・計画・設計・監理

(公社)全国上下水道コンサルタント協会会員

創立50年余の経験と技術力

代表取締役社長 山 地 芳 和

本 社 〒761-8031

高松市郷東町７９２番地１７

TEL（０８７）８８１-０５０５ FAX（０８７）８８１-０５０７

http : // www.asahi-sekkei.co.jp 

押領司　重　昭
山　﨑　義　広

中 部 支 社 名古屋市中区丸の内３丁目13番1号〒460-0002 TEL.（052）684-9300 ㈹　FAX.（052）684-9301

（公社）
（一社）



調査・計画・設計から
施工監理まで

一貫した業務を行っています

(公社)全国上下水道コンサルタント協会会員

本　　社／名古屋市中区錦1－8－6（ONEST名古屋錦スクエア） ☎ 052-232-6032㈹
東京支社／東京都千代田区五番町14（国際中正会館ビル5階）　　　　　　☎ 03-6261-3710㈹
大阪支社／大阪市中央区内本町1－3－5（いちご内本町ビル）
事務所／札幌・仙台・茨城・取手・群馬・北関東・千葉・鎌ヶ谷・神奈川・新潟・佐渡・静岡・三島・長野・飯田・豊橋・岐阜・三重・伊賀
　　　　富山・福井・嶺南・京都・奈良・滋賀・神戸・岡山・広島・和歌山・鳥取・島根・山口・松山・徳島・香川・九州・熊本・長崎

道
水
用
業
工
・
道
水
下
・
道
水
上

理
処
水
廃
・
理
処
物
棄
廃

般
全
業
事
共
公
等
道
鉄
・
川
河
・
路
道
業務内容

品質方針／顧客に信頼と満足を提供　　品質目標／顧客第一、品質向上、社内協調

B

代表取締役社長 上 田　直 和

ISO 9001認定登録
（会社）

ISO 14001認定登録
（本社・豊橋・岐阜・三重・静岡事務所）

☎ 06-4794-7001㈹

公社

本名　元





Aタイプ　118 × 166 mm

【1C】

〒105-0023 東京都港区芝浦一丁目1番1号
TEL 03-6324-4355(代表)
FAX  03-6324-4356

URL  http://www.njs.co.jp/

公益社団法人 全国上下水道コンサルタント協会会員

水と環境の Consulting & Software

代表取締役社長　村上 雅亮



それは、大地を読むことからはじまる。

そこにものを創るとき、私たちは真っ先に大地の声を聴き、大地の表情を見つめます。

人類の発展への近道を急ぐだけでなく、大地のあるべき姿との調和を図ること。

それが私たち「三協技術」の仕事の出発点です。

公益社団法人全国上下水道コンサルタント協会会員

株式会社 三協技術 
代表取締役 髙 橋  郁 

本社 〒980-0803 宮城県仙台市青葉区国分町三丁目 8 番 14号 

TEL０２２（２２４）５５０３ FAX０２２（２２４）５５２６

ISO 14001

ISO 27001

ISO 9001 

ISO 55001 取得 

本社／〒060-0042   札幌市中央区大通西４丁目１番地 新大通ビル3階  TEL. 011-801-1500   FAX. 011-801-1600　URL. https://www.docon.jp

清 流 [美々川]
地下水から川が始まり、湿原の中を蛇行し、生
き物の宝庫ウトナイ湖につながるこの美々川
は、広大な石狩低地帯においても唯一の原始
河川として、その美しい姿を残しています。
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デザイン レイアウト：株式会社 キタジマ

笹　尾　圭哉子
出來山　敏　久

令和 2年8月31 日発行（Vol. 60）

　今年１月末の編集部会の会議では、本号のテーマや目次の検討を行いまし
たが、新型コロナウイルスのパンデミックが発生するとは予想もしていませ
んでした。本号の発行は７月末の予定が８月末に延期となり、８月の下水道
展や11月の水道展も中止となりました。一方で、この原稿を書いている７月
には梅雨期の集中豪雨で九州地方などに甚大な被害が生じています。今日の
我々の生活は、様々なリスクとの付き合い方を抜きにしては過ごせなくなっ
ています。水インフラについても「リスク」への対応が注目されるようになっ
て久しいですが、リスクマネジメントの手順の最初のステップ「リスク特定」
の段階で、どのようなリスクを対象とするかを判断することの困難さが身に
沁みます。東日本大震災や新型コロナウイルスのパンデミックはリスクとし
て社会が認知する前に発生しました。また、本号でのテーマとした気候変動
によるリスクについては明確になっていないことも多いと思われます。しか
しながら、社会には様々なリスクが多々あるにせよ、上水道・下水道といっ
た水インフラは、リスクの未然防止やリスク被害からの復旧などに不可欠な
役割を担っていることは間違いのないところです。これからも、リスクに負
けない社会を支える使命を果たして行きたいものです。

（M.T）

幡　豆　英　哉
事務局
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豊かな地球 水のあるくらし─私たちの原点です

過去に発刊された「水坤」の目次は全て水コン協のホームページに掲載されています
ホームページのアドレスは下記の通りです

URL:https://www.suikon.or.jp 




